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平成4年3月に竣工した本船は、

り、中東から日本向けの原油輸送に従事している。

タンカー「コスモ　プレアデス」

　13万L501鮮、23万8」70％

　　　　　　日本・フィーJピン混乗の新マルシップであ
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タンカーの構造規制問題の決着に思う

贔臨細評題画苅野 照
直濫箔

　海運・石油・造船関係者が、重大関心を寄

せていた、タンカーの構造規制問題に国際的

な決着がつけられた。

　すなわち、海洋汚染防止条約の関連規則を

改正し、1993年7月6日以降契約の5，000重量

トン以上の新造船は、二重船下にすること、

既存船は、1995年7月6日以降船舶検査を強

化するとともに、シングル構造のものは、船

齢25年、一定の措置を講じているものは、船

齢30年以降に二重旧殻とすることが、その骨

子である。

　　　　　　　　　　　　　う　よ
　国際的合意までの約1年間、迂余曲折があ

って、われわれも、都度その対応に迫られ苦

慮したが、この結果については、十分妥当な

内容であると評価でき、また、わが国の官民

一体となった活動｝こより、われわれの主張し

てきた方向に終着しえたことに満足している

と同時に、関係者の努力に感謝している。

　思い起こせば、1989年3月に、エクソン・

バルディス号がアラスカ沖で座礁し、大量の

油流出事故を起こしたことが、この問題の始

まりである。

　その直後に開催のアルシュサミットで環境

問題として討議され、国際海事機関（IMO）

は、油濁防止に関する行動計画を提示するよ

う要請された。

　IMOは、直ちに検討に着手し、次の2件の

決議を採択した。

①大規模油汚染事故時に関係国が協力して

　油処理を早期、かつ効果的に実施するため

　の国際条約を締結すること。

②油汚染を防止するために、関係諸条約の

　批准国を増加させること、事故調査結果を

　分析して、人的要因、船体構造等について

　検討すること。

　既に、事故時の国際協力条約は締結され、

各国の批准待ちであるから、今回の構造規制

問題とあわせ、IMOの行動計画は、2大目標

の完了に近づきつつある。

　ここで、気掛かりなことは、本問題に対す

る米国政府の反応である。既に制定されたOU

Pollution　Act　90法を今回の国際合意に沿っ

て改正し、一国独自の規制を排するよう英断

を望みたい。

　また、忘れてならないことは、

①エクソン・バルディス号の大量油流出事

　故はもちろんのこと、過去の油流出事故の

　大半は、ヒューマンエラーに起因している

　ことから、優秀な船員の確保、育成になお

　一層の努力を払い、船舶の安全性を高める

　こと。

②シングル構造のままでの使用限度が、船

　齢25年～30年に規制されたが、現在、世界

　的にスクラップ能力が不足しており、これ

　らの設備を国際協調のもとに充実すること。

である。

　以上の2点が達成されてこそ、今回の構造

規制が、より効果的なものとなろう。

　環境保護の実効を期すのは、われわれの責

務であるわけで、まず、経営の基本である安

全運航、事故防止の徹底を、改めて図らねば

ならない。

船協月報　平成4年4月号
3



海運界の動き
・テ． ?ﾖ欝饗．・．

▲航行中のタンカー

1，IMOにおけるタンカーの構造規制に関する審議模様

　1989年3月、米国アラスカ州バルディス沖で

発生したエクソン・バルディス号の油濁事故を

契機として、米国は1990年8月OIL　POLLU－

TION　ACT　OF　1990を公布し、すべての油タ

ンカーに対し二重船脚要件の適用を義務付けた。

　一方、1989年7月に開催されたアルシュサミ

ットでは、世界各国に対し海洋汚染防止に関す

る国際条約への加盟と完全履行を求めるととも

に、IMO（国際海事機関）が、本問題に対する

具体案を提示するよう求める旨の宣言を採択し

た。これを受けてIMOにおいても、同年10月に

開催された第16回総会において、船舶による海

洋汚染の防止対策を検討することを内容とする

総会決議を採択し、MEPC（海洋環境保護委員

会〉を中心に中間作業部会、非公式会合を含め

数次にわたり審議が行われてきた。1992年3月

2日から6日までロンドンで開催された第32回

MEPCにおいてようやく合意が得られ、タンカ

ーに対する構造基準の強化を図るMARPOL条

約（海洋汚染防止条約）の改正が採択された。

　同改正は、MARPOL条約の付属書1（油の汚

染の防止のための規則）のなかに、新造船関係

として13F規則、現存船関係として13G規則をそ

れぞれ新設するもので、規則の概要は以下のと

おりである6

4

（1）新造油タンカー（13F規則）関係

　①　新造船の定義

　　（a）1993年7月6日以降に建造契約が締結

　　　される船舶、または

　　（b）建造契約がない場合には、1994年1月

　　　6日以降にキールが据え付けられる船舶、

　　　または

　　（c）1996年7月6日以降に引き渡しが行わ

　　　れる船舶、または

　　（d）（a）、（b＞、（c）の年月日以降に大改造の契

　　　約、着工、完工が行われるタンカーは、

　　　新造船扱いとする。

　②適用および構造

　　（a＞600％未満の油タンカー

　　　　非適用

　　（b）600％以上、5，000％未満の油タンカー

　　　　二重船底（高さは㈱％m以上、ただし

　　　0．76m以上）および各タンクの容量制限

　　　700nf以下、または二重船側（幅は0．4＋

　　　　　　　％
　　　　　　　　　m以上、ただし0．76m以上）　　　2．4×
　　　　　　20，000

　　　（注船の幅

　　（c）5，000％以上の油タンカー

　　　　二重船底（高さは％mまたは2mの小

　　　さい方の値以上、ただし1m以上）およ

　　　　　　　　　　　　　　　％
　　　び二重船側（幅は0．5十　　　　　　　　　　　　　　　　　mまたは2
　　　　　　　　　　　　　　20，000

　　　　　　　　　　船協月報　平成4年4月号
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1．IMOにおけるタンカーの構造規制に関する審議模様

2．平成4年度船舶保険料率改定交渉

　　　mの小さい方の値以上、ただし11n以上）

．③　代替構造

　　　中間甲板付二重船側構造タンカーは、二

　　重船殻構造タンカーと同等と認められ規則

　　化された。

（2）現存油タンカー（13G規則）関係

　①適　用

　　　2万％以上の原油タンカーおよび3万％

　　以上の精製油タンカーに適用する。

　②　適用期日猶予

　　（a）PRE－MARPOL船（EE、　EN船）

　　　　建造後25年まで、13F規則の適用を猶予

　　　する。

　　　　ただし、30％以上二重船底、または30

　　　％以上二重船側が確保されれぽ（または、

　　　改造すれば）30年まで、適用を猶予する。

　　（b）POST－MARPOL船（NN船）

　　　　無条件で建造後30年まで、13F規則の適

　　　用を猶予する。

　③検査強化

　　（a）IMOのガイドライン｝こ基づき検査の内

　　　容を強化する。

　　（b＞船齢5年以上のタンカーは検査レポー

　　　トを船上に備えつける。

（3｝新規則の発効

　　新規則は、1993年1月6日までに締約国か

　ら一定数の反対通告がない限り受諾されたと

　みなし、1993年7月6日に発効する。ただし

　現存船に対する規定は、2年の猶予期間が設

船協月報平成4年4月号

定され、1995年7月6日から適用される。

　また、新規則の採択に伴い、スクラップ問

題の重要性が認識され、わが国の提案にもと

づき、各国が施設の確保、技術協力等に積極

的に取り組むことなどを勧告するMEPC決議

が採択された。

　今後引き続き、下記のガイドラインの作成

のため審議が行われる予定であるが、これら

のガイドラインに関しても合理的な内容とな

るよう検討を進める必要がある。

①二重船殻構造の代替構造評価

②現存船の検査強化の方法

③現存船の構造および運航上の代替措置（例

　えばハイドロ・バランス）

　今回のタンカー構造問題について、当協会

は、特に現存船の使用年限を24年＋αとする

基本方針で運輸省当局に働きかけるとともに、

数回にわたるIMOの審議に参加してきたが、

わが国を含む5力国共同提案であるPRE・

MARPOL船24年、　POST－MARPOL船26年

がベースとなって13G規則が採択されたもの

であり、当協会の主張が十分反映された内容

となっている。

　なお、本会合には、当協会から、山名俊茂

工務委員会委員（大阪商船三井船舶）、田中洋

彦タンカー部会幹事会幹事（ナビックスライ

ン）、臼居勲常務理事および赤塚宏一欧州地区

事務局長がそれぞれ出席した。
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2．平成4年度船舶保険料率改定交渉

　当協会は、例年、日本船舶保険連盟（以下、

船連）との船舶保険料率・条件の改定交渉に資

するため、会員会社を対象に前暦年（1月1日

～12月31日）における船舶普通保険期間保険成

績の調査を行っている。（表1～4参照）

　それによると、平成3年12月31日現在｝こおい

ては、当協会会員会社167社のうち147社から回

答があり、調査対象船を保有もしくは運航して

いるのは123社であった。

　この調査による付保船舶の合計は980隻、3，135

万2，000総トン、保険料総額は101億4，600万円

（対前年比約8．5％増）、填補金総額は119億

　　　　　　　　　　　　当協会会員会社の1991年船舶保険成績表

【表1】1991年（91．1．1～91．12．31）の成績

対　象　船　舶 構　　成　　比（％）
船　種　別 会社数

隻　数：千総トン

保険料総額

i百万円）

填補金総額

i百万円〉

損害率

@（％〉 総トン数：保険料：填補金　　　　　　　　｛

貨物船類
　　95

i　85）

　66。116，667　　　　：（　597）：（15，702）　　　　1

　6，137

i5，605）

　8，636

i6，444）

140．71

i114．98）

油送船類
　　49

i　44）

　320：14．685　　　　レ

i　276）i（14，314＞

　4，009

i3，746）

　3，320

i4，706）

　82．82

i125．62）

　46．8　　：　　　39．5　　：　　　27．8　　　　：　　　　　：

i　　47．7）　…（　　40．1）　i（　　42．2）

合　　計
　　123

i　108）

　　980t31β52　　　　：

i　873＞i（30，016）

10，146

i9，351）

11，956

i11，150）

117．84

i119．24）

100．01100．01100．0　　　　　　　　：　　　　：　　　　幽　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

i100，0）1（ユ00．0）：（100，0）

（注）1．　本調査は、1991年暦年中の付保船舶の保険成績につき、同年末現在の会員会社167社のうち、回答のあった会

　　　社数：147社（内、該当あり：123社、該当なし：24社）を集計したものである。

　　　2．　集計船舶は期中移動（竣工・買醸造による途中付保、宝船・スクラップ等による途中解約、会社相互間の売

　　　買等〉があるため、隻数・総トン数は実数ヒは合致していない。

　　　3．　填補金総額には見積もり額を含む。

　　　4．　（）内の数字は1990年暦年分のものである。

　　　5．　四捨五入の関係で末尾の合計が合わない場合がある。

【表2】過去5年間（1987～1991）の成績

対　象　船　舶 対前年比増減率（％）

暦　年 会社数
　　　1ﾇ　数1千総トン
@　　2

尊覧料総額

i百万円）

填補金総額

k百万円）

損害率

@（％〉

過去5年間

ﾌ損害率 　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　幽

鴻gン数保険料：填補金
@　　　i　　　　　i

1987年

P988年

P989年

P990年

P991年

136

P30

P19

P08

P23

1，141…36，624　　　11，060：34，531

X95i32，3Q7
@
8
7
3
1
3
0
，
0
1
6
　
　
　
1
　
9
8
0
：
3
1
，
3
5
2
　
　
　
旨

14，493

P2，524

PQ，743

X，351

P0，146

8，587

V，014

W，833

P1，15G

P1，956

59．25

T6．00

W2．22

P19．24

P17．84

49．32

S9．92

T6．G5

U7．31

@一

一1．7　：　一ユ0．3　1　－19．3　　　1　　　　　：一5．7　：　一13．6　：　一18，3

|6．4　…　一14．2　…　　　25．9－7．1…一13．oi　26．24・5i　8・5i　7・2

5力年合計

i年平均）

616

P23

5，049：164，830　　　：

P，010132，966

57，257

P1，451

47，540

X，508

83．03

@一
＝

　1　　　　　：一　1　　　一　：　　　一

黶@：　　　＿　：　　　一　I　　　　　　　　　　　　　　　　　I

（注）1．過去5年間の損害率は、当該年を最終年とした過去5力年間の損害率である。

　　2．　四捨五入の関係で末尾の合計が合わない場合がある。
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【表31船種別内訳

対　象　船　舶 対前年比増減率
船　　　　種 会社数

隻数i千総トン　　　　…

保険料総額

i百万円）

填補金総額

k百万円）

損害率

@（％〉 　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　＝

鴻gン数：保険料：填補金
@　　　i　　　　i

貨
　
　
物
　
　
船
　
　
類

コンテナ船

ｩ動車専用船

齡ﾊ貨物船

ｻの他専用船

　16
i12）
@27
i27）
@45
i42）
@59
i55）

　　8312β45　　　　1（　66）：（2，310）

@ユ04i2，213（100）…（2，089）

@140i　889
i125）：（　920）　　　　：　333110，721

i3G6＞1（10，383）　　　　1

　　727
i　650）

@　958
i　860）

@　806
i　782）

@3．647
i3，313＞

　　849
i　664）

@1，053
i1，061＞

@　520
i　542）

@6，214
i4，178）

116．80

i102，2G）

P09．97
i123．28）

@64．51
i69．40）

､70．40
i126．08＞

　9．11　7．21　7．1　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　1

i　　7．7）　：（　　7．0）　：（　　6．0）

A1：1，i、1：1，i、1：1、

小　　　　計 　95
i85＞
　66G…16，667
i597）：（15，702）　　　　1

　6，137
i5，605）

　8，636

i6，444）

140．71
i1ユ4．98）

　53．2　　：　　60．5　　：　　72，2

i52，3）i（59．9）i（57・8）

油
送
船
類

油　送　船

ﾁ殊タンカー

　39
i39）
@31
k27）

　224：12，791　　　　1（212）1（12．553）

@
　
9
6
i
L
8
9
4
　
　
6
4
）
1
（
1
．
7
6
2
＞
（

　2，758
i2，567）

@1．251
i1」79）

　2，360

i2，742＞

@　96G
iL964）

　85．57
i106．81）

@76．75
i166．58）

　40．8　　1　　27．2　　：　　19．7　　　　1　　　　　　　　　　　　　1

i　41．8）　1（　27．5）　：（　24．6）

小　　　　計 　49
i44）

　320i14，685（276）i（14β14）

　4，009
i3，746）

　3，320

i4、706）
　82．82
i125．62）

合　　　　計
　123
i108＞

　980…31β52（873）…（30，016）

10，146
i9，351）

王1，956

i11，150）

117．84
i119．24）

100．Oi100．Oi100．0
i100．0）i（100．0）…（100，0）

（注）1．

　　2．

　　3．

損害率は保険料総額と填補金総額を千円単位で算出したものである。

（）内の数字は1990年暦年分のものである。

四捨五入の関係で末尾の合計が合わない場合がある。

【表4】大型船の成績

対　象　船　舶 対前年比増減率
区　　　　　　分

隻数…下総トン　　　1

保険料総額

i百万円）

填補金総額

i百万円）

損害率

@（％） 　　　1　　　　　　　　　　　　　1鴻gン数1保険料：填補金　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　I

2万％以上

貨物船類

羡卵D類

ｯ　　計

　286…14，147
@261）《13β66）（　161i14．348（162）1（14，l13＞

S47i28，496（423＞1（27，479）

　3，751
i3．598）

@3，399
i3，375）

@7，150
i6，974）

　5，335
i3，969）

@2，834
i4，476）

@8，168
i8，445）

142．23
i110．29）

@83．36
i132．60＞

P14．24
i121．09）

　49．7　　：　　52，5　　：　　65．3　　　1　　　　　　　　　　　　　1（　48．6）　：（　51．6）　：（　47．0）

@50．4　　1　　47．5　i　　34，7（　51．4）　；（　48．4）　1（　53．0）　　　1　　　　：1GO．01100．0：　　　　　　　　100．0（100．0＞：（100，0）：（100．0＞

5．5万％

@　以上

貨物船類

羡卵D潮

〟@　計

　　　…
@　84；7，248
i81）…（7，104）

A
1
翻
：
l
l
l
，
　
1
8
3
i
1
8
．
8
7
4
　
1
7
7
）
1
（
1
8
，
4
1
0
＞
（

　1，530
i1，534）

@2，551
i2，592＞

@4，081
k4，126）

　3，119

iLO11）

@　938
i1，874）

@4，057
i2，885）

203．85
i65．89）

@36．75
i72，30＞

@99．40
i69．92）

　　　i　　　　旨
@38，4　　1　　37．5　　：　　76．9

i　38．6）　…（　37，2）　…（　35．0＞

@61．6　1　　62．5　i　　23．1（　61．4）　：（　62．8）　：（　65．0）

P・・，・i…．・i1・・．・（100．0）1（100．0＞1（100．0）

1
2
3

注（ 損害率は保険料総額と填補金総額を千円単位で算出したものである。
（）内の数字は1990年暦年分のものである。

四捨五入の関係で末尾の合計が合わない場合がある。
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5，5QO万円（対前年比約72％増）となり、平成

3年単年における過去損害率は117．84％となっ

た。また同年を最終年とする過去5力年間の平

均損害率は83．03％となった。

　これらの損害率を平成2年の調査結果と比較

すると、単年で1．4ポイントの良化となったもの

の5力年の平均損害率は15．72ポイントの大幅な

悪化となった。これを船種別に見てみると、貨

物船類は平成2年に比し、25．73ポイント、一

方、油送船類は42．8ポイントの良化となった。

　また船連の調査（92年3月未現在）においては、

89保険年度は102．39％、90保険年度：105．96％、

また91保険年度は1st（91年4月～92年3月末）ベ

ースで既に92％と、3年連続して100％を超える

損害率になることが確実視されるに至った。

　この原因として、船連は、①87年以降4年間

で合計123億円に上る大幅な保険料の引き下げを

実施したこと、②衝突、沈没等によるヘビーク

レーム事故が近年、特に頻発したこと、③イン

フレ等による修繕費、救助費の値上がりに起因

して支払い保険金が増加したことを挙げている。

　さらに船連は、これらは構造的なものであり、

従って保険料率の是正のためには、大幅な引き

上げ以外に改善の方策はないことを強調し、本

年1月31日、総額49億1，300万円の保険料引き上

げを主な内容とする措置を要請した。

　これに対して、当協会は、保険料の大幅な引

き上げは船社経営を大きく圧迫するものであり、

かっこれまで両業界が志向してきた長期的／安

定的な保険制度に逆行するものであり、到底受

け入れられないと主張し、交渉は難航した。

　その後、数次にわたって交渉を行った結果、

さる3月17日、船連より総額28億9，400万円の保

8

険料の引き上げを主な内容とする修正提案があ

り、当協会としても、これ以上交渉を継続する

ことによる改善の余地はないと判断し、最終的

に妥結することとした。その主な内容は以下の

とおりである。

　なお、従来、当協会が保険商品の多様化の観

点から要望していたITC（英国協会期間建て約

款）条件下におけるDEDUCTIBLE（基礎控除

額）の設定枠の拡大について、船連より既設定

の1，000万円に加え、新たに700万円による引き

受けの道を開く旨の回答があった。

　今回の交渉が難航した大きな理由は保険成績

の悪化であり、長期的安定的な保険料率水準を

得るには、船主の海難事故の防止努力、すなわ

ち安全運航に対する配慮が強く求められるとと

もに修繕費等を安易に保険に依存する傾向を是

正する必要があろう。

船連との主な妥結内容

1．保険料率の改定

①全般的料率の引き上げ

②第6種、ITC条件等割り増し料率の引き

　上げ

③船齢割り増しの引き上げ

④特定船種の料率引き上げ

⑤　外国籍混乗船の料率引き上げ

2．引き受け条件の改定

①第6種条件および修繕費追加担保の免責

　　金額の引き上げ

②5力年通算損害率が一定パーセント以上

　　の契約者に対する引き受け条件の改定

　③ITC条件のDEDUCTIBLE700万円の新

　　規設定
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今後の内航海運対策のあり方について

海運造船合理化審議会答申の概要

運輸省海上交通局国内貨物課補佐官 後　藤　洋　志

1．序

　平成4年3月9日海運造船合理化審議会は、

運輸大臣に対して今後の内航海運対策のあり方

について答申を行った。

2．背　景

　わが国の内航海運業は、従来より中小事業者

が大部分を占め、企業体質がぜい弱であり、ま

た、慢性的に過剰船腹をかかえてきたため、長

期間にわたって不況に苦しんできた。このため、

昭和39年目は内航海運業法、内航海運組合法が

制定され、これらに基づき適正船腹量、最高限

度量制度、標準運賃制度、昭和42年度以降導入

された事業許可制、船腹調整等を手段とする構

造改善対策が実施され一定の成果を上げたが、

昭和50年代に入り産業構造が素材型産業から加

工組立型産業へとその比重を移したことなどに

ともない、その輸送需要は低迷を続けてきた。

　しかしながら、近年の内需拡大等の影響によ

り、最近は景気の減速感があるものの、昭和62

年度以降平成2年度まで内航輸送量は引き続き

増加してきた。このため、最近は景気の減速感

があるものの、最近の内航船腹量はひつ迫状況

船協月報　平成4年4月号

を示しており、油送船、自動車専用船といった

一部門船舶については当面ひつ迫傾向が続くも

のと予想される。

　また、最近トラック輸送をめぐる労働力不足、

道路混雑、環境問題が深刻化していることから、

特に幹線貨物輸送の分野においてトラック輸送

を海運、鉄道へ転換するモーダルシフトの社会

的要請が高まっており、今後国内物流において

内航海運の果たすべき役割は一層増大すること

が予想される。

　内航海運をめぐる状況がこのように大きく変

化する中で、近年、新行革審、産業界、公正取

引委員会等より、内航海運業の構造改善を図る

ため内航海運組合法に基づき実施されている船

腹調整に対する批判が強まってきた。

　このように内航海運をめぐる環境が大きく変

化する中で、船腹調整に関して早急にその運用

面、制度のあり方について、今後の経済情勢を

的確に反映し、輸送ニーズに円滑に対応しうる

よう全面的な見直しを行う必要が生じてきた。

　一方で、内航海運業界はいまだに中小事業者

が大部分を占めており、その企業体質はぜい弱

であり、昭和59年度、平成元年度に内航海運業

の構造改善のための指針を策定し、これらに基
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つく施策を推進してきたが、いまだその構造改

善が達成されたとは到底いえない状況にあるた

め、現下の諸状況を踏まえ新たな観点から引き

続き構造改善対策等を講じていく必要がある。

中でも近年の労働力不足問題は、船員の分野に

おいても極めて深刻であり、特に中小事業者が

大部分を占める内航海運業では船員の確保は容

易ではなく、このまま放置すれば船員不足が安

定輸送の阻害要因となる可能性がある。このた

め、内航海運事業者においても荷主等の協力を

得つつ、労働時間の短縮、内航船舶の近代化等

船員確保のための措置を講ずる必要がある。さ

らに、情報化の推進、1990年代後半に実用化が

予定されているテクノスーパーライナーへの対

応等内航海運業の中長期的課題についても認識

を深めておくことが望ましい。

　このような背景を踏まえ平成4年1月31日海

運造船合理化審議会に対して、本格的な内航海

運対策にかかわるものとしては26年ぶりに諮問

が行われ、合計5回の活発な審議をへて、同年

3月9日に答申が行われた。

3．答申の概要

　答申の構成、内容を見ると、まず「1．はじ

めに」において、内航海運の役割、業態、従来

の内航海運対策についての評価を行っている。

すなわち、わが国の内航海運業は、産業基礎物

資輸送の大半を担い、わが国経済の発展のため

に重要な役割を果たしてきたものの、企業体質

がぜい弱であり、また慢性的に過剰船腹をかか

え、不安定な経営状況に置かれてきた。

　このような内航海運業の構造改善を図るため、
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内航海運業法、内航海運組合法が制定され、ま

た、事業許可制が導入され、これらに基づき適

正船腹量、最高限度量制度、標準運賃制度、船

腹調整制度等を手段とする構造改善対策が実施

され、最近10年間でみると事業者数は約1，700減

少、一杯船主比率はパーセントにして20ポイン

ト減少するとともに、平均船型は170トン増加す

るなど、現在に至るまで事業者数の適正化、経

営基盤の強化、過剰船腹の解消、老朽不経済船

の解撤促進など一定の成果を上げてきたものと

考えられる。しかしながら、同時に近年の輸送

需要の増大の中での船腹需給のひつ迫傾向等を

受けた船腹調整制度に対する批判を踏まえ、長

期にわたる船腹調整制度等への依存が、内航海

運業の発展にとってマイナス要因となっている

面も否定できないとの認識がある。

　次に、「2．内航海運をめぐる現状と課題」に

おいては、現在、内航海運が置かれている状況

を踏まえ、次の三つの課題を整理した。

ω　ぜい弱な企業体質と船員不足問題

　最近一部では、コンテナ船、RORO船等大型

近代化船の建造も増加しつつあるものの、依然

として中小企業者が大部分を占め企業体質がぜ

い弱であり、また老朽不経済船が多数を占める

など、いまだに構造改善が達成されたとはいえ

ない状況にある。ちなみに、個人および資本金

1，000万円未満の事業者のシェアが63％、一杯船

主数のシェアが59％、老朽・不経済船の比率は

64％にも達している。

　また、船員不足の深刻化は、このまま推移す

ると産業基礎物資等の安定輸送に支障が生じる

ことが懸念されている。特に、船員の養成は、
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船舶航行の安全確保等を図るため、他の従業員

と比べ時間がかかる場合が多いことから、長期

的な視点にたった対策が必要である。

②　輸送需要の動向と船腹不足

　近年の内需拡大の影響を受け内航輸送量は昭

和62年度以降平成2年度まで連続して増加した。

このため、景気は減速しっっあるものの、近年

の内航船舶の需給はひつ迫状況を示しており、

さらに平成3～7年度適正船腹量によれば、油

送船、自動車輸送専用船といった一部の船舶に

ついては現有船腹量と比較すると中期的にもひ

つ迫傾向が続くものと予想されている。

⑧　モーダルシフトの推進

　近年、トラック輸送をめぐる労働力不足、道

路混雑、環境問題が深刻化していることから、

特に幹線貨物輸送の分野においてトラック輸送

を海運、鉄道へ転換するモーダルシフトの社会

的要請が高まっており、今後国内物流において

内航海運の果たすべき役割は一層増大すること

が予想される。

　「3．これからの内航海運対策」においては、

前述の内航海運をとりまく状況を整理した後、

まず、今後の内航海運対策のあり方について、

次のような基本的な認識を明らかにしている。

　q）基本的認識

　　内航海運をめぐる現状および課題を踏まえ

　ると、これまでの過剰船腹、中小零細事業者

　対策を中心とした内航海運対策から、内航海

　運が経済社会情勢に的確に対応し基幹的な国

　内貨物輸送機関として適切な役割を果たすこ

　とにより、経済社会の発展に積極的に寄与す
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るよう、次の観点からの新たな内航海運対策

に重点を移していく必要がある。

①船員確保対策等新たな視点を加えた構

　　造改善対策等の推進

②今後の経済情勢の進展に対応した安定

　　輸送の確保

　③トラックから海運へのモーダルシフト

　　の社会的要請への対応

　ここで、①については従来の対策の充実拡

大という意味合いがあるが、②、③について

は、従前明確には示されていなかったもので

あり、内航海運にかかわる広い意味での前進

的な対策であると考えている。

　このような意味を持つ基本的認識を受けた

具体的対策として、まず上記①に対応するも

のとして、以下の項目を揚げた。

（a＞内航海運業の体質強化

　イ．内航海運業の体質強化については、特

　　に集約・合併促進のための船腹調整上の

　　配慮については、従前その対象が生業的

　　オーナーのみであったものを、一定規模

　　以下の事業者すべてを対象とすることに

　　より、集約・合併の促進が期待できると

　　考えられる。

　　　現在、日本内航海運組合総連合会にお

　　いて実施している転廃業助成金制度、集

　　約・合併給付金制度の拡大、充実を図る

　　とともに、小規模事業者の集約・合併を

　　促進するよう船腹調整上の配慮について

　　も検討することとした。

　ロ．船舶整備公団の共有建造制度について、

　　日本内航海運組合総連合会において事業
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　の構造改善を推進する視点も踏まえた共

　有建造制度に対する必要な協調措置を検

　討するなど、その充実、強化を図る必要

　がある。現在、日本内航海運組合総連合

　会は、船舶整備公団の共有建造制度利用

　者に対し一定の条件の下で利子補給を行

　　っているが、特に集約・合併をともなう

　　ような場合には、さらなる支援措置が考

　　えられよう。

ハ．事業者の共同活動の中心となる内航海

　　運組合について、事業の構造改善推進の

　　ための主要な役割を果たすことができる

　　よう速やかにその充実を図る必要があり、

　　特に、日本内航海運組合総連合会につい

　　ては事業の構造改善推進の中心的役割を

　　果たす必要があることから、早急に事務

　　局体制および機能の充実、強化を図る必

　　要がある。

　　　なお、その際運輸省および地方運輸局

　　はその構造改善担当窓口を通じ、適切な

　　指導を行うべきである。

　　　経済、社会情勢がめまぐるしく変化す

　　る中で、企業体質がぜい弱な内航海運業

　　の発展を図るためには、このような事業

　　者団体の充実・強化を速やかに行う必要

　　があると考える。

（b）船員確保対策

　　近年、内航海運における船員不足が深刻

　になりつつあり、このままの状況で推移す

　れば船員不足により安定輸送の確保やトラ

　ックから海運へのモーダルシフトの推進に

　支障を生じるおそれがある。
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　このため、船員不足問題を内航海運にお

ける構造的な問題として認識し、厳しい船

員労働の実態を踏まえ、早急に船員の労働

条件。労働環境の改善、内航海運・船員職

業のイメージアップ等船員確保対策を講ず

る必要がある。

　船員の労働条件の改善を図るため、内航

海運事業者は荷主からの協力を得つつ、労

働時間の短縮に合わせた船員の勤務形態の

改善等を早急に実施するとともに、行政に

おいても引き続き関係法令等の遵守を徹底

する等の方策を講じる必要がある。

　　また、船員の労働環境を改善するため、

内航海運事業者は船舶の大型化・近代化を

推進するとともに荷主からの協力を得つつ、

船員労働の軽減および必要な陸上支援方策

　を早急に実施し、また、内航船舶｝こおける

設備の近代化、自動化による安全性の向上、

省力化、船員居住環境の大幅な改善等内航

船舶のイメージアップを図る必要がある。

　　このような対策の推進に当たっては、日

本内航海運組合総連合会等の事業者団体が

中心となって積極的に取り組む必要があり、

　また、同時に荷主の協力が必要であること

　から、荷主、内航海運事業者、船員の代表

　者等関係者をメンバーとし、運輸省海上技

　翻転全局船員部を事務局とする「内航船員

　不足問題を考える懇談会」を本年3月に設

　賦したところであり、今後この場における

　関係者を通じ、内航船員不足問題の解消策

　の確立等が期待される。

（c）荷主ニーズ、物流の効率化への対応
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　　荷主ニーズ、モーダルシフトの社会的要

　請に対応するためには、内航海運事業者自

　　らがマーケットリサーチを行い、これに基

　づいた積極的な荷主開拓と荷主の要請に応

　　じた航路、便数等のサービスを提供する努

　力を行う必要がある。内航海運事業者自身

　のイニシアチブによるこのような積極的な

　事業展開は、国内物流におけるさらなる役

　割の増大を通じ、企業体質の強化に結びつ

　　くものである。

　　今後は、内航海運事業者が自ら需要開拓

　　に努めるとともに取扱事業者、トラック事

　　業者と連携するなど、これまで以上に積極

　　的な経営姿勢が強く期待される。

（d）輸送にかかわるコスト負担の適正化

　　　内航海運事業者は、そのほとんどが中小

　　企業者であり、特定の荷主との取引によっ

　　て経営が成立しているケースが多いことか

　　ら、取引先荷主との関係を重視することと

　　なり、内航海運事業者が荷主に対して輸送

　　にかかわる適正なコスト負担を要請するこ

　　とは必ずしも容易ではない。

　　　今後は、安定輸送の前提となる企業体質

　　の強化、船員の安定的な確保を図るために

　　も事業者、荷主等間の理解をさらに一層深

　　めることにより、適正運賃の収受を通じ内

　　航海運事業者、荷主間の内航輸送にかかわ

　　るコスト負担を適正化することが望まれる。

　次に、前述のこれからの内航海運対策にかか

わる基本的認識の②、③に対応するものとして、

今後の船腹調整制度の運用および制度のあり方

について、その方向性を示している。
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　すなわち、船腹調整制度については、従来、

過剰船腹の解消、老朽不経済船の解撤促進とい

った構造改善を推進する有効な手段であった。

しかしながら、現状では、同制度への長期にわ

たる依存がかえって内航海運業の発展にとって

マイナス要因となっている面も否定できない。

また、一方で、中小零細事業者の経営は依然と

して同制度の存在を前提として成立している面

もある。

　このような点を総合的に勘案すると、中長期

的には船腹調整制度への依存を解消しうるよう

な事業体質の強化を図る必要がある一方で、現

時点においては、内航海運業の健全な発展のた

め、構造改善の推進、船腹需給、経済情勢等に

対応した同制度の機動的、弾力的運用の実施を

前提として、当面制度の維持存続を図ることと

し、これとともに以上のような認識の下に、近

年の船腹需給のひつ迫傾向の中で、船腹調整制

度が海運へのモーダルシフトの社会的要請、安

定輸送の確保等の障害になることがないよう、

以下の措置等を講ずる必要がある。

　（a）当面の措置

　　イ．海運へのモーダルシフトを推進するた

　　　め、モーダルシフトに適合するコンテナ

　　　船、RORO船および自動車輸送専用船に

　　　ついて、特にモーダルシフトの効果が発

　　　揮できる分野においては引当船なしの新

　　　造が可能となるよう全面的な解撤猶予制

　　　度を導入するとともに、これに準ずる分

　　　野においては解撤猶予制度の拡大を図る。

　　ロ．一般貨物船については、船腹需給の動

　　　向、経済情勢等を勘案しつつ、安定輸送
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　を確保するため引当比率の引き下げ、老

　齢船割増制度の拡大を図る。

ハ．油送船については、当面船腹需給のひ

　っ迫傾向が予想されるため、一層の引当

　比率の引き下げ、解撤猶予制度の導入、

　老齢船割増制度の拡大を図る。中でもケ

　ミカル船については、国際的な要請に基

　づくダブルハル化を速やかに推進する必

　要があることから、当分の間引当船なし

　の新造が可能となるよう解撤猶予制度を

　導入する。

二．鉄鋼等輸送について積荷保証を有する

　船舶を建造する場合、一定の条件のもと

　で船腹調整制度の運用を緩和することを

　目的として、荷主、内航海運事業者にお

　いて協議の場を設け、速やかに結論を得

　る。

ホ．産業廃棄物等運搬船等公共性が高く、

　特定の目的に使用される船舶については、

　引当船なしの新造を可能にする旨船腹調

　整規程上明確に位置づける．

へ．現行実施されている近海船等の内航臨

　時投入について、船腹調整規程上明確に

　位置づける。

　　この趣旨を受け、日本内航海運組合総

　連合会はモーダルシフトの推進等を踏ま

　えた船腹調整制度の近年にない大幅な弾

　力化を内容とする平成4年度内航海運対

　策要綱を定め、速やかに実施に移したと

　ころである。

　　特にモーダルシフトに対応するコンテ

　ナ船、RORO船、自動車専用船のうち、

　　4，000％以上のものについては、ノースク

　　ラップで新造が可能となったことは高く

　　評価されよう。

　　　さらに今後とも、経済情勢、船腹需給

　　の動向等を勘案しつつ、次に示す中長期

　　的な方針に向かって、船腹調整制度のさ

　　らに一層の機動的、弾力的運用を図る必

　　要がある。

（b）中長期的な方針

　　現行においても、経済情勢、船腹需給等

　の動向に応じ、毎年船腹調整制度の運用方

　針の見直しを継続的に実施してきたところ

　であるが、中長期的には船腹調整制度への

　依存を解消しうるよう、輸送秩序の維持、

　安定輸送の確保を図りつつ、内航海運事業

　者、荷主、政府が一体となって事業の構造

　改善の推進による経営基盤の強化、労働力

　の確保のための施策等を推進する必要があ

　る。

　　特に、モーダルシフト対象船種について

　は、その社会的要請を踏まえ、また相対的

　に経営基盤が安定している分野であると考

　えられることから、今後海運へのモーダル

　シフトの進捗状況等を勘案し、輸送秩序の

　維持・安定輸送の確保を図りつつ、船腹調

　整制度の対象外とする方向で検討すること

　が求められている。

　　従来より行革審等より船腹調整制度にか

　かわる公的依存からの脱却を求められてき

　たところであるが、ここでは一層明確に船

　腹調整制度からの脱却を目指し必要な施策

　を講ずることが求められている。
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　「4．内航海運のニューフロンティア」にお

いては関係者が、内航海運発展のため中長期的

な観点から取り組むべき課題が取りまとめられ

ている。これらの課題は短期的には内航海運業

に大きな影響を及ぼすことはないと思われるが、

その検討、推進のために多くの時間、コストを

要する面もあるため現時点から認識を深めてお

く必要がある。

（1）情報化の推進

　内航海運業においては物流企業の中で相対的

に情報化が遅れていると言われているが、輸送

業務の効率化、荷主に対するサービスの向上を

図るため、コンピューター等の導入による情報

化をさらに推進する必要がある。特に、今後海

運へのモーダルシフトを推進する上で、複数の

輸送機関の特性を活かし、小口貨物の積み替え

を行いながら輸送する複合一貫輸送に対応する

ためには、他の輸送機関、荷送人、荷受人、取

扱事業者等と貨物に関する情報を効率的に交換

することが必要である。このため、運輸省、事

業者団体において実施した調査研究等を踏まえ、

内航海運業における情報化を一層推進するとと

もに、関連業界の情報システムと円滑に接続す

る情報ネットワークシステムの構築について、

さらに具体的な検討を行うことが望まれる。

　日本内航海運組合総連合会は平成2年～3年

度にかけて「内航情報システムに関する調査研

究」を実施し、このほど報告書を取りまとめた

ところである。、モーダルシフトの推進に際して

情報化は必要不可欠なものであり、また、省人

化、職場環境の改善にも資するものであるとこ
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うから、内航事業者は前述の報告書の内容を踏

まえ、長期的な視点にたって情報化の必要性を

認識しこの検討推進を図ることが望まれる。

②　テクノスーパーライナーへの対応

　現在、技術開発の進められているテクノスー

パーライナーが就航した場合には、貨物輸送に

大きな変革をもたらすことが予想されるため、

あらかじめテクノスーパーライナーの導入によ

る内航貨物輸送の発展方策について検討を行う

必要がある。

　特に今後は、積荷の種類、量、輸送形態等、

輸送ニーズを的確に把握するとともに、必要な

港湾整備、陸上輸送とのネットワークのあり方

等事業化に必要な調査・検討を本格的に実施す

る必要がある。

　これを受けて運輸省は平成4年度より、テク

ノスーパーライナーにかかわる陸上輸送システ

ム等に関する調査等を実施することとしている。

　「5．内航海運のさらなる発展を目指して」

においては今後の内航海運関係者の果たすべき

役割等について取りまとめている。すなわち、

上述したこれらの内航海運対策を実施していく

ためには、第一に内航海運事業者および事業者

団体における積極的な努力が不可欠である。し

かしながら、前述のごとく内航海運業はいまだ

に中小企業者がその大部分を占めており、企業

体質がぜい弱であることを考慮すると、内航海

運事業者た加え、荷主および行政の内航海運関

係者が一体となった協力も必要であると考える。

　内航海運業においては、企業基盤がぜい弱で

ある一方で国内物流を担う基幹的な輸送機関と
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して機能してきたため、従前より制度上船腹調

整への依存が認められてきたところであるが、

近年このような体質が内航海運業の発展にとっ

てマイナス要因となっている面も否定できない。

　今後海運へのモーダルシフトの進展により海

上輸送への期待が高まるものと予想される中で、

内航海運事業者においては、このような社会的

要請、荷主ニーズに対応し新たな事業分野を積

極的に開拓するとともに、事業のあり方として

自助努力を基本とすべきことを十分に認識する

ことが、わが国経済社会において名誉ある地位

を占めるに至る第一歩であると考える。

　次に、荷主においては、内航海運事業者の体

質強化、安定的な船員確保は、中長期的に安定

輸送を確保するための必要不可欠な前提条件と

なることを十分に認識する必要があり、特に輸

送にかかわるコストの負担について深い理解が

望まれる。

　最後に、行政においては、船腹調整制度につ

いて、トラックから海運へのモーダルシフトの

推進および安定輸送の確保等を図るため、船腹

需給、経済情勢等に応じ一層機動的、弾力的運

用が図られるよう指導を強化するとともに、中

長期的には内航海運業が船腹調整制度への依存

を解消しうるよう構造改善を積極的に支援する

必要がある。

　この場合、輸送需給の状況は航路等によって

違いがあることから、フェリー、鉄道等他の輸

送機関の状況も考慮しつつ、輸送秩序を確保し

つつ、需要に応じた適正な供給能力を確保でき

るようきめ細かな配慮を行う必要がある。

　また、モーダルシフトの推進等による海上輸

送の増大に対応し、引き続き計画的な港湾の整

備を図るとともに、必要に応じモーダルシフト

の推進等物流の効率化を推進するための誘導策

を積極的に講ずる必要がある。

4．おわりに

　今回の海運造船合理化審議会において、内航

海運事業者、荷主などの日頃立場の異なる関係

者により、今後の内航海運対策のあり方に関し

て真剣に議論が行われたことは、内航海運の今

後の進歩、発展につながる、まさに重要な第一

歩であったと考えている。

　今後は、内航海運の発展のため、民間および

行政の内航海運関係者が本答申の方向に沿って

最善の努力をつくしていくことが強く求められ

ているのである。

（上記文章中、意見に当たる部分は筆者の個人

的な見解である）
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セメントの需給動向と今後の見通し

セメン脇会専務理事小野雅文

　はじめに

　1991年度、わが国経済は昨年までの内需拡大

による上昇基調からバブル崩壊を境として、一

転減速、次第にその傾向を強めながら下降する

という過程の1年であったといえよう。

　このような経済動向のもと、セメント産業は、

民需の落ち込みが厳しくなるなか、日米構造協

議に基づく公共投資10力年計画の初年度にあた

り官需が堅調に推移したことから、史上最高で

あった昨年実績を若干下回る程度でおさまる見

　　　　　　　　　　　　　【図1】1s91年

込みである。

　一方、国内メーカーの企業収支は、人件費、

金利、物流費、修繕費等のコストアップがあり、

大幅な減益となる模様である。

1．19田年度、需給動向

　国内需要

　国内需要（含輸入）は、前年比4－6月期107．3

％、7－9月期100％、10－12月期95．2％、1－

3月期95．3％（実績見込み〉で、年度計8，550万

トン、前年比99．1％となる見込みである。（図1
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参照）

　地区別にみると、昨年、全地区とも軒並み前

年実績を超える状況にあったものが91年度はま

だら現象を呈する模様である。（表1参照）

　三大都市圏を中心とした地区では、民需のウ

エイトが比較的高いにもかかわらず、大型プロ

ジェクトがあること、また四国、中国地区では

高規格道関連工事が活発であること等から堅調

に推移した。

　北海道、北陸、沖縄地区は、めぼしい物件が

なく振るわなかった。

　このようなことから地区によってバラツキが

生じたと思われる。

　官民別にセメント需要をみると、官需は年度

当初から公共投資が堅調に推移したことにより

増加した。

　これを公共工事着工（図2）でみると、9月

以外は大幅な伸びを示している。

　民需は設備投資の伸び率鈍化、および住宅投

【表1】1991年4月～2月累計地区別セメント販売実績

　　　　　　　　　　　　　（単位：千トン，％）

販売実績
地　　　区

構成比 前年比
北　海　道 4，035，845 5．3 94．8

東　　　北 6，400，297 8．3 100．4

一区 15，592，073 20．3 100．0
日
分
東
二区 7，316，537 9．5 99．5

計 221908，610 29．8 99．8

北　　　陸 4，166，580 5．4 98．2

東　　　海 8β50，293 10．9 102．0

近　　　畿 lL436，794 14．9 102．9

四　　　国 3，649，470 4．8 102．4

中　　　国 5，515，267 7．2 103．3

九　　　州 9，209，493 12．0 99．9

沖　　　縄 1，064，522 1．4 97．1

合　　　計 76，737，171 王00．0 1GO．5

輸　　　出 7，238，739 一
126．9

再　合　計 63，975，田0 一
102．4

【図2】　19田年　公共工事着工（総工事評価額）
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出所：建設省
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　　　　　【図31　1991年　建築物着工（工事費予定額）
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資の落ち込みにより減少した。

　建築物着工（図3）では、5月以降連続の前年

割れが続いている。これは居住用が前年比86．9

％（4－1月累計）と大幅に減少しているため

である。

　セメントの仕向け先としては、セメント販売

量の70％近くが生コン産業向けである。

　生コンクリート展開後の需要部門別販売量（表

2）からみると、建築の民需部門31．3％、土木

25．3％、セメント、コンクリート製品15％と3

部門で需要の大半を占めている。

　輸入は、最大の輸入先である韓国、台湾の内需

ひつ迫による輸出余力の減退、および東南アジ

ア地区での需要がおう盛であることから大幅に

減少した。（図4参照）この結果、前年比72．3％、

船協月報　平成4年4月号

10月　旧月　↑2月　　1月　2月　3月

国内需要に占める輸入比率は2，1％となった。

　輸出

　輸出は1991年度4－2月累計、723万9，000ト

ン、前年比126．9％と増加、このうち需給がひつ

追しているアジア地区向けが全体の91，4％を占

【表2】1991暦年度　生コン展開後の需要部門別販売量

　　　　　　　　　　　　　（単位こ千トン，％）

販売量　　　　項目

�v部門 構成比 前年比
鉄道・電力 1，688 2．0 126．4

セメント製品 12，741 15．0 105．3

港　　湾 3，170 3．7 108．6

道路・橋梁 6，719 7．9 103．6

土　　木 21，426 25．3 lO4．6

官公需 6，57D 7．8 110．3建
築 民　需 26，428 31．3 100．3

自　家　用
76 0．1 99．8

そ　の　他 5β57 6．9 99．6

合　　計 84β74 100』 103．8

19



【図4】　1991年暦年度　国別輸入実績の推移
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イであるが、韓国、台湾、マレーシアも本年度

は、大幅な伸びとなっている。（表3参照）
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【表3】1991年4月～92年2月　市場別輸出実績
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198B　　　　　　　1989　　　　　　　1990　　　　　　　1991

　　　世界のセメント市場を10年前と比較してみる

　　と、世界全体の伸びが年率2．6％、アジア（含中

　　東）が5．6％と倍以上の著しい伸びとなってい

（単位：千トン）

地　　域 市　　　　場 2　月 前年比 4～2月 前年比 構成比
韓国 104 QQ 741 596倍 10．2

台湾
88

382．5 597
601．1 8．3

香港
59

179．2 1，580 80．7 2L8

タイ
151

104．3 1，427 218．6 19．7

ア　ジ　ア シンガポール
153

134．3 1，584 163．0 21．9

マレーシア
71

650．2
535

756．6 7．4

フィリピン
39

Qり
131 Oo 1．8

ベトナム 一 一
12 OQ 0．2

ブルネイ 　 一
5 QO 0．1

パキスタン 一 一
1 oO 0．0

計
665

160．7 6，613 173．1 91．4

北　　　米 計（米国）
21

99．1
230 16．3 3．2

オーストラリア 『 一
76

34．4 1．0

大　洋　州 ニューカレドニア
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99．7
82

126．8 L1

マリアナ
17 81．6

238
145．3 3．3

計
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48．3
396

88．1 54

クリンカ
292
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合　　　計 「一m．フ
426

167．9 4β70 130．4 60．4

袋もの 一 一
1

28．0 o．o

合計
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【図5】　世界のセメント市場
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【図6】　19田年　月別クリンカー　生産および稼働率推移
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　　　　　　　　　　　　　注1月次の稼働率の算出＝月産能力7．317千トン（90年1月一91年3月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7．265千トン（91年4月一B月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7，440千トン（9】年9月～」によった

る。（図5参照）　　　　　　　　　　　　　　は減少するものの、輸出が増えることから、8，890

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　万トン、前年比102．4％となる見込みである。

　生産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　したがって、稼働率は90％程度と高稼働率を

　セメント生産は前述のとおり、国内向け出荷　　　維持できる模様である。（図6参照）
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　セメントの種類別生産実績（表4）からみる

と、伸びでは普通ポルトランドセメントが107．7

％、超早強、早強104．7％と他品種に比し伸び

たQ

【表4】19肛門年度　種類別生産量

　　　　　　　　　　　　　（単位＝千トン，％）

91年　　　　項　目
增@類 構成比 前年比

ク　リ　ンカー 80，134 ．．．．．． 工06．4

普通 69，230 77．5 ／07．7

超・早強 3，718 4．2 工Q4．7

中庸熱 217 0．2 19．1

ポ
乍
ラ
セ
ン
メ
ド
ン
　
ト

耐硫酸塩
5

0．0 64．工

その他 10
o．o 36．？

小計 73，180 8L9 106．0

高炉 15，3工8 17．1 104．8

シリカ
108

0．2 94．3

混
合
セ
　
ζ
　
ト

フライアッシュ
609

0．6 115．5

その他
179

0．2 125．6

小計 16，214 18．1 1Q5．2

合　　　計 89β94　　100．0 105．9

　超早強、早強については、コンクリート製品

向けが主体である。

　一方、混合セメントでは高炉セメントが大半

を占めるが、全体に占める割合では17．1％であ

る。

　高炉セメントは、省資源、省エネという観点

から年々増え続けてきたが、近年その伸び率が

鈍化してきている。

　その他の品種は、ウエイトが低いものの、用

途により欠かすことのできない商品である。

　したがって、特殊な用途に使用されるケース

が多いため、年度によって伸びが大きく異なる。

　輸送

　わが国のセメント物流の特徴は「西から東へ

流れる」といわれる。

22

　それは、セメント原料である石灰石が豊富に

ある中国、九州などの生産地から関東、東海、

近畿の大消費地区へ輸送されているからである。

　ところが、セメントは重量品であり、かつ長

距離輸送のためセメントメーカーにとって輸送

費の負担は極めて大きく、総原価の約20％を占

めている。

　このため、「物流コストの低減は利益の源泉で

ある」といわれている。

　したがって、セメントの輸送手段としては運

賃が低廉であること、大量輸送に応じうること、

の二つが強く要求される。

　これらの条件から考えて、海上輸送の優位性

は疑いのないところである。

　セメントが生産工場からユーザーに届くまで

の物流体系（図7＞を示す。

　臨海工場からは主として撒セメント専用船に

よって需要地近隣の中継基地（SS）に輸送さ

れ、SSからは大部分が撒セメント専用トラック

でユーザーへ輸送される。

　また内陸工場からは撒セメント専用私有貨車

および撒セメント専用トラックによってSSまた

は直接ユーザーまで搬送されるのが一般的であ

る。

　これからみると、一次輸送では、船舶による

ものが、輸出も含め全体の57．5％と半分以上を

占めている。

2．今後の見通し

　1992年度、国内需要見通し

　国内需要（含輸入）は8，400万トン、前年比98，2

％と想定している。
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【図7】　冊田暦年度　セメント物流体系
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　官需は公共投資10力年計画の2年目で、前年

度を上回る公共事業関係予算が計上されており、

堅調に推移するものと思われる。

　民需は住宅投資、設備投資ともに低調に推移

する見通しであることから減少するものと思わ

れる。

　これは建設会社大手50社国内建設工事受注高

（図8＞でもわかるとおり、前年は大きな伸び

を示していたが、91年度は10月以降連続して受

注が大幅に減ってきている。

　輸入については、韓国は設備増強により、多

少輸出余力が回復するものと予想されるが、台

湾をはじめとするその他対日輸出国からの輸入

量は減少するものと思われる。

　輸出

　輸出は8，000万トン、前年比101．3％と想定し

た。

　アジア地区の需要が依然おう盛であることか

ら、前年度を若干上回るものと思われる。

おわりに

　以上、セメントの需給動向と今後の見通しに

ついて述べさせていただいた。

　中・長期的には、日米構造協議にもとつく公

共投資10力年計画が着実に実施されることが期

待されることから、需要は堅調に推移するもの

と考えられる。

　しかしながら、セメント産業として早急に対

処しなければならない問題が多々ある。

　そのうちのひとつとして、物流がある。

　近年、セメント産業は社会のニーズにこたえ

るべく多品種化を図ってきている。

　ここで問題となるのが、数量的に少量のもの

を、遠くまでどのように低コストで安定供給し

ていくかということである。

　今後とも、多品種化という傾向は強まりこそ

すれ弱まる可能性はすくない。

　そのため、セメントの物流体系はどうあるべ

きか、あらたな視点から検討していきたいと思

っている。
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1．無線通信士の資格・配乗に関する無線通信規則の改正

2．正MO第23回STW（訓練および当直基準）小委員会の審議模様

3．平成4年度船員災害防止実施計画

4．20条問題小委員会の審議模様

5．第43回海上安全船員教育審議会水先部会の審議模様

6．1991年の世界海上荷動き量と92年初の世界船腹量

1．無線通信士の資格・配乗に関する無線通信規則の改正

1

　世界的な海上遭難・安全制度（GMDSS）が本年2

月1日から導入され、1995年からは新造船に、1999

年2月1日から全船舘に強制適用されることとなっ

た。

　新制度における無線通信士の資格および配乗要件

については、1987年ジュネーブで開催された世界無

線通信主管庁会議（WARC）において、国際電気通

信条約附属無線通信規則（RR＞の第55条（船舶局等

の職員の証明書〉および第56条（船舶局等の局の職

員〉の関係規定が改正されたが、多数の先進海運国

がGMDSS導入のためのSOLAS条約改正方針に反

するとして留保した。一方、無線設備の機能を維持

するための方法として、1974年SOLAS条約の88年

改正規則｝こより定められた要件は、A3、　A4海域、い

わゆる近海区域以遠に就航する船舶は、①無線設備

の二重化、②陸上保守、③船上保守のうちから二つ

を選択することとされたことから、①および②を選

択した場合、運用資格である一般無線通信士証明書

　（GOC）の配乗が可能となり、第2級無線電子証明

書（2REC）以上の資格を要求しているRR規定との

間に差異が生じたため、各国の対応に混乱が生じ、

再検討が望まれていた。

　本問題は、去る2月3日から3月3日の間、スペ

インのマラガ・トレモリノスで開催された、新しい

移動体通信や衛星放送等への周波数の国際的な分配

を検討するためのWARCにおいて、緊急を要する議

題として取り上げられ審議された。

　資格問題については、米国から運用資格（GOC、

ROC）のみで十分であり、無線設備の保守について

は、主管庁の判断にゆだねるべきとする第55条を大

幅に改正する案が提出されたが、SOLAS条約の規定

との整合を図るための最小の改正にとどめるべきと

する日本および欧州諸国の考えが採用され、第55条

の規定は改正せず第56条の関係規定のみが改正され

た。改正規則は、1993年10月12日に発効させること

としたが、GMDSSの導入が開始されていることか

ら、主管庁の判断により、同日以前に改正規則を暫

定的に適用することができる旨の決議も併せて採択

された。

　これにより、国際的にも国内的にもポートステー
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ト・コントロール等の問題が解決されることとなっ

た。

　なお、同会議には郵政省の大井田清官房審議官を

代表に外務省、関係団体も出席し、当協会からは臼

居勲常務理事、赤塚宏一欧州地区事務局長が前後半

に分かれて参加した。

　改正第56条の概要

　国際協定により無線設備が強制される船舶であっ

て、GMDSSの周波数および技術を使用するものの

職員の資格要件は次のとおり。

　①　VHFの海岸局の通信範囲を越えて航行する船

　　舶：1REC、2RECまたはGOC

　②　VHFの海岸局の通信範囲内を航行する船舶；

　　1REC、2REC、　GOCまたは制限無線通信士

　　証明書（ROC）

2．IMO第23回STW（訓練および当直基準）小委員会の審議模様

IMO第23回STW小委員会は、2月24日から28日

までの間、ロンドンのIMO本部で開催された。

　今会期では、高速救助艇の乗組員の訓練（議題8＞

に関する勧告案だけが、小委員会での最終検討とな

り、その他の議題はいずれも今後継続して審議され

ることとなった。

　主な議題の審議概要は次のとおりである。

1．STCW条約の改正にかかわる議題

　（D　タンカーの乗組員に対する特別の訓練要件（議

　　題10）

　　　タンカーの船長、職員および部員の訓練およ

　　び能力に関する要件については、STCW条約附

　　属書第V章に規定されているが、これを改正し

　　て、①資格を有する者には証書を発給すること

　　とする規則を追加するとともに、②現在は勧告

　　にとどめている資格の取得に必要な講習の内容

　　を、規則に組み込むこととする案が合意された。

　　　この予備草案は、各国政府の意見を聞いた上、

　　次回小委員会で再検討される。

　（2）STCW条約の見直し（議題5、および14＞

　　　船員の資格および訓練の基準を最近の船内業

　　務体制に適応したものに見直すとともに、シミ

　　ュレーターによる訓練を海上履歴として評価す

　ることなどを新たに検討することとし、MSC（海

　上安全委員会）の承認を求めることとなった。

　　これにより、わが国ですでに実施されている

　甲機両用制度および甲機いずれかの資格に加え

　て、他の一方の資格を追加取得する場合などの

　要件について、国際的な基準が作成される可能

　性が高まった。

　　また、現存船の安全基準に関連して、各国政

　府の裁量に任されている知識レベルなどの問題

　　（議題19）、および甲機両用資格における海上履

　歴要件をSTCW条約上明確にする問題（議題

　20）は、いずれも条約の見直しの一部として、

　併せて取り扱うこととされた。

（3）漁船の乗組員の訓練および資格証明（議題5）

　　STCW条約は、漁船については対象外として

　いるが、新たに訓練および資格の基準を定める

　　こととし、議定書案が作成された。本案は次回

　において最終検討を終え、早ければ1994年また

　　は1995年の外交会議において採択される見通し

　である。

2．決議・勧告等にかかわる主要な議題

（D　配乗および安全性における疲労要素（議題4）

　　船内における疲労の要素等については、1990
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年に開催されたIMO／ILO合同専門家会議の報

告書をもとに昨年のSTW小委員会で決議案が

取りまとめられているが、本年はこれを大筋に

　おいて承認し、第6ユ回MSCに送付することとし

　た。また、新たに各国における労働時間と休息

　時間の法制度について調査することとされた。

　　なお、疲労と海難事故との関係についての調

　査方法を検討するIMO／ILO合同専門家会議が

　開催され、報告書がMSCに提出されることとな

　っている。

〔2）夜間の単独当直の実験について（議題7）

　　昨年の第59回MSCで承認された実験のための

　暫定ガイドラインに対する修正は見送られ、実

　験に関する手続き案が承認された。

　　これによると、①実験を承認する政府は、実

　験の詳細を6カ月前までにIMOに連絡するこ

　と、②実験結果および勧告を必要とする事項が

　あれば報告すること、③通知された実験に反対

　する政府は、その旨連絡すること、④実験に反

　対された場合は、その国の沿岸で実験をしない

　よう指示すること、⑤実験の結果、単独当直の

　継続を承認する政府は、その旨連絡することな

　どが定められ、それぞれの通知はすべての加盟

　国に回章されることとなっている。

㈲　国際視力基準（議題13）

　　船員の視力に関する国際基準のガイドライン

　案が作成されたが、今回では視力の最低基準値

　を決定するには至らず、引き続き各国政府の意

　見を求めることとされた。本ガイドライン案で

　　は、旗国が医学上あるいはその他の状況を判断

　　して異なる基準を許可できることとしている。

（4）ドラッグの使用およびアルコールの乱用（議

　題15＞

　　　ドラッグおよびアルコールの乱用対策に関す

　　る検討の経過報告として、ガイドライン案を作

　　成した。それによると、最も微妙な問題である

　　検査については、二国間で協定のない限り、他

　　国籍船に乗ワ組む船員の検査は、その船舶が沿

　　岸国の領域内における海難事故または汚染事故

　　に関与しない限り実施してはならず、また事故

　　に直接関与している船員のみが検査の対象とな

　　るとされている。

　なお、上記小委員会へのわが国からの出席者は、

次のとおりである。

　　　金沢不在半日本大使館参事官

　　　谷口克己　運輸省海上技術安全局船員部船舶

　　　　　　　職員課海技資格制度対策室長

　　　大西正剛　水産庁漁政部企画課補佐官

　　　篠村義夫　日本造船研究会技術顧問

　　　鈴木利栄　日本海技協会第一業務部長

　　　小畑芳郎　日本海難防止協会ロンドン連絡事

　　　　　　　務所長

　　　金谷　学　国際電信電話

　　　壁谷恵行大日本水産会陸棚専門委員会委員

　　　飯嶋雄二　全日本海員組合国際部副部長補

　　　赤塚宏一　日本船主協会欧州地区事務局長

　　　増田　恵　日本船主協会海務部労務課長

3，平成4年度船員災害防止実施計画

　運輸省は、平成4年度船員災害防止実施計画を策

定し、関係先へ通知した。（資料参照）

　同実施計画は、「船員災害防止活動の促進に関する

法律」に基づいて、5年ごとに作成される「船員災
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害防止基本計画」にそって毎年運輸大臣が船員中央

労働委員会に諮り作成するもので、平成4年度は第

5次船員災害防止基本計画の最終年度にあたる。

　同実施計画によると、船員災害の減少目標（年間

1，000人率の前年度比）を前年度と同様に死傷約4％

（汽船約3％、漁船約5％）、疾病約3％〈汽船・漁

船とも約3％）と設定しているが、平成2年度の減

少実績が死傷3．1％、疾病2．0％にとどまったため、

第5次基本計画の最終年度であることから減少目標

の達成に一層努力をすることとされている。

　また新しく計画に加えられた事項は、KYT（危険

予知訓練）の活用、すべり止めのついた保護靴・安

全ネット・滅菌装置等の使用およびストレッチ体操

等健康運動の励行、さらに外国人船員の災害防止に

ついても遺漏のないよう十分留意すること等となっ

ている。

　船員災害の防止に関し重点を置くべき船舶および

船員災害の種類、ならびに船員災害防止のための主

要な対策の骨子は次のとおりである。

1．船員災害の防止に関し重点を置くべき船舶およ

　び船員災害の種類

　（D　死傷

　汽船：「転倒」

　　　　整備管理作業中…「転落・墜落」

　　　　荷役作業中…「はさまれ」

　　　　タンカー等危険物積載船…「火災」「爆発」

　　　　　「酸素欠乏」「中毒」

　漁船＝「海中転落」「火災」「漁労作業中の海難」

　　　　による死亡事故

　　　　漁ろう作業中…「激突され」「巻き込まれ」

　　　　　「転倒」

　その他船舶（引き船固〉＝

　　　　出入港作業中…「はさまれ」「転倒」「激突

　　　　され」

　②　疾　病

28

全船種：「循環系疾患」「消化系疾患」

2．船員災害防止のための主要な対策

（D　自主的な船員災害防止体制の確立

　（2）船内作業の安全化

　①　基本的な対策

　②重点災害に関連した対策

　　③引き続き推進する対策

　（3）海中転落防止対策の徹底

（4）労働環境の変化に対応した安全衛生対策の強

　　化

　　①健康管理対策の充実

　　②船内作業環境、居住環境の安全衛生化

　　③安全衛生教育訓練の徹底

　　④労働時間短縮の推進

　㈲　災害多発業種等に対する安全対策の充実強化

【資料】

　　　　平成4年度船員災害防止実施計画

　第5次船員災害防止基本計画に定められた船員災

害の減少目標および対策の基本となるべき事項にの

っとり、平成4年度船員災害防止実施計画を次のと

おり定める。

1．船員災害の減少目標

　　平成4年度の船員災害の減少目標を死傷および

　疾病に区分して、次のとおり設定するが、第5次

　船員災害防止基本計画の最終年度であることおよ

　び最近の発生状況にかんがみ、減少目標の達成に

　一層の努力をするものとする。

　｛D　死　傷

　　　船員災害としての船種別死傷発生率（年間千

　　人率）の減少目標（対前年度比）は次のとおり

　　とする。

　　　　　　　　汽　　船　　　　　約3％

　　　　　　　　漁　　船　　　　約5％

　　　　　　　　全　　体　　　　　約4％
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②　疾　病

　　船員災害としての船種別疾病発生率（年間千

　人率）の減少目標（対前年度比）は次のとおり

　とする。

　　　　　　汽　　船　　　　　約3％

　　　　　　　漁　　船　　　　　約3％

　　　　　　　全　　体　　　　　約3％

2．船員災害防止に関し重点を置くべき船舶および

船員災害の種類

（1）死傷

汽船＝「転倒」ならびに整備管理作業中の「転落・

　　　墜落」および荷役作業中の「はさまれ」

　　　　タンカー等危険物積載船について、「火

　　　災」、「爆発」、「酸素欠乏」および「中毒」

　漁船：「海中転落」、「火災」および漁ろう作業中

　　　の「海難」による死亡事故ならびに漁ろう

　　　作業中の「激突され」、「巻き込まれ」およ

　　　　び「転倒」

　その他船舶（引き船等〉：出入港作業中の「はさま

　　　　れ」、「転倒」および「激突され」

　②　疾　病

　　　全船種：循環系疾患および消化系疾患

3．船員災害防止のための主要な対策

　　本実施計画においては次のような対策を重点的

　に講ずるものとする。なお、これらの対策の実施

　に当たっては、船員災害の発生率が全国平均を上

　回っている地域においては関係者が密接な連携の

　下に一層の努力を傾注するものとする。

（D　自主的な船員災害防止体制の確立

　　ア．船舶所有者は、総括安全衛生担当者等の責

　　　任と権限の明確化を図るとともに、現場の意

　　　見を反映した安全衛生管理計画の作成および

　　　訪船指導の強化等により安全衛生委員会等の

　　　積極的かつ効果的な運営を図り、日常活動の
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　中で全員参加の船員災害防止活動を積極的に

　推進する。

イ．単独では安全衛生委員会の開催等が困難で

　ある船舶所有者は、団体安全衛生委員会を設

　聾して船員災害防止活動の積極的な推進を図

　る。

ウ．安全衛生委員会の設置が義務付けられてい

　ない中小の船舶所有者については、安全衛生

　委員会と同様の機能を有する自主的な組織の

　設置や同業種または同地域の船舶所有者と連

　携して団体安全衛生委員会を設置するように

　努める。

　　また、国および船員災害防止協会は、船員

　災害防止連絡会議の他の構成員等と連携して、

　船舶所有者の取り組みを積極的に支援する。

エ．各船舶に船内安全衛生委員会を設置し、安

　全衛生管理計画の職場に適応した効果的な実

　施を図る。

　オ．中小の船舶所有者に使用される船員の船員

　災害発生状況にかんがみ、これら船舶所有者

　　に対する国および関係団体による船員の安全

　衛生に関する広報活動、訪船指導等の強化お

　　よび各種講習会、研修会等への参加の促進を

　　図る。

　　　また、船員災害防止協会の未加入者に対し

　　て加入の促進を図る。

　カ．過去に発生した災害の記録を整備するとと

　　もに、災害の調査・分析を行って災害防止活

　　動への反映を図る。

　キ．災害事例等の安全衛生に関する情報の収集

　　および周知を図る。

　　　また、この関係で「船員の広場」放送の聴

　　取。活用を推進する。

②　船内作業の安全化

①基本的な対策
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　ア．作業に当たっては、事前に機械、器具、漁

　　ろう用具等の点検整備を実施し、異常がない

　　ことを確認した上で開始する。

　　　なお、動力機器の点検整備は止むを得ない

　　場合を除き、動力を停止して行う。

　イ．作業前打ち合わせを実施し、KYT（危険予

　　知訓練）の活用にも努めっつ、保護具の使用、

　　作業手順および作業に必要な指差呼称等の合

　　図連絡方法の周知および確認を行い、作業中

　　これらの励行を図るとともに、当該作業を指

　　揮する者は、作業場所を巡視して安全を確認

　　する。そのほか、作業の円滑な実施を図るた

　　め職場体操の実施、職場の整理整頓の実施を

　　図る。

　ウ．保護具の使用・着用に関する基準を作成す

　　るとともに、作業方法および作業手順の標準

　　化を図る。

②重点災害に関連した対策

　ア．「転倒」による災害を防止するため、作業

　　場所および通路の床面の整理および清掃、マ

　　ットの敷設または申入リペイントの塗布、突

　　起物へのトラマークの表示または被覆等必要

　　な措置を講ずるとともに、すべり止めのつい

　　た保護靴等の使用の励行を図る。

　イ．「はさまれ」、「巻き込まれ」による災害を

　　防止するため、おおい等を設けることにより、

　　機械または動力伝導装置等の運動部分との接

　　触等から防護するとともに、そのおそれのあ

　　る場所には、むやみに立ち入ることができな

　　いような措置を講ずる。

　ウ．　「激突され」による災害を防止するため、

　　漁網・漁具、索具等の点検整備を行うととも

　　に、安全な作業場所の確認を行い、保護具の

　　使用の励行を図る。

　エ．　「転落・墜落」による災害を防止するため、
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　　転落・墜落のおそれのある作業場所では、安

　　全な足場を確保するとともに、保護帽および

　　命綱または安全ベルトの使用の励行を図る。

　オ．　「火災」、「爆発」による災害を防止するた

　　め、各船舶において、各人に火気に対する自

　　覚を促すとともに、船内各所における火気取

　　締責任者の選任および船内見回りを積極的に

　　行うなど、火気管理を徹底し、油漏れ、ガス

　　漏れ等の点検整備の励行を図る。

　　　特に、引火性液体物質の積載船においては、

　　静電気による発火防止のため帯電を防ぎ、帯

　　幽した電荷を放散するなどの措置を講ずる。

　カ．　「酸素欠乏」および「中毒」による災害を

　　防止するため、検知器具・保護具等の適正な

　　備置管理を図るとともに、作業前・作業中に

　　おける定期的な検知、保護具の使用、換気装

　　置の使用の励行等十分な措置を講ずる。

③引き続き推進する対策

　ア．　「動作の反動・無理な動作」（ひねり等）に

　　よる災害を防止するため、作業における不自

　　然な姿勢および動作を極力避けるようにする。

　　特に重量物の運搬に当たっては、人力運搬の

　　重量を定め、それを超えるものについては、

　　用具もしくは機械を使用し、または複数によ

　　る協同作業を行うなど無理をしないようにす

　　る。

　イ．「激突」による災害を防止するため、突起

　　物へのトラマークの表示または被覆等必要な

　　措置を講ずる。

　ウ．「飛来・落下」による災害を防止するため、

　　漁網・漁具、索具等の点検整備ならびに漁獲

　　物・積荷等の積み付け安全確認および管理の

　　励行を図るとともに、保護具の使用の励行を

　　図る。

　エ．船員災害防止規程の充実整備および周知徹
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　　底を図る。

③　海中転落防止対策の徹底

　ア．船外との通行の安全を図るため、げん梯ま

　　たは手すりおよび踏みさんを施した適切な歩

　　み板の使用を厳守するとともに、潮位または

　　吃水の増減、船体の動揺等で歩み板等が不安

　　定な状態にならないよう確実に取り付けるほ

　　か、夜間には必要な照明を施す。

　　　また、安全ネットの使用の励行を図る。

　イ．「海中転落」のおそれのたかい場所（スリ

　　ップウエイ、魚とりこみげん門等〉について

　　は、使用していないときは、チェーン、安全

　　ネット、仕切板等で閉鎖する。

　　　また、漁船においては、投網中の網等に巻

　　き込まれないような措置を講ずる。

　ウ．　「海中転落」のおそれのある作業において

　　は、当該作業の内容に応じ、命綱、作業用救

　　命婦または安全ベルトを使用させるとともに

　　看視員の配置を励行する。

　　　特に漁船においては、漁ろう作業等甲板上

　　における作業では、必ず命綱または作業用救

　　命衣を使用させることとし、．寒冷海域で操業

　　する漁船においては可能な限り命綱を使用さ

　　せるとともに、イマーションスーツの搭載を

　　推進し着用の励行を図る。

　エ．上記ウに基づく対策の徹底を期するため、

　　ふだんから船員に対する教育・訓練に努める

　　とともに、特に毎月の一定の日には、積極的

　　に命綱、作業用救命衣または安全ベルトの使

　　用についての相互確認を行うこととすること

　　などにより、これらの保護具の使用の相互確

　　認を促進する。

　オ．漁船においては、船体の動揺または風速が

　　著しく大きく危険が予想される場合は、甲板

　　上での漁ろう作業等は中止する。
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　カ．漁船等における船内便所の整備改善と使用

　　の徹底を図る。

　キ．海中転落者の発見を容易にするための方策

　　の実用化を積極的に推進する。

（4）労働環境の変化に対応した安全衛生対策の強

　化

①健康管理対策の充実

　　船員の心身両面にわたる健康の維持増進を図

　るため、次の対策を推進する。

　ア．健康診断、健康相談、保健指導等の実施の

　　促進を図るとともに、健康検査結果を活用し、

　　船員個人、企業等各レ・ベルにおける健康管理

　　対策の推進を図る。

　　　また、訪船診療、巡回検診車等の積極的な

　　利用を図る。

　イ．船員め高齢化の進展にかんがみ、循環系疾

　　患、消化系疾患等については、船員保険成人

　　病予防健診の受診のより一層の促進を図り、

　　これらの疾患の予防および早期発見に努める

　　とともに、筋骨格系疾患については、ストレ

　　ッチ体操等健康運動の励行により、腰痛等慢

　　性的な疾患の予防に努める。

　ウ．常時、船員の勤務状況の適正な把握に努め

　　るとともに、船員災害防止協会が実施する「船

　　員の体と心の健康確保による災害防止事業」

　　を積極的に活用し、船員各自の健康管理を促

　　進ずる。

　エ．体育活動およびレクリエーション活動の実

　　施、船内コミュニケーションの円滑化等快適

　　な船内生活環境の形成のために必要な措置の

　　推進を図る。

　オ．船内食生活の改善を図るとともに、食料の

　　調理および貯蔵の衛生状態を良好に保つため

　　の措置を図る。

　カ．船内飲用水の定期的な水質検査および遊離
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　　残留塩素の検査、タンクの洗浄等を励行し、

　　適正な水質管理の徹底を図る。

　　　また、滅菌装置等の利用の促進に努める。

　キ．船内備付け医薬品の適正な管理を図る。

　ク．衛生上有害なものの範囲の見直しについて

　　検討するとともに、特殊健康検査の適正な実

　　施、予防措置の徹底等健康管理対策の推進を

　　図る。

　ケ．外洋を航行する船舶に乗り組む船員のため

　　の外地における診療体制の整備を図る。

　コ．洋上における傷病船員に対する救急体制の

　　充実のために必要な措置の推進を図る。

　サ．騒音または振動の著しい作業に従事する者

　　に対する騙せん、防振手袋等保護具の使用の

　　励行を図ることなどにより難聴および振動障

　　害の防止対策の推進に努める。

②船内作業環境、居住環境の安全衛生化

　ア．川船指導、船内安全衛生委員会の開催等を

　　通じて船内の作業環境および居住環境の安全

　　衛生化を推進するとともに、安全衛生デーの

　　設定による定期点検の励行を行う。

　イ．内航タンカーの荷役中における船内生活環

　　境については、内航タンカー業界が荷主に呼

　　びかけて懇談会を開催すること等により、そ

　　の協力を得つつ、引き続きその改善に努める。

③　安全衛生教育訓練の徹底

　ア．新規採用時、転十時および作業内容変更時

　　においては、その業務に関する安全衛生教育

　　を実施する。その際、外国人船員の災害防止

　　についても、遺漏のないよう十分に留意する。

　イ．タンカー等危険物積載船の船員に対しては、

　　貨物の性状等に関する教育を実施するととも

　　に、貨物の取扱方法、保護具の使用方法、緊

　　急時対策等に関する訓練の励行を図る。

　ウ．遭難時における生存方法および救命設備の
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　使用方法についての船上教育を励行し知識の

　　向上を図るとともに、船員災害防止協会等が

　　実施するサバイバルトレーニング講習会への

　　積極的な参加を図るなど、ライフラフトの投

　　下展張その他の生存教育を強力に実施する。

　　　また、漁船については、非常配置表の作成

　　および操練の実施の徹底を図る。

　エ．中小型船の船員に対し、日常生活に用いる

　　液化石油ガスの取り扱いに関する教育を実施

　　する。

　オ．船員災害防止協会等が実施する講習会への

　　積極的な参加を図る等、安全担当者および衛

　　生管理を担当する者に対し、業務の適正な実

　　施を図るため教育を実施し、これらの者の一

　　層の能力向上を図ることにより、船内の安全

　　衛生水準の向上を図る。

　カ．酸素欠乏および中毒の危険性、保護具・検

　　知器具の使用方法等に関する教育訓練を実施

　　する。

　キ．疾病の予防、けが・病気等の応急処置に対

　　する衛生教育を実施する。

④労働時間短縮の推進

　　休日、休息時間等の時間的ゆとりを確保する

　ことにより、心身両面の疲労の回復を図り、船

　員の安全と健康を維持増進するため、陸上支援

　体制のあり凹目作業体制の改善方策につき検討

　するとともに関係方面の理解を求めつつ、労働

　時間短縮の着実な推進を図る。

⑤　災害多発業種等に対する安全対策の充実強化

　　船員災害の多く発生している業種・地域に、

　関係者の協力連携の下に安全対策を検討する場

　を設け、地域別・業種別・作業別の災害要因に

　ついて、災害の記録・実態調査等を基に徹底し

　た分析・検討を行い、その地域・業種の実態に

　即したきめ細かな防止対策の実施を図る。
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4．20条問題小委員会の審議模様

海上安全船員教育審議会船舶職員部会は、3月27

日、20条問題小委員会を開催し、別表のとおり外航

船12隻（新造船2隻、既存船10隻）および近海船1

隻（既存船）のマルシップ混乗船について、配乗基

【別表】

　外航船（12隻）

準の特例措置を承認した。

　これ，により、同小委員会が承認した新たなマルシ

ップ混乗船の合計は、外航船62隻（新造船17隻、既

存船45隻）、近海船27隻となった。（資料参照）

船　　　　名 会　社　名 船種、％ 配　乗　船　員 その他

瀬　　　田　　　丸 八　　馬　　汽　船
撒　積　船
@7万7．400トン

日　本　人　9名
tィリピン人　13名

6月

@竣工予定

矢　　　作　　　丸 大阪商船三井船舶
石炭専用船
T万6，000トン

日　本　人　9名
tィリピン人　13名

4月

ﾚ竣工予定

ぱしふいっ　く丸 〃
貨　物　船
P万7，140トン

日　本　人　9名
tィリピン人　13名

既存船
i近代化B船〉

大　　　阪　　　丸 〃
コンテナ船
R万1，400トン

日　本　人　9名
tィリピン人　13名

既存船
i近代化B船）

大　　　春　　　丸 ナビックスライン
自動車運搬船

P万1．IDOトン

日　本　人　9名
tィリピン人　13名

既存船
i近代化B船）

日　　　珠　　　丸 〃
原油タンカー

T万7，500トン

日　本　人　9名
tィリピン人　15名

既存船
i近代化A船）

は　り　え　っ　と　丸 大　　阪　船　　舶 撒　積　船
@7万2．300トン

日　本　人　9名
tィリピン人　13名

既存船
i近代化B船）

黒　　滝　　山　　丸 国際マリントランスポート 撒　積　船
S万2．200トン

日　本　人　9名
tィリピン人　13名

既存船
i近代化B船）

くろ一ば一え一す
ノ
ノ

自動車運搬船

P万7，400トン

日　本　人　9名
tィリピン人　13名

既存船
i近代化B船）

新　　　黎　　　丸 新　　和　　海　　運 撒　積　船
V万6，300トン

日　本　人　9名
uイリピン人　13名 既存船

鳳　　　　　　　丸 〃 撒　積　船
@1万900トン

日　本　人　9名
tィリピン人　13名 既存船

鳥　　　取　　　丸 太　平　洋　海　運
原油タンカー
撃喧怩U，100トン

日　本　人　9名
tィリピン人　16名 既存船

近海船（1隻）

船　　　　名 会　社　名 船種、％ 配　乗　船　員 その他

萱　　　嶋　　　丸 志　満　屋　海　運
貨　物　船
@4、30Dトン

日　本　人　6名
uイリピン人　12名 既存船
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【資料】20条特例による新たなマルシップ混乗船一覧表（外航）

平成4年3月27日現在

承認口1船舶所有者1　船　　　　名　i忙種
　　　：　　　　　：〔＊印既存船）：

H2．2．191日本郵船1神
　〃　　　　1　　　　　　〃　　　　　　　1　1ヒ

H2．5．9：大阪商船三井船舶：筑

　〃　　：太　洋　海
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

H2．8．27：大阪商船三井船舶：え

H2，11．20：川崎汽船：み

翠
購
積
ル
…
積
㌍
物
積
物
”
。
デ
”
怨
石
鯛
積
〃

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
撒

自
コ
タ
自
コ
撒
タ
　
　
　
撤
．
目
タ
　
貨
撒
貨
　
撒
チ
コ
　
　
自
タ
コ
鉱
自
コ

　
　
　
＊
　
　
　
　
　
　
＊
　
＊
　
　
＊
　
＊
　
＊
　
　
＊
1
献
－
啄
－
1
献
一
憶
－
－
－
1
噛
－
1
陣
－
啄
－
一
二
－
－
－
－
悼
－
－
呼
－
I
－
－
一
」
－
諸
－
－
渉

罧
離
難
戦
購
撫
灘
　
〃
ス
運
船
船
運

ピ

ザ
海
汽
郵
海

ン
　
　
　
　
　
　
　
　
　

り
洋
本
本
晴

マ
縮
太
目
日
新

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

承認口：船舶所有者1
　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

種船名
船
　
存
　
既
　
印

船
＊

積
　
車
積
　

一
積
　

一
石
ナ
車
積
車
　
物
　
積
　
　
車
一
車
積
ナ
炭
物
置
　
一

〃
動
姦
〃
励
万
動
第
〃
〃
〃
動
富
万
　
”
励

撒
自
撒
タ
撒
タ
鉱
コ
配
電
自
タ
貨
撒
　
自
タ
自
撒
コ
石
貨
撒
タ

U
綴
織
郷
贈
轍
～
蹴
業
繋

＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
　
　
＊
＊
＊
　
　
＊
＊
幽
味
－
－
－
－
潭
－
嘘
－
匪
犀
－
摩
－
匪
－
幽
－
悼
－
謬
－
啄
－
陣

外航船　　小計 62隻

近海船　　小計 27隻

合 計 89隻

5．第43回海上安全船員教育審議会水先部会の審議模様

　平成4年3月26日、第43回海上船員教育審議会水

先部会（部会長：高橋全吉海上災害防止センター理

事長）が開催され、平成4年度水先人適正員数につ

いて審議し、原案を承認するとともに、同日付で運

輸大臣より水先料金の改定について諮問された。

1．平成4年度水先人適正員数について

　水先人適正員数については、昭和38年3月開催の

海上安全審議会（現、海上安全船員教育審議会）に

おいて水先制度について審議した際、「本審議会にお

いて、原則として年1回、各水先区の適正員数を検

34

討することとし、これによって水先人が不足してい

ると認められた水先区については、運輸省は当該水

先区の水先人会に対し、必要な数の水先人を増員さ

せるよう指導・監督する」ことを運輸大臣に答申し

た経緯から、以来毎年審議されるものである。

　運輸省当局では、適正員数の算定について、昭和

51年以来、水先人1人当たりの月間就業時間を6，000

分（5時間／日x5日間／週×4週間／月）として

各水先区ごとの月間1人当たりの取り扱い隻数を算

出し、これを各水先区の過去5年間の取り扱い隻数
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の実績より予測したそれぞれの次年度の取り扱い予

想隻数で除して算出する方法を採用している。

　これにより、平成4年度適正員数は、取り扱い隻

数の微増予測より前年度比27名川の560名、また、年

度末員数は廃業予定者7名の補充等を含む42名の新

規採用者を加え、合計746名になるとしている（資料

参照）。

　水先部会では、取り扱い隻数が少なく十分な収益

の確保が困難な留萌水先区を除き、各水先区が適正

員数以上の態勢となっていることから、平成4年度

水先人適正員数および新規増員数については、当局

原案どおり承認された。

　本件に関連し、船主側委員より最低員数／適正員

数／実員数の関連において、算定方法を含めて適正

員数のあり方を再検討する必要がある旨の指摘を行

った。

　これに対し、当局より社会的な時短化の動向、水

先人の付帯的業務等も勘案して現行の算定方式につ

いて検討したいとの回答があった。

　なお、平成4年度新規採用予定員数42名にかかわ

る水先人試験第一次試験の施行に関しては、4月中

旬の官報に告示され、6月初旬に実施されることと

なっている。

2．諮問＝水先料金の改定について

　日本パイロット協会は、去る平成元年12月14日付

で運輸大臣あてに「水先料金の改定等に関する陳情

書」を提出するとともに、当協会に対し、その趣旨

を説明、協力方要請してきた。

　同陳情書によると、昭和63年7月に水先料金が改

定されて以来、厳しい海運業界も自らの合理化効果

に加え、為替レートの安定、市場の回復等の外的要

因にも支えられ、各社の企業収益が大幅に改善され

つつある情勢の下、さらに水先業務の安定化を図り、

かつ円滑な運営を推進するために現行水先料を10．3

％引き上げるとともに水先法施行規則第23条別表第

船協月報平成4年4月号

3にかかわる距離の見直し等懸案5項目の解決を図

りたい旨の内容となっていた。

　当協会では、港湾委員会水先問題対策委員会にお

いて上記陳情書の内容について検討を行い、運輸省

海上技術安全局船員部長に対し、①水先料金につい

ては、現行水先料金下においても大多数の水先人が

高い水準の所得を得ており、さらに引き上げなけれ

ばならない必要性があるとは考えられない。②水先

料金改定算式の見直しを行うとともに水先料金体系

の見直し（夜間割増、大型船糟導料金、特殊料金、

懸案5項目の解決等）については、水先部会の下に

別途小委員会を設置して総合的に検討すべきである

旨の陳情書を2年3月12日付で提出した。

　その後、当協会では運輸省当局の示唆に従い、従

前どおり、日本パイロット協会との問に「水先料金

改定問題小委員会」を設置し、国際的に批判を受け

ない水先制度を確立することを前提条件に協議を開

始することとした。

　小委員会においては、世界主要港に例を見ないわ

が国の夜間割増制度の是正を中心に論議を行い、そ

の第一段階として夜間割増適用対象時間に算入する

水先人にかかわる「乗船前の一定時間」を全廃する

こととし、引き続き、当局を含む三者構成の委員会

を設置して、懸案となっている諸事項に関して合意

に向けて協議を行うことで一応の合意に達した。

　運輸省当局は、日本船主協会／日本パイロット協

会両者における協議の進展状況を慎重に分析・検討

した結果、最近における水先業務を取り巻く諸情勢

の変化に対応し、当該水先業務の円滑な運営を確保

するため、水先部会に対し、「水先料金の改定につい

て」を諮問した。

　なお、本件にかかわる具体的審議は、基礎資料の

整備のため、次回に持ち越されたが、当局としては

5月中に答申を得、所要の政省令を改正の上、7月

1日より実施したいとの意向を示している。
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【資料】

平成4年度水先人適正員数
平成3年度の水先員数 平　　成　　4　　年　　度 取り扱い隻数

水先区名
当初 増 滅 嶽 適正員数

廃業予定者数 新規採用数 年度末員数 平成3年の実績 平成4年度の予測

釧　　　　路 3 3 2 3
879隻 878隻

苫　小　牧
4 1 5 2 5

1，340 1，451

室　　　　蘭 3 3 2 2 5 935 960

函　　　　館
2 2 2 2 248 273

小　　　　樽 2 2 2 2 388 382

留　　　　萌 1 1 2 1 69 81

八　　　　戸
3 3 2 1 4 847 873

釜　　　　石
2 2 2 2 46 52

仙　台　湾
4 1 5 3 1 6

1，463 1，513

秋田船川
3 3 2 3 717 765

酒　　　　田 2 2 2 2 260 285

小　名　浜
3 3 3 3 932 983

鹿　　　　島 8 8 4 8
2，537 2，690

東　　　　京 16 16 11 16
7，238 7，255

東　京　湾
64 64 48 4 68

41，247 42，169

横　須　賀
98 5 2 101 87 6 107

23，778 24，455

新　　　　潟
6 6 3 6

1，248 1，328

伏　　　　木
3 3 2 3

1，009 1，050

七　　　　尾
2 2 2 2 155 165

田子の浦
2 2 2 2 617 650

清　　　　水 6 6 3 6
2β48 2，930

伊良湖三河湾 73 8 1 80 74 6 86
16，698 17，421

偶　勢　湾
36 3 39 36 1 38

16，493 16，793

尾　　　　鷲
2 2 2 2 142 141

舞　　　　鶴
2 2 2 2 237 249

和歌山下津 6 6 2 6
1，505 1，435

大　阪　湾
88 5 2 91 64 6 97

18，677 19，109

阪　　　神
51 4 5 50 39 3 5 52

28，751 29，290

内　　　海 133 6 5 134 lo7 3 6 137
18β25 19，102

境 2 2 2 2 389 441

関　　　　門 37 2 35 28 4 39
工9，463 18，696

小　松　島
3 1 2 2 2 31D 290

博　　　　多 5 5 2 1 6
1，806 1，764

佐　世　保
3 1 4 2 4 921 958

長　　　　崎
3 3 2 3 431 4D7

島原海湾
4 1 5 2 5

1，323 1，333

細　　　　島 2 2 2 2 274 274

鹿　児　島
3 3 2 3 443 402

那　　　　覇
4 4 2 4 801 831

計 695 35 18 711 56G 7 42 746
216，290 220，124
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6．1991年の世界海上荷動き量と92年初の世界船腹量

　　　　　（ファンレイズ社「Review　1991」ならびに「World
　　　　　　Bulk　Fleet　January　1992」より一部抜粋）

）

　オスロに本社を置く不定期船とタンカーのブロー

カーであるファンレイズ（Fearnley＄）社は、毎年2

回、世界バルク・フリートの船腹量を、また年初に

は前年の世界海上荷動き量をとりまとめているが、

このほど1991年の状況をまとめた“Review　l991“と

1992年1月1日現在の世界バルク・フリートの現状

を内容とする、“W。rld　Bulk　Fleet　January　1992”

を発表した。以下にその一部を抜粋して掲載する。

（なお、各表については％を千単位で四捨五入した

【表1】世界の主要品目別海上荷動き量（Review　1991）

①　トン数

ため、末尾の合わないことがある。）

1．「Review　1991」

〔1）1991年の世界情勢

　1991年の世界情勢は、1990年以上に激動の年であ

った。米国を中心とする多国籍軍が、サダム・フセ

インに勝利をおさめ湾岸紛争の幕は閉じた。

　旧ソ連邦が崩壊し、新たな独立国には地域紛争や

地域間の緊張など多くの問題が残されたσまた、環

単位：IO砺トン

　　品目N 原油 合　計 対前年
Lび率岡

1975

P980

　　　　　　　　　．．．P：lll認：ll惚　l　i蔀 3，047

R，606
＝

1985

P986

87・i288i・2・．｝272：：・8・：…・．36・958i3。5：311　i　276　i・65…1，37・
3，293

R，385

O．0

Q．8

1987

P988

P989

1：｝liil｝iii｝i凱iii羅i 3，46ユ

R，675

R，860

2．1

U．2

T．0

　1990
P991（推計値） 蹴1綿1；謁lll　i翻

3，977

S，025

3．Q

P．2

（2＞　トン・マイル 単位：10億トン・マイル

　　　　品目N
　　　　　　　l　　　　　　　　l　　　　　　　　l　　　　　　　　：　　　　　　　　：

ｴ油舳製品i鉄蜥i石炭榊物その他 合　計 対前年
Lび率鮒

1975

P980

　　　　　　　：　　　　　　　　’　　　　　　　　l　　　　　　　　l　　　　　　　　：

P：號i、鱈il：1！li鋸1…、，1二二 15，366

P6，611
『
一

1985

P986

P987

翻｛1………i瞭｛1………i聯叢……1 13，065

P3，856

P4，298

△2．7

@　6．1

@　3．G

1988 5，065　　　…　　1，445　　　…　　1，919　　　…　　1，719　　　…　　1，117　　　i　　4，040 15β05 7．0

1989 5，736　　　…　　1，540　　　…　　1，983　　　…　　1，798　　　…　　1，095　　　1　　4，250
16，402 7．2

　　　1ggo

P991（推計値）

U，261　　　：　　1，560　　　2　　1，978　　　：　　1，849　　　2　　1，073　　　’　　4，400
E，・・。…1，……1，965…1，・・5…1，…i・，51・　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

17，121

P7，390

4．4

P．6
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境問題が世界の海運産業に大きな問題となって新た

に立ちふさがった。

　世界経済が停滞し、株式市場も低迷するもとで、

いくつかの国家プロジェクトが縮小を余儀なくされ

た。日本においてさえ景気後退にみまわれるさなか、

極東、東南アジア地域は力強い経済成長を遂げた。

　米国においては財政収支、貿易収支のいわゆる双

子の赤字にもかかわらず、年末にかけて原油安とイ

ンフレの縮小に基づいた楽観論が展開され、ダウ平

均株価は12月に過去最高を記録し、Morgan　Stanley

のWorld　Indexは年末に対前年比15％増となった。

（2）1991年の世界海上荷動き量

　91年の世界海上荷動き量は、40億2，500万トンで90

年の3％増に引き続き、対前年比1．2％増となった。

品目別にみると、石油類（原油と石油製晶）が15億

2．300万トンで同0．2％減となった。この内訳は、原

油が12億トン（同0．8％増）、石油製品は3億2，3DO万

トン（同3．9％減）で2年連続の減少となっている。

乾貨物は25億200万トンで同2．1％増となっており、

その中で石炭が3億6，000万トンで同5．3％増加して

いる一方、穀物が1億8，000万トンで同6．3％減少し

ているのが目立っている。

　また、91年の世界海上荷動き量をトン・マイルベ

ースでみると、17兆3．900億トン・マイルで対前年比

1．6％増となり、トンベースを若干ながら上回る伸び

率となっている。（表1参照）

【表2】92年年初のバルク。フリート

2．「World　Bulk　Fleet　January　1992」

（1｝1992年1月1日現在のバルク・フリート

　1992年1月1日現在における1万％以上のタンカ

ー、鉱／油兼用船およびバルクキャリアは、合計で

7，798隻、5億200万％で、83年から6年間続いてい

た減少傾向が89年から微増に転じ、92年は78隻（対

前年比1，0％）、1，300万％（同2．7％）の船腹量増加

となった。

　この内訳は、タンカーが2，689隻、2億5，550万％

　（対前年比3．7％増）、鉱／油兼用船が263隻、3，070

万％（同2．5％減）、バルクキャリアが4，846隻、2億

1，590万賭となっている。

　なお、タンカーのバルク・フリートに占めるシェ

ア（％ペース〉は、50，9％で昨年よりG．5ポイントア

ップした。（表2参照）

②　国別船腹構成

　国別バルク・フリートの上位10力国は表3のとお

りで、このうち船腹量を減少させた国はりベリア、

ノルウェー、日本、英国、米国の5力国である。こ

のうち英国と米国の減少が目立っている。また、滅

少傾向が続いている日本も対前年比11隻、102万％

　（3．5％〉の減少となっているが、減少が小幅におさ

まったため、順位は昨年に引き続き6位となった。

　一方、残り5力国が増加しているが、その中でも

便宜置籍国であるパナマ、バハマ、マルタが大幅に

（WQrld　Bulk　Fleet　January　1992）

タ　ン　カ　一 兼　　用　　船 バルクキャリア 合　　　　計

年　次 蜘万・纏
鰍百魂灘　　．層 隻数晦i購 ・細万・灘

1991．1．1

P992．1．1

　　：　　　　　　1
Q，633…　　246．4i　　　2．9　　：　　　　　　1

Q，689…　　255．5i．　　3，7　　．．

　：　　　　　　：
Q70…　31．5i△2，5　1　　　　　　1

Q63：　30．7i△2．5　：　　　　　　　．

　　：　　　　　　：

Sβ171211・1i　4・1
S，846i　　215．91　　　2．3　　，　　　　　　　：

　　：　　　　　　；
V，720…　　489，0i　　　3．1　　1　　　　　　1

V，798i　　502．0…　　　2．7　　■．

1992構成比
34．5…・・．gi一 　　1　　　　　　：

R．41　6ユ　：　一
@　　　　2　　：

62．・i43．・…一 　　1　　　　　　：

P00・Oi　100・0…一

（注）①1992．1，1現在の船腹量は暫定値。〔以下表3～7についても同様）

　　②1万％以上の船舶を集計。
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【表3】国別船腹量の対前年比較（World　Bulk　Fleet　January　1992）

1991．1．1 1992．1．1
国　　別

　　　．．
ﾇ　　数　…千　％　i国別保有割合　　　．唱

　　　層引．
ﾇ　　数i千　％　i対前年同期比1国別保有割合　　　．引．

リ　ベ　リ　ア 　　．層P，014　　i　　　84，491　　i　　　　　17．3 X79　　i　　　83，88G　　i　　　△　0．7　　i　　　　　16．7

パ　　ナ　　マ 876i48．392　i　9．9
889i55，524…　14．7…　11．1　　　　　　：　　　　　　　　　　「

ギ　リ　シャ

mルウェー
iうちNIS）

　　．．T63　　i　　　35．701　　i　　　　　　7．3

S30i35，517…　7，3　　：　　　　　　：（416）　i　　（34．236＞　i　　　　　（7．0）

608　　i　　　40．048　　i　　　　　12．2　　i　　　　　　8．0

S14　　i　　　34，571　　i　　　△　2．7　　…　　　　　　6，9

i403＞i（33．380＞i（△2．5）…　（6．6＞

キ　プ　ロ　ス

冝@　　　本

mf　　ノ、　　マ

540i28，756…　5，9
Q27

堰E8・49・i・・8262　　：　　　20．G72　　i　　　　　　4．1

563…29・58・i　2・9…：　5・・216　　i　　　27，473　　i　　　△　3，6　　…　　　　　　5．5330　　i　　　26，039　　i　　　　　29．7　　…　　　　　　5．2

英　　　　国

ﾄ　　　　国

　1　　　　　　　　　．
Q46　　i　　23，141　　i　　　　　窪．7

P8・i・4，198i　・・9

222i19，561；△15・5：…　3・9174　　i　　　13，157　　1　　　△　7，3　　…　　　　　　2．6　　F　　　　　　　　　i　　　　　　　　　　：

マ　　ル　　タ
175　　i　　　　6．727　　i　　　　　　1．4　’　　　　　　　　　く

301i12・0641　79・3…　2＝生．．．

10力国計 　　．S，515　　i　　325，487　　i　　　　　66．6　　4　　　　　　　　　’

4．696i341，9021　5・0…　68・1「T■「．．．

そ　の　他 　　　　　　．R，205　　i　　163．481　　i　　　　　33．4
3，102　　i　　160，123　　…　　　△　2．1　　i　　　　　31．9

．

合　　計 　　層．V，720　　i　　488，968　　i　　　　IOO．0 7，798i502，0251　2・7　i　1。0・0

増加を示した。このほか第二船籍登録制度の成功に

より増加を続けてきたノルウェーが、減少に転じた

のが注目される。

3．船齢・船型別構成

　バルク・フリートの船齢・船型別構成は表4のと

おりであるが、船齢構成をみると、15年以上の船が

全体の隻数で42．9％と昨年の37．7％より5．2ポイント

もアップしており、これを％ベースでみても昨年の

43．6％から46．2％へと2．6ポイントアップしている。

　なお、全体の平均船齢は、昨年の12．4年から12．8

年となっており、好調な新造活動とスクラップ市場

の低迷により船舶の老齢化傾向が依然として進行し

ていくと思われる。（表5参照）

　一方、全体の平均船型は6万4，400％（対前年比1．7

％増）となっており、その内訳はタンカーが9万5，QOQ％

（同1．5％増）、鉱／油兼用船が11万6，600％（同0．1

％増）、バルクキャリアが4万4．6QO％（同L8％増）

となっている。

4．佃92年1月1日現在の発注済み

　　バルク・フリート

　1992年1月1日現在の発注済みバルク・フリート

は、479隻、5，307万3，000％（同6．9％増）となって

いる。この内訳は、タンカーが3G3隻、3，79G万7，000

％（構成比71．4％）、鉱／油川用船が20隻、199万

4，0GG％（同3．8％）、バルクキャリアが156隻、1，317

万2，000％（同24．8％）となっている。（表5参照）

　一方、今後の竣工予定をみると、92年にタンカー

が136隻（同72．1％）、1．528万3，000％（同40．3

％）、鉱／油兼用船が14隻（同6．9％）、147万3，GOO％

（同73．9％）、バルクキャリアが65隻（同21．0％）、

445万％（同33，8％）、93年にタンカーが117隻〈同71．6

％）、1，585万1，000％（同41．8％）、鉱／油兼用船が

5隻（同2．0％）、44万％（同22．1％）、バルクキャリ

アが60隻（同26．4％〉、585万4，000％（同44．4％）と

なっている。（表7参照）
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【表4】舩齢・船型別構成（World　Bulk　Fleet　January　l992）
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84，1．1 88．1．1 89．1．1 90．1．1 91，1．1 92．1．1

合　　　　　計 9，7年 10．8年 11．4年 1L9年 12．4年
12．8年　．．．「．幽
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【表51平均船齢（World　Bulk　Fleet　January　1992）

【表6】発注済み船腹量の船型別内訳（WQrld　Bulk　Fleet　January　1992）
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1992 136 15，283 40．3　　72．1 14 1，473 73，9　　　6．9 65 4，450 33、8　　21．．O 215 21，206 40．D　　lOO．O

1993 117 15，851 41．8　　71，6 5 440 22、1　　　2．0 60 5，854 44．4　　26．4
182
22，145 41．7　　1DO．0
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1 81 4，G　　　O．8 3工 2，868 21．8　　29．5

82 9，722 18．3　　100．0
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20
1，994 100．0　　　3．8

156
13，172 lDD．0　　24．8

479 53，073 10D，0　　100、0

【表7】発注済み船腹量の今後の竣工予定（World　Bulk　Fleet　January　1992＞
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　脳出血で倒れてから早いもので、もう4年が

過ぎようとしている。

　2年前からスコアはともかく、何とか18ホー

ルまわれるようになり、ありがたいことだと思

っている。

　大病以来いささかしょぼくれた私の姿からは、

これでも旧制中学時代（山口県立徳山中学校）

野球部の正二塁手として鳴らした（のといって

も素直に信用して下さる方は少ないのではない

だろうか。

　しかしながら、自慢にはならないが、私は3

打席3球3三振という大変珍しい不名誉な記録

を持っている。

　野球好きの私は毎年プロ野球キャンプ便りが

聞かれるころになると何となくウキウキしてく

るが、それと同時に春の甲子園選抜大会が近づ

くと、どうしてもこの不名誉な記録を思い出す

のである。

　それは中学3年の春、上級生から恐喝といっ

てもいい形でむりやり入部させられ、正二塁手

として試合に出場したときのことだった。私の

母校は県下では有数の進学校で野球に限らずス

ポーツはすべて弱く、部員もギリギリの人数し

かいなかったために、上手下手の関係なく、だ

れでも入部と同時にレギュラーとして試合に出

る羽目となった。

　したがって私と一緒に入部したT君はチーム

の正三塁手、私は正二塁手となったのである。

　ところが弱いはずのわれわれのチームにも異

変が生じ、春の選抜大会の予選に勝ち進み、山

口大会の準決勝で当時全盛を誇った下関商業と

対戦することになった。私のこの不名誉な記録

はこの時に生まれた。試合は下商の一方的リー

ドとなり、7回コールドゲームで敗退すること

となったが、そのために私が打席に入ったのは

3回。そしてその全打席が3球三振で終わった

のだった。その時の下商の投手は名だたる名ピ

ッチャーの高野君で、彼はそのあと巨人・大洋

で活躍した。今のスピードガンで計れば恐らく

145キロ以上は出ていたと思うが、私はこのスピ

ー．hに手も足も出ず、せめて1球ぐらい内野ゴ

ロを打ちたいと願ったが空しかった。

　この試合のあと間もなく第二次大戦となり、

野球は敵性国のスポーツとして試合らしい試合
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もできず、やがて甲子園大会も中止され、また

われわれの野球部も解散した。したがってこの

私の不名誉な記録は、挽回のチャンスもないま

ま、部史に残ることとなったのである。

　一緒に入部したT君は、終戦後タイガースに

入団したが、選手としては大成することなく審

判に転じた。しかしT君の縁で“トラキチ”と

なり、数年前優勝の時には狂喜乱舞し、その後

の長い低迷の時にも、夢よもう1度とひたすら

トラキチに徹している。

　このようにあまり人に語るほどの歴史を持た

ないわが母校野球部も、1度だけ華々しい記録

を残している。すなわち学校創立107年目、海部

87年にして初めて昭和62年夏に甲子園出場の夢

のような快挙をやってくれたのである。この試

合も珍しい経過となったので、ついでに一言触

れさせていただく。初戦で対した相手は東海大

学山形高校で、試合は1対0でわが母校優勢の

まま9回裏2アウト打者2ストライク3ボール

となった。とどめとなるはずの最後の1球はピ

ッチャーゴロ。ピッチャーがこれを捕った瞬間、

だれもがこれで試合終了と信じた。ところがあ

ろうことか、ピッチャーの一塁送球が一塁手の

頭上遙か大暴投となり、打者は塁を1閉し同点。

さらにこのあと連打されて2対1の逆転敗北と

なったのである。

　しかし、残念ではあったが、甲子園出場とい

う夢を果たし、短い時間ながらわれわれを大い

に楽しませてくれた後輩に心からありがとうと

いいたい。

　終わりに、心ゆくまで野球を楽しめる平和な

時代に感謝し、はたまた取り戻した健康に同時

に感謝し、これからもわが母校とタイガースに

応援を続けていきたいと思っている。
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圏半半團回国団十四第25回

海運の歴史にみる
船とネズミとネコの関係。

　岸壁に停泊した貨物船の係留索（もやい綱〉の

船側の部分をよくみると、金属でできた漏斗状の

円盤のようなものが取り付けられているのがわか

る。これはラットガード（ネズミよけ）と呼ばれ

るもので、ロープを伝って船内にネズミが侵入す

るのを防ぐためのものだ。

　船内の食料ばかりか積荷までも食い荒すネズミ

は、船にとっては大敵で、ラットガードを取り付

けても、なお侵入してくるネズミを退治するため

に、かつては世界のほとんどの国の船がネコを乗

船させていたといわれる。

　例えば、英国の古い海上保険法では、ネコを乗

せていなかった貨物船は、ネズミによる被害を故

意に防ごうとしなかったという理由で、貨物の損

害への保険金支払いを認められなかった。また遭

難船が発見されたとき、船内にネコが一匹でも残

っていたら、その船は難破したのではなく遺棄船

として扱われることさえあったという。船内での

ネズミ退治に活躍するネコの役割は、それほど重

要なものと見なされていたわけである。

　こうした習慣は、世界中にネコが広まる上でも

大きな役割を果たしたようで、遣唐使船などに乗

って日本に渡ってきた中国産のネコも多かったら

しい。ソファーの上で退屈そうにアクビしている

あなたの家のネコも、かつて世界の海を股にかけ

て活躍した勇敢な船乗リネコたちの子孫かもしれ

ないのである。

女子学生のシンボルとなった

むくつけき水兵たちの制服

　背の部分を覆う四角い襟が特徴の「セーラー

服」。どうしても女子学生の制服を思い浮べがちだ

が、元来はセーラー（Sailor；水兵）のための服だ

った。英国海軍が、このセーラー服を制服と定め

たのは19世紀半ばのことで、以来、世界の海軍に

広まった。

　現在では、各国とも襟の線やスカーフなどのデ

ィテールに工夫を凝らし、英国は襟の3本の臼い

無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎
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　　線、米国は星のマークなど、さまざまなデザイン

　　でそれぞれの国をシンボライズしている。

　　　　この水兵の服が、一般の服装として世界的に流

　　行ずるようになったのは19世紀末。1864年に、英

　　　国の王子が着て評判になったのが発端で、最初は

　　　子供服として、やがて少女や女性のファッション

　　　として広まった。

　　　　日本では明治時代から女子学生の通学服として

．一． @着用されはじめたが、本格的に普及しだしたのは

　　　昭和の初期に入ってから。動きにくい和服にかえ

　　　てセーラー服を制服に指定する学校が急速に増え、

　　　ついにセーラー服は女子学生のシンボルともいえ

　　　るポピュラーな服装となった。

　　　　ところで背に垂らす大きな四角い襟は、むくつ

　　　けき水兵たちが、長い航海の問に伸びた髪の毛を

　　　縛って後ろに垂らしたとき、上着が汚れるのを防

　　　ぐためのもの。このあたりは、朝シャンに余念の

　　　ない清潔好きな現代の女子学生のイメージには、

　　　ちょっとそぐわないところだろう。
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1時間に120台を積み込む
自動車専用船の

驚異の荷役速度。

　自動車専用船は、特定の貨物をより効率的に輸

送することを目的に開発されたさまざまな専用船

の中でも、多くの点で個性的な特徴を持つ船種だ

が、そのいちばんユニークな点は、「走る貨物」で

ある自動車の特徴を生かした独特の荷役方式だろ
う。

　専門のドライバーが、貨物である車を船内の積

み付け位置まで直接運転して積み込むため、クレ

ーンなどの荷役装置を必要とせず、しかもスピー

ディ。かつて一般貨物船にクレーン積みしていた

時代の荷役では、1基のクレーンで1時間に

15～6台というペースだったが、これが現在の荷

役方式では、20名前後の荷役チームで1時間に約

120台という驚異的な荷役速度を実現。まさに革命

的ともいえる効率化とスピードアップをもたらし

た。

　わが国の自動車工業の生産額は、全製造業中の

1割、機械工業中の3割を占．め、日本経済を支え

る基幹産業として重要な役割を果たしている。自

動車専用船は、その海外への輸出活動を支え、日

本国内の生産基地と海外の市場を直結する、いわ

ば海のベルトコンベア。

　完成車輸送のみならず、近年増加の一途をたど

るノックダウン生産用の部品輸送まで柔軟に対応

しながら、自動車専用船は、今日も日本の優れた

技術の粋を、世界の国々に運び続けている。
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海運日誌（3月）

6日　国際海事機関（IMO）・海洋環境保護委員会

　　（MEPC）が2日～6日の間ロンドンで開催さ

　れ、タンカーの構造規制に関する国際条約

　　（MARPOL条約）の改正を採択した。

　　（P．4海運界の動き1参照）

9日　海運造船合理化審議会は、今後の内航海運対

　策のあり方を奥田運輸大臣に答申した。それに

　　よると、焦点となっていた船腹調整制度は当面

　維持存続することとなった。（P．9寄稿参照〉

　◎　運輸省海上技術安全局が2月分の新造船建造

　　許可実績を発表。それによると、19隻、77万

　　7，000％（前月比77．7％減）、契約船価は1，066億

　　6，400万円となった。

11日　運輸省海上交通局は、平成3年における日本

　　人の外航客船旅行者数を発表した。それによる

　　と、旅客定期航路とクルーズ客船を合わせた旅

　　行者数は19万工，8GO人で前年比2L3％増となつ

　　た。

　◎　大蔵省発表による2月分の貿易統計（通関速

　　報ベース）は、輸出が280億8，200万ドル（前年

　　同月比12．4％増）、輸入が178億5，500万ドル（同

　　10．3％減）で、貿易黒字は前年同月比の約2倍

　　にあたる102億2．600万ドルと月間の黒字額とし

　　ては過去最高となった。

　◎　日本船舶輸出組合はユ991年の世界新造船受注

　　量をまとめた。それによると、総トンベースで

　　前年比17％減の1，423隻、1，999万総トンとなり、

　　日本のシェアは前年の46．3％から40．6％に下が

　　つた。

12日　船員中央労働委員会は平成4年度船員災害防

　　止実施計画について奥田運輸大臣に答申した。

　　（P．27内外情報3参照）

23日　日本船舶保険連盟はペルシャ湾就航船舶への

　　戦争保険（船体保険）料率を一部改定した。そ
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　　れによると、同湾のうちイラク、クウェートな

　　ど三区域を除き割増保険（AP）料率がゼロとな

　　る一方、4月1日から年間ベースの戦争保険基

　　本料率を従来と比べ40％引き上げた。

25日　当協会と日本船舶保険連盟は、1992年の船舶

　　保険料を総額で28億円強、約8％引き上げるこ

　　とで合意した。（P．6海運界の動き2参照〉

　◎　日本開発銀行の平成3年度海運融資は、合計

　　10隻、94万1，000総トンで確定し、10年ぶりに予

　　算枠を上回った。

26日　第43回海上安全船員教育審議会水先部会が開

　　催され、平成4年度水先人適正員数が討議され、

　　水先料金の改定について諮問された。

　　（P．34内外情報5参照）

27日　海上安全船員教育審議会船舶職員部会の20条

　　問題小委員会が開催され、近海船1隻を含む合

　　計13隻の外航新マルシップの配乗特例措置を承

　　麗した。（P．33内外情報4参照）

31日　港湾運営基金（HMF）が協定期限満了となり

　　廃止された。本基金は3年度にわたり徴収され、

　　合計約140億円強の実績となった。

　　　不公正な海運慣行に当るとして調査していた

　　連邦海事委員会（FMC＞の調査中断に引き続

　　き、3月中旬にはECも違法な商慣行がなくなつ

　　たとして調査中断を決定し、本件は全面的に終

　　息した。

3月の対米ドル円相場の推移

　　高　値　　　　129．60円（2日）

　　安値　　134．40円（13日）

　　平均（月間＞132．70円

　　　　（注〉銀行間取り引きによる
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3月定例理事会の模様

（3月25日、日本船主協会役員会議室において開催）

総務委員会・港湾委員会関係報告事項

1．船主港湾協議会の受け入れについて

　船主港湾協議会（以下1開港協〉は、昭和38年、

難航オペレーター12社により当協会の外部組織とし

て設立され、以来現在まで港湾関連諸問題および港

湾の整備・運営に関する全般的な調査研究を行うと

ともに、必要に応じてメンバーを代表して関係団体

と交渉を行ってきた。

　しかしながら、その後メンバー数は集約合併等に

よりわずか4社となり、さらに近年、港湾労働問題

および港湾運送事業は複雑化し、その取り組みにつ

いては、これら4社のみを構成メンバーとする船港

協としてはおのずと限界があり、十分に対応し得な

い状況になってきた。

　このため、先般、船子協より当協会に対し、同協

議会の従来果たしてきた役割・機能をさらに充実・

発展させるため、できるだけ早い時期に当協会組織

への移行につき、平成4年1月21日付文書で要請が

あった。

　当協会では、本要請につき港湾委員会で審議した

結果、

①港湾委員会の下部組織とし、新機構を設置して

　上記現船内協事項を取り扱う。．

②新機機「港湾協議会（仮称）」は、新たに自動車

　関係船社を加えた港湾委員会メンバーをもって構
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戸戸だより

　成し、その任に当たる。

③新機構の構成メンバーは、現川黙黙メンバー4

　社に外航不定期船関係2～3社、近海関係2社、

　内航関係2～3社、自動車関係1社の合計11～12

　社とする。

④事務局スタッフは、現船港協事務局員全員を当

　協会に移籍し、引き続き現職務をとり行い、暫時

　可能な限り船協プロパーに交替していく。

⑤運営費については、初年度は年間経費3，000万円

　強のうち、借室費（約30％）を除いた費用を現船

　港協4社が負担し、以後段階的に当協会の負担と

　していくこととする。

⑥実施日については、理事会の承認が得られれば、

　4月1日からとする。

⑦受け入れにかかわる諸事項については、早急に

　両事務局間で調整する

との結論に至った。

　総務委員会としては、以上のような状況から、今

後港湾関係の諸問題については、海運界全体の問題

として当協会が取り組んで行く必要があると考える

ので、前記港湾委員会の結論について了解．する。

　従って、現在の船港協を当協会組織の中に吸収し

ていくこととなるが、予算、機構上の問題について

は、次のような方針の基に進めて行くこととしたい。

（D　事務局機構について

　　当協会業務部に業務3課を新設し、同割へ船港

　協事務局職員を受け入れる。

　　職員は6名のうち女子1名は当協会職員として

　雇用するが、男子5名は各社からの出向となる。

②　委員会組織

47



船協だより

　　従来、船港協で取り扱ってきた問題を処理する

　ために、港湾委員会の下部機構として、既存の水

　先問題対策委員会（4月1日名称変更「水先問題

　検討委員会」）および港湾問題対策委員会（4月1

　日名称変更「入港料問題検討委員会」）と並列的な

　委員会を新設し、その名称を「港湾問題検討委員

　会」とする。

　　ただし、対外的な名称は前記のとおり「港湾協

　議会（仮称）」とする。

（3）運営費

　　人件費をはじめその他の経費については、平成

　4年度は早船港門4社が負担し、以後は段階的に

　当協会が負担し、平成7年度以降は全額当協会が

　負担することとする。

　　これに備えて、平成5年度においてこのための

　予算を確保しておく必要がある。

広報委員会関係報告事項

1．国民の祝日「海の日」制定推進会議の要望活動

　について

　（本誌1992年3月号P．34参照）

2．平成4年度海運講習会について

　（P．54参照＞

3．PR映画「日本の海運」改訂版等の完成について

（D　PR映画「日本の海運」改訂版

　　　当委員会では、現在使用中のPR映画「日本の

　　海運」（昭和61年度制作）の改訂版を平成2～3

　　年度事業として制作することとし、作業を進め

　　てきたが、今般完成した。この改訂版（16mm、
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　カラー、30分）は、日本海運の役割と重要性な

　らびに現状と新たな取り組みを一般の人々に理

　解してもらうことを目的として制作した。

　　この映画は、毎日産業映画教室に参加し、一

　般向けに全国を巡回上映する他、都道府県視聴

　覚センター・ライブラリー（全国約800カ所）に

　ビデオで寄贈し、幅広く利用されるようにして

　いる。なお、英語版は4月中に完成する予定で　　〔．．

　ある。

（2＞中学社会科教材用ビデオ

　　当委員会では、長期的視点に立って学校・学

　生向け広報を重視しており、その一環として中

　学校社会科教材用ビデオをシリーズで制作して

　いるが、今般平成2～3年度事業として第4作

　「日本とアジアを結ぶ海運一産業と貿易を通

　して一」が完成した。

　　このビデオは、文部省の選定を得て学校へ貸

　し出せるよう、全国の視聴覚センター・ライブ

　ラリーに寄贈することとしている。

保険委員会関係報告事項

1．平成4年度船舶保険料率・条件の改定について

　（P．6海運界の動き2参照〉

港湾委員会関係報告事項

1．水先料金改定問題について

　（P．34内外情報5参照）
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海務委員会・工務委員会関係報告事項

1．タンカーの構造規制問題について

　（P．4海運界の動き1参照）

労務委員会関係報告事項

1．無線通信士の資格・配乗に関する無線通信規則

の改正について

　（P．25内外情報1参照）

国際委員会関係報告事項

1．1984年米国海運法の見直しに関する大統領諮問

　委員会の報告書について

　1984年米国海運法の見直しのため昨年4月に発足

した大統領諮問委員会（正式呼称は「外航海運にお

ける同盟に関する大統領諮問委員会」Presidential

Advisory　Commission　on　Conferences　in　Ocean

Sh｝pping）は今月10日に最終会議を開き、来月10日

大統領および議会に提出すべく報告書最終案の検討

を行い約1年間にわたる作業を終了した。

　諮問委員会の目的は、1984年海運法制定以降の米

国の外航海運における定期船同盟に関する総合的な

調査を行うとともに、米国にとって最も有益なのは

閉鎖型同盟であるのか、または開放型同盟であるの

か、あるいは同盟そのものを禁止してしまうことな

のかについての検討を行い、さらに（1汐リブ届出。

執行は継続すべきか②サービス・コントラクトにつ

いてインディペンデント・アクションを要求すべき
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か、についても検討を行い大統領および議会に勧告

を行うこととされていた。

　しかしながら、諮問委員会の結論は、現状維持を

主張する日・米・欧の船社とindividual　service　con－

tractおよびその条件のconfidentialityの導入等を要

求する法改正派の米国大手荷主との間で意見の対立

が際立っているため、また諮問委員会の中でも外語／

荷主いずれの主張を取り上げるかについて意見が一

致しなかったため、勧告を出すには至らず、報告書

は単に調査結果、船社／荷主双方の見解および諮問

委員会全委員（17名）の個別意見を列挙するにとど

めたinformational　reportとし、1984年海運法を改正

するか否かの判断は議会に委ねる形となった。しか

しながら、これを不服とする米国の一部大手荷主は

別途議会に同法改正のための法案を提出するべく画

策中と報ぜられている。

　またFMC（連邦海事委員会〉はこのような一部荷

主の動きを牽制するため1984年海運法を改正しない

で、現行のFMC規則の改定により諮問委員会に寄せ

られた問題の一部を解決したいとの意向を表明して

いる。

　報告書最終案は3月16日までに諮問委員から寄せ

られたコメントを勘案しflnalizeされる運びとなって

いる。なお報告書はLOOOページにのぼる大部のもの

であり、その約20分の1の要約版も作成されている

が、構成は下記のとおり。

　①諮問委員会の背景

　（2）同盟および米国の海運立法の歴史

　（3）外航定期船産業の歴史

　（4＞国際定期船海運業における傾向と問題
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⑤　独禁法適用免除および同盟制度の分析

⑥　コモン・キャリアーの分析

（7｝タリフの届出および執行

（8）サービス。コントラクトの分析

（各諮問委員の声明）

付録

A．諮問委員履歴、議会スタッフ

B．諮問委員会スタッフ

C．公聴会、証人、インタビューのリスト

D．FMC報告の要旨

E．諮問委員会に対する加州大David　A．Buτz教授

　の報告

F．定期船海運における同盟運賃構造の経験的分

　析

　　　近海内航部会関係報告事項

1．今後の内航海運対策のあり方について

　（P．9寄稿参照）

外航船舶解撤促進特別委員会関係報告事項

1．船舶解撤問題に関する日本造船工業会との共同

　検討委員会の設置について

　本年1月24日、当協会と日本造船工業会は、それ

ぞれ当協会根本会長、轄法輪本特別委員会委員長、

ならびに造工飯田会長、合田業務委員長の出席の下、

両業界協力して船舶解撤の推進策を検討して行くこ

とを確認するとともに、共同検討委員会を設置する

ことを決定した。
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　その後、共同検討委員会（含幹事会）の構成メン

バーにっき、両会で調整の結果、下記の方々に参画

願うこととなった。当協会側委員・幹事については、

轄法輪委員長の他、本特別委員会専門委員ならびに

幹事を中心に構成している。

　今後当面は、本共同検討委員会において船舶解撤

推進策を検討していくこととなるが、将来的には、

政府、関連業界、国際機関等にも働きかけ、広範な　　（．

対応体制を築いていきたい。

　　　　　　　　　　記

　　船頽解撤問題共同検討委員会（仮称）

（当協会側）

委員会　大阪商船三井船舶　取締役社長

　　　　　　　　　　　　　輕法輪　　　奏

　　　　　大阪商船三井船舶　常務取締役

　　　　　　　　　　　　　浜　本　敏　孝

　　　　　第一中央汽船　常務取締役

　　　　　　　　　　　　　吉　川

飯　野海　運

川　崎　汽　船

日　本　郵　船

ナビックスライン

新　和　海運

　　　　　　清

専務取締役

　大和田　郁　夫

専務取締役

　田　邉　継　彦

専務取締役

　河村健太郎

常務取締役

　山　縣　元　彦

専務取締役

　荻　谷　耕　一
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類会昭和海運軽営轟義
　　　　　　　　　横堀昭典
　　　野工勅醸専務取締役

　　　　　　　　　山中啓吾
　　　東京タンカー　取締役企画部長

　　　　　　　　　太田　　彰
幹事会　大阪商船三井船舶　企画部副部長

　　　　　　　　　佐藤博之
　　　第一中央汽船　営業企画部次長

　　　　　　　　　桑原信二
　　　飯野海運　企画部課長

　　　　　　　　　星野憲一
　　　川崎汽船企画部審議役

　　　　　　　　　日東詔彦
　　　ナビックスライン　企画部次長

　　　　　　　　　日野乾太郎
　　　日本郵船企画部企画一群長

　　　　　　　　　杉浦　　哲

　　　新和海運　企画部次長

　　　　　　　　　一旦　　毅
　　　昭和海運経営企画部副部長

　　　　　　　　　神馬昌志

（日本造船工業会側）

委員会　　住友重機械工業　　会　　　　　長

　　　　　　　　　合田　　茂
　　　住友重機械工業　専務取締役

　　　　　　　　　大野伊佐男
　　　石川島播磨重工業　常務取締役

　　　　　　　　　簗　　　毅
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委員会

幹事会

大島造船常務取締役

　　　　　加藤茂俊
川崎重工業　取　締　役

　　　　　　小野靖彦

常石造船常務取締役
　　　　　　三須千純

名村造船取締役社長
　　　　　　薄田元司
N　K　K　常務取締役
　　　　　　宮崎平一郎

日立造船常務取締役
　　　　　　三輪善雄
三井造船　常務取締役

　　　　　　竹内哲夫
三菱重工業　常務取締役

　　　　　　宮崎　　晃

川崎重工業　取　締　役

　　　　　　小野靖彦
石川島播腫工業甥謄彗難

　　　　　　石崎改訳
大島造船船舶海洋営業部長

　　　　　　羽室英一
川樋工業鰭離難
　　　　　　河合敏雄
住友重機械工業墾難聴羅

　　　　　　堀内敬輔
常石造船常務取締役
　　　　　　三須千純
名村造船船舶営業部部長

　　　　　　秋山徳昭
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幹事会　N　　K　　K

日　立　造　船

三　井　造　船

三菱重工業
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船員対策特別委員会関係報告事項

1．外航船舶職員の確保・育成のた．めのPRビデオ等

の完成について

（1）PRビデオの制作

　　当委員会は、．外航船舶職員の仕事・生活・休

　暇などを描いたPRビデオを制作した。このビデ

　オは、近代化船や混乗船などに乗ウ組み、また、

　海外で活躍する今日の若い海上社員の姿を描く

　　ことにより、一般の人々には知られていない外

　航船員という職業の特質と魅力を紹介すること

　　を目的としている。

　　制作に当たっては、次の3点を基本としてい

　　る。

　①ストーリー性を持たせ、観る者を飽きさせ

　　　ないこと。

　　②できるだけ各種の船を紹介できること。

　　③職業的な魅力を描き、若者が興味を持てる

　　　こと。

　　　このPRビデオは、各船員教育機関において優

　　秀な学生を募集することに役立てる他、一般の

52

　人々にも外航船員の職業を理解してもらえるよ

　う、幅広く関係先に配布し、有効に活用するこ

　ととしている。

②　パンフレットの作成

　　外航船舶職員のPRビデオに加え、ビデオ鑑賞

　だけでは理解が困難と思われる外航船員につい

　ての知識を補うため、これらを平易に解説した

　パンフレットを作成した。

　　その概要は次のとおりであるが、パンフレッ

　トだけでも今日の外航船員の仕事と生活の魅力

　およびわが国外航海運の役割などが理解できる

　ものとした。

　①船員の資格制度と船内職務

　②勤務体制および休暇制度の特長

　③船員教育機関の名称と分布

　④陸上分野における海技者の役割

　⑤外航海運の重要性と新たな取り組み

　　このPRパンフレットは、原則としてPRビデオ

　と併せて活用されるよう関係先に配布すること

　としている。

会員異動

○　退　会

　平成4年2月29日付

　　英雄海運株式会社（京浜地区所属）

　　正福マリン株式会社（京浜地区所属）

　平成4年4月1日現在の会員数165社

　（京浜106社、阪神45社、九州14社）
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　　　　陳情書・要望書等（3月）

宛先＝公明党委員長、自民党幹事長、自民覚総務会

　　　長、農林水産大臣、民社党委員長、社民連代

　　　表、社会党委員長、共産党委員長、労働大臣

件名：国民の祝日「海の日」制定に関する要望につ

　　　いて

要旨；本誌1992年3月号P．34参照

宛先　神戸市長

件名　神戸空港計画に係る船舶航行安全の確保につ

　　　いて

要旨　神戸港沖の空港島建設位置の決定にあたり、

　　　海上交通問題について検討委員会で慎重な検

　　　討を行うとともに、関係海運業界の意見・要

　　　望について十分配慮するよう海事7団体連盟

　　　にて陳情した。（写しを運輸省航空局長、運輸

　　　省港湾局長、海上保安庁長官、第五管区海上

　　　保安本部長、運輸省第三港湾建設局長へ提出

　　　した。）

　　　　　海運関係の公布・法令

㊨　船舶職員法施行規則の一部を改正する省令

　　（運輸省令第9号、平成4年3月26日公布、4

　　月1日施行）

㊨　海技大学校規則及び海員学校規則の一部を改正

　　する省令

　　（運輸省令第10号、平成4年3月26日公布、4

　　月1日施行）

船協月報　平成4年4月号

船’協だより

㊨　海技大学校組織規則の一部を改正する省令

　　（運輸省令第11号、平成4年3月30日公布、4

　　月1日施行）

　　　　国際会議の開催予定（5月）

ジョイント。ラポーターズ・ミーティング

　　　5月4日～8日　バンクーバー

ICC第9回総会

　　　5月ll日～15日　マラケシ

ICC海運委員会

　　　5月10日～11日　マラケシ

IMQ第37回防火小委員会

　　　5月18日～22日　ロンドン

2日

3日

4日

6日

10日

12日

紹日

16日

17日

　　　　会議日誌（3月）

一目会

国際幹事会

機関管理研究会

危険物小委員会

啓水会

オーナー部会

政策幹事会

新造船幹事会

広報委員会

啓水会

海務幹事会

労務委員会／同専門委員会合同会議

保船幹事会
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18日

19日

23日

24日

海山委員会／同専門委員会合同会議

海洋汚染防止小委員会／タンカー部会幹事会

合同会議

工務委員会／同専門委員会合同会議

総務幹事会

保険幹事会

保険委員会／同幹事会合同会議

　　　海務幹事会

　　　船難月報編集会議

　　　電波研究会

25日　定例理事会

　　　総務委員会

　　　労務懇話会

27日　京浜地区船主会

平成4年度海運講習会の開催

　当協会は、平成4年3月26日・27日の両日、海運

ビル2階大ホールにおいて会員会社の陸上新入社員

を対象とする標記講習会を開催した。

　本講習会は、新入社員に対し、社会人としての門

出を祝すとともに、海運人として必要な心構えを育

成する目的で、昭和32年以来行っているものである。

　本年は42社から313名と多数の参加があったため、

去年に引き続き総合職（男性133名、女性3名合計136

名。他に日程の都合で一般職女性3名が受講〉と一

般職（女性のみ174名）に分け、26日差27日にそれぞ

れ1日ずつ実施した。

　講師および演題は以下のとおりである。

　3月26日㈱（総合職対象）

会長挨拶　　　日本船主協会会長　根本　二郎

最近の海運行政
　　　　運輸省　海上交通局

　　　　　　　　　　海事産業課長　和田　敬司

日本海運の現状と将来

　　　　　　　　日本船主協会副会長輻法輪奏

世界経済と日本の役割

　　　　　日本経済新聞社　論説委員　栗原　宣彦

船長雑感　　　　 日本郵船船長豊田耕治
海事資料センター利用案内

　　　　　　　　　海事産業研究所

　　　　　　海事資料センター部長　菊川　秀男

映画「日本の海運」

　3月27日㈹（一般職対象）

挨　　　　拶　　日本船主協会理事長　増田　信雄

日本海運の役割と現状

　　　　　　日本船主協会

　　　　　常務理事・調査広報部長　大西　章敬

からだと心の健康管理

　　　　　マネジメント・サービス・センター

　　　　　取締役部長コンサルタント　三木　尚子

世界の中の日本・日本人

　　　　　　　ニュースキャスター　小池ユリ子

船長雑感　 大阪商船三井船舶船長塚脇義明
映画「日本の海運」

▲根本会長 ▲小池ユリ子氏
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；船 腹＝
1・世界船腹量の推移

世 界　合 計 タ ン　カ 一 オァ・バルクキャリア そ の 他
年

隻数． 千G／T
対前年
Lび率 隻数 千G／T

対前年
Lび率 隻数 千G／T

対前年
Lび率 隻数 千G／T

対前年
Lび率

1965
41β65 工60，392 』 5β07 55，046 一 1，403 18，757 　

35，工55 86，589 』1970
52，444 227，49G 一 6，1G3 s6，14Q 一 2，528 46，651 一 43β13 94，699 『1975
63，724 342，162 一 7，024 150，057 一 3，711 85，548 』 52，989 106，557 一1980
73β32 419，911 1．7 7，112 ／75，004 0．5 4，706 109，596 1．2 62，014 135，311 3．7

1985
76β95 416，269 ▲0．6 6590 王38，448 ▲4．1 5，391 133，983 4．4 64，414 143，837 0．7

ig86
75，266 404，910 ▲2．7 6，49⑪ 128，426 ▲7．2 5，274 132，908 ▲0．8 63，5D2 ユ43，576 ▲0．2

1987
75，240 403，498 ▲0．3 6，490 127，660 ▲0．6 5，099 131，028 ▲1．4 63，651 144，810 0．9

1988
75，680 403，406 ▲0．0 6，565 127，843 0．1 4，980 129，635 ▲1．1 64，135 145，928 0．8

1989
76，100 410，481 1．8 6β83

129578 1．4 5，061 1291482 ▲0．工 64，656 15L421 3．8
1ggo

78，336 423，627 3．2 6，609 134，836 4．工 5，156 133，190 2．9 66，571 155，601 2．8
1991

8D，030 435，027 2．9 6，768 138，897 3．0 5，201 135，885 2．0 68，061 16L245 3．6

（注）①ロイド船腹統計による100G／T以上の鋼船で

　　　リアには兼用船を含む。

2・日本商船船腹量の推移

漁船および川船を含む。②毎年7月1日現在。③オア・バルクキャ

他
の
ぞ

船
物
貨

計
合

年

0
5
0
5
6
　
7
8
9
0
1
7
7
8
8
8
　
　
8
8
8
9
9
9
9
9
9
9
　
9
9
9
9
9
1
1
1
1
1
　
　
1
1
1
1
1

（注》①1970年まで運輸省発表　1975年以降は日本船主協会発表のそれぞれ1DOG〆T以上の鋼船で官庁船　その他の特
　　　　殊船は含まない。
　　　②196D～1970年は毎年3月末　1975年以降｝ま7月1日現在。

　　　③1970年以降貨客船は3，00DG／T以上のものは貨物船に　3，000G／T未満のものは客船に含む。

3・わが国外航船腹量の推移

合 計 日 本　　船 外　国 用　船
年

隻　数 千G／T 千DIW
対前年
Lび率

隻　数 千G／T 千DIW
対前年
Lび率

隻　数 千G／T 千D／W
対前年
Lび率

1975
2，469 59，489 105，100 一 1β17 33，486 58，040 一 1，152 26，003 47，060 一1980
2，505 65，227 115，205 』 1，176 34，240 59，073 一 1，329 30，987 56，132 一1984
2，135 57，015 97，756 ▲　L7 1，055 33，249 55，35G ▲　4．1 1，080 23，766 42，409 1．7

1985
2，435 62，161 1⑪5，652 8．1 1，028 33，470 55，512 0．3 1，407 28，691 50，140 18．2

1986
2，249 55，474 91，690 ▲13．2

957
30β09 50，377 ▲　9．3

L292 24，665 41，314 ▲17．6
1987
2，082 54，514 88，736 ▲　3．2

816
28，200 45，528 ▲　9，6 L266 26，314 43，208 4．6

1988
2，127 55，369 89，054 0．4

640
24，582 39，768 ▲12．7 1，487 30，7S7 49，286 14．1

1989
2，002 55，168 87，937 ▲　1．3

532
21，691 35，260 ▲11．3

L470 33，477 52，677 6．9

1990
1，992 57，316 91，200 3．7

449
20，406 33，163 ▲　5．9 1，543 36，910 58，036 10．2

（注）　①運輸省海上交通局による2000GIT以上の外航船。

　　　②対前年伸び率はD／Wによる。
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　　、とヒ
＝　スEL 船＝

4・世界造船状況（進水・建造中。未着工）

区
分

期間・時点
合　　　計 タンカー ノミルクキャリア 一般貨物船 漁船・その他

隻数　千G／T伸び率 隻数　千G／T 隻数　千G／T 隻数　千G／T 隻数　千G／T

進
水
船
舶

1987
P988
P989
P990
P991

P991　1
@　　　　11

@　　　　111

@　　　　w

1，438　　　　9，621　　▲　34，7
P，535　　　11，802　　　　22，71，450　　　12，721　　　　　7．8

P，472　　　14，680　　　　15．4

P，52工　　　16，678　　　　13，6

@　376　4，038　18．1
@　423　4，863　20、4
@　350　4，138▲14．9
@　372　3，639▲12．1

144　3，083
H62　4542　　　　　　　野

P59　5，362
P34　4583P87　7：653

R1　　1272T3　2：49444　213959　1：748

101　2．546

U5　2784X2　3：624114　5，16078　3，152

Q9　　1305　　　　　　7

P4　　　545
P6　　　708
P9　　　594

／46　2548　　　　　　　ρ

P78　2，819
P89　1986Q82　2：967326　3774　　　　　　　，

W3　　　891
W6　　1166　　　　　　　，

W6　　　922

V1　　795

1088　　工444　，　　　　　　　　　　　　　　｝

P130　1657　，　　　　　　　　　　　　　　，

P010　9358　脚　　　　　　　　　　　　　　，

@　942　1970
X30　2：099

@　233　　　570
@　270　　　658
@　204　　　369
@　223　　　502

建
造
中
船
舶

1987
P988
P989
P99G
P991

P991　1
@　　　　11

@　　　　m

@　　　　w

1，210　　　　9，694　　▲　12．3

P，288　　　11，622　　　　19，9

P，275　　　12，452　　　　　7．1

P，291　　　工3，569　　　　　9．O

戟C355　　　15，896　　　　17．1

P，268　　13、657　　　　0．6

P，222　　　14，191　　　　　3．9
P，264　　　15，247　　　　　7．41，355　　　15，896　　　　　4．3

123　3≦93

P49　　5775P62　6：623184　7404206　7：596

62　22G4W
3
　
2
：
8
8
7
8
4
　
3
5
5
2
7
8
　
3
：
0
8
1
6
7
　
2
3
4
1
　
　
　
　
　
　
，
6
5
　
2
4
2
2
5
9
　
2
：
0
9
0
5
7
　
2
0
5
9
6
7
　
2
：
3
4
1

147　2469　　　　　　　脚

P61　工β65
Q07　2026Q31　2：133305　3．196

Q52　　2665Q28　2：730274　3124　　　　　　　，305　3，196

878　　1528　　　　　　　冒

X19　2，409
W51　　2536W34　2：738777　2763　　　　　　　，

W02　2795V73　2：748749　2，660777　2763　　　　　　　，

未
着
工
船
舶

1987
P988
P989
､990
P991

P991　1
@　　　　11

@　　　　［1【

@　　　　w

　　827　12，848　24．6
@　940　12，931　　0．6
P，177　　　18，603　　　　43．9

P7342　　　26，221　　　　41、0

P．175　　　27，267　　　　　4．0

P，247　　　24，139　　▲　　7．9

P，202　　　25，380　　　　　5，1

P，169　　25，301　▲　　0．3

P，175　　　27，267　　　　　7．8

120　6236

Q18　13413Q2714：077214　13，284230　王4，331

58　2229W
8
　
4
：
2
4
1
工
2
3
　
4
8
4
1
9
0
　
3
：
4
5
4
1
2
9
　
5
8
6
2
　
　
　
　
　
　
　
，
7
7
　
3
0
7
9
7
7
　
3
：
5
2
3
1
0
3
　
4
5
3
6
1
2
9
　
5
：
8
6
2

174　2345Q03　2：234342　4213　　　　　　　，417　5，331260　3，934

R78　4β69
R67　4574R03　4：043260　3934　　　　　　　，

475　　2038

T74　2778T31　3：306549　3438556　3：140

（注）①ロイド造船統計による100G／T以上の鋼船（進水船舶の年別は年報　その他は四半期報による）。

　　　②進水船舶は年間　建造中および未着工の年別は12月末　期別は四半期末すなわち3　6　9　12月末。
　　　③バルクキャリアには兼用船を含む。一般貨物船は2，000G／T以上の船舶。

　　　④四捨五入の関係で末尾の計が合わない場合がある。

5・わが国造船所の工事状況

進　　水　　量 工事中船舶 未着工船舶 手持ち工事量
年
　
度

計 うち国内船 計 うち国内船 計 うち国内船 計 うち国内船

隻数千GIT 隻数千G／T 隻数千G／T 隻数千GIT 隻数千GIT 隻数千G／T 隻数千GIT 隻数千G／T
1980
P981
P982
P983

P984
P985
P986
P987
P988
P989

196　6，080

Q307，548
Q36　6，944
Q54　6ユ34

Q78　7β05
Q16　7，558
P45　5，869
X6　4，047
P30　4，186
P56　5，759

50　2，153
U4　2，475
T4　2．270
T4　1，408

T7　2，026
T4　2，618
T2　2，820
R0　1．700
Q3　　773
Q4　　955

76　2，674

P324，578
P304，775
P414，134

P785，079
P665，307
P505，836
P124，930
T8　2，488
V3　2，829

20　　905
R3　1，323
R7　2，082
Q7　1，317

R8　1，679

R2　L679
S2　2，487
R1　2，171
P4　　768
P3　　613

1193，819
P906，102
Q105，573
P363，606

R227，555
P695，231
X42，836．
S0　1，70541　2，13866　2，385

3　　160
P1　　473
P0　　331
P2　　321

Q6　　554
P2　　493
P0　　330
T　　405
Q　　111
R　　187

195　6，493
R2210，680
R4010，348
Q77　7，740

T0012，635
R5510，268
Q44　8，671
P52　6，635
№〟@4，625

P39　5，214

23　1，064
S4　1，796
S7　2，413

R9　L638

U4　2，233
S4　2、171
T2　2，817
R6　2，577
P6　　879
P6　　800

（注’ P輝驕附表の主要工場｝こおける500G／T以上・撒・9・・年度・・は・・…G・・臨

　　　③工事中・未着工船舶は年度末の状況で建造許可船舶を対象とする。

　　　④手持ち工事量は工事中・未着工船舶の合計。
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＝海上荷動き量＝
6・世界の主要品目別海上荷動き量

1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990　　　　年

i目
100万対前年
gン　伸び率

100万対前年
gン伸び率

100万対前年
gン　伸び率

lGO万対前年
gン伸び率

100万対前年
gン伸び率

100万対前年
gン　伸び率

100万対前年
gン伸び率

石
　
油

原　　油

ﾎ油製品
930　　0．0

Q97　　5．3

871▲　6．3

Q88▲　3．0
958　10．G
R05　　5，9

970　　1．3

R13　　2．6

1，042　　7，4

@325　　3，8

1，120　　7．5

@340　　4．6

1，175　　4．9

@350　　2．9

計 1，227　　1．2 1，159▲5．5 1，263　9．0 1，283　　1．6 1，367　　6．5 1，460　　6、8 1，525　　4．5

乾
貨
物

鉄鉱石
ﾎ　　炭
秩@　物

ｻの他

　306　19．1
@232　17，8
@207　　4．0
Pβ20　　7．8

　321　　4．9

@272　17．2
@181▲12．6
P，360　　3．O

　311▲　3．1

@276　　1，5
@165▲　8．8
P，370　Q．7

　319　　2．6

@283　　2．5
@186　12．7
P，39Q　　1．5

　348　　9．1

@304　　7．4
@196　　5．4
P，46G　　5．Q

　362　　4．0

@321　　5．6
@192▲　2．0
P，525　　4．5

　350▲　3．3

@335　　4，4
@195　　1．6
k570　3，0

計 2，065　10，0 2，134　　3．3 2，122▲0．6 2，178　　2，6 2，308　　6．0 2，400　　4，0 2，450　　2．1

合　　計 3，292　　6．5 3，293　　0．0 3，3B5　2．8 3，461　　2，2 3，675　　6．2 3，860　　5，0 3，975　3．0

（注）①Fearnleys「REVIEW　199D」による。②ユ990年の値は推計値である。

7・わが国の主要晶目別海上荷動き量

1986年 1987年 1988年 1989年　　　年

i目
10D万　対前年世界に
gン　伸び率　占める％

100万　対前年世界に
gン　伸び率占める％

100万　対前年世界に
gン　伸び率占める％

100万　対前年　世界に
gン　伸び率　占める％

石
　
油

原　　油

ﾎ油製品
164．0　▲　3．6　　17．1

R2，6　　20．6　　10．7

160，5　▲　2．1　　16，7

S1．8　　28．2　　13．4

166．9　　4．0　　16．G
S5．8　　9．6　　14．1

178．0　　6．6　　15．7
S9．2　　7，2　　14．7

計 196，6　▲　0．3　　15．6 202，3　　2．9　　15，8 212．8　　5．1　　15，6 227．2　　6．8　　15，5

乾
貨
物

鉄鉱石
ﾎ　　炭
秩@　物

ｻの他

1152　▲　7．5　　37．0
X1．3　▲　L8　　33．1

R1．9　　1．0　　19．3
Q24．8　▲　0．6　　16．4

112．0　▲　2，8　　36．2

X2，6　　ユ．4　　34，0

R2．6　　2．2　　17，9
Q35．7　　4，8　　17．0

123．4　　10．2　　35．5

P04．2　　12．5　　34，3

R2．7　　0．3　　16．7

Q58．3　　9．6　　17．7

127．6　　3．4　　35．7
P04．9　　0，7　　33，3
R1，7　▲　3，G　　16．3

Q62，4　　1．6　　17．0

計 463．2　▲　2．5　　21，8 472．9　　2．1　　21，7 518．6　　9．7　　22．5 526，7　　1．6　　21．9

合　　計 659，8　▲　L9　　19．5 675，1　　2．3　　19．5 731．4　　8．3　　19，9 753．8　　3．1　　19．4

（注）①運輸省海上交通局調べによる。②各品目とも輸出入の合計である。③LPG　LNGはその他に含まれる。

8・不定期船自由市場の成約状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千M／T）

区分 航 海 用 船

用船
シングル 品　目 別 内　訳

定期

年次 航　海
連続航海 合　計

穀物 石炭 鉱石 屑鉄 砂糖 肥料 その他
Trip Period

1987 148954　　　， 10515　　，

159，469
60398　　， 34011　　，

43，844
1
0
9
1
　
レ

4
4
6
3
　
，

5
0
4
0
　
7

107 99710　　， 23321　　7

1988 133652　　　，

4
5
5
9
　
， 138，211

53027　　9 26794　　，

43，909
529 3694　、

5，369
330 933Q7　　， 25258　　，

1989 116335　　　，

3
3
7
3
　
， 119，708

44629　　P 21936　　P

38，448 1，018

3
3
2
6
　
， 6，814

164 103815　　　， 24161　　，

199D 129177　　　，

3
0
9
1
　
， 132，268 43，613

32043　　， 43626　　P 805
4
7
1
6
　
， 4，173

198 90980　　，

14，326
1991 125502　　　，

2
4
6
2
　
， 123，040

35022　　， 34538　　P

44，554
761
3，519 5，043

1
1
9
6
　
，

102775　　　， 25131　　，

1991　5
8
7
4
5
　
，

44
8
7
8
9
　
，

2
0
8
0
　
，

3
1
7
9
　
， 2，870

0 277 319 20
8，553

2
9
5
8
　
，

6 12528　　P 5⑪ ユ2，578

3
4
6
垂
　
，

2
8
1
0
　
， 4，688

124 373 727 342
9
3
4
5
　
，

3
5
4
2
　
，

7 10590　　， 0
10，590

3
3
6
4
　
P

2，790
2
7
8
5
　
，

294 547 601 209
6
6
3
9
　
，

2
0
7
3
　
，

8 10381　　， 40 10，421
2
9
1
3
　
レ

2
7
9
5
　
P

3，560
0 320 619 214

7，149

2
0
4
1
　
，

9 12103　　，

1
3
0
4
　
，

13407　　7

3
5
7
1
　
，

4
2
7
0
　
P

4，389
4 195 870 108

7
2
1
3
　
，

1
8
6
3
　
，

10 11387　　P 5
ll，392

3
4
3
5
　
，

2
7
5
7
　
， 3，999

69 431 545 156 11088　　，

2
2
5
8
　
7

11 12G43　　， G
12，043

3
6
G
8
　
，

3
3
3
9
　
，

4
3
8
6
　
7

104 385 203 18
8，126 1，615

12
9
6
5
8
　
，

244
9，902

2
6
9
4
　
，

3
0
7
0
　
， 3，709

24 240 144 21
5
7
9
4
　
P

1
0
0
2
　
，

1992　1
12888　　， 420 13308　　7

4
1
0
8
　
，

4
8
4
2
　
7
3β50

74 365 32 37
7
2
7
4
　
■

1
0
8
9
　
，

2 14075　　P

1
5
0
2
　
， 15，577 3，348

5
5
1
8
　
，

4
6
6
8
　
P

48 496
1
3
8
7
　
，

112
6
5
1
4
　
，

1
3
7
3
　
7

（注）①マリタイム・リサーチ社資料による。②品目別はシングルものの合計。③年別は暦年。
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＝主要航路の成約運賃＝

ワールドスケール
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0

原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペルシャ湾／日本

ペルシャ湾／欧米
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1987（年）　　　1998　　　　「989　　　　1990　　　　1991　　　　1992

250

200

150

IDO

50

0

9・原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペノレシャ湾／日本 ペノレシや湾／欧米

月次 1990 1991 1992 1990 1991 1992

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2

80．00　46．50
U0．50　55．00
W5．00　75．00
W5．00　57．50
T2．50　48．50
T5．00　51．OD

W2．50　52．50
V0．50　47．50
V9．00　54．5D
V8．00　51．00
W8．00　65．00
P00．00　87．50

140．00　80．00
P29．00　85．00
X5．00　62．50
S7．50　37．75
W7．50　35．00
X0．00　82．50

WD．00　52．50
V1．00　62．75
U6．00　46．50
U8．00　57．50
U7．50　52．50
S9．50　39．00

62．50　37．50
T6．50　35．00
R7．50　31，00

65．00　47．25
U0．00　46．00
W5．00　70．00
W2．50　49．50
T6，00　45．00
T2．50　47．50

T5，00　5D．00
U7，50　5G．00
U7．50　52．50
U0，00　46．50
V7，50　48．00
W7．50　70．00

90．00　59．50
W7．50　61．00
U1．00　52．50
T2．50　35．00
V3．75　45．00
X0．00　69．50

U2．50　49．00
U2．50　52．00
T5．00　45．00
U6．25　49．00
U4．00　49．50
T0．00　38．00

54．00　33，00
T5．00　32，50
R6．00　32．00

　　（注）　①日本郵船調査部資料による。②単位はワールドスケールレート。1989年1月以降　新ワールドスケールレート。

　　　　③いずれも20万DIW以上の船舶によるもの。④グラフの値はいずれも最高値。
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穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本 ● ガルフ／西欧） ？
と

30

ガルフ／日本

25

20

北米西岸／日本

A
「

、
差
，　　　　！ t

へ 声＼，　、
15
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〆
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ガルフ／西欧
5

1987（年） 1988
1言89

1990 1991 1992
0

田・穀物（ガルフ／日本。北米西岸／日本・ガルフ／西欧） （単位：ドル）

ガルフ／日本 北米西岸／日本 ガルフ／西欧

月次
1991

王992
1991 1992 1991 1992

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低

1
25．50　25．00 26．00　23．00 13．65　12，90 14，25　13．75 14，20　13，00 13．00　11．89

2
27．25　25，00 23，50　20．50 14，80　14．4D 13．25　12．25 18．25　14．00 U，75　　9．00

3
29．00　23．25 21．50　19，00 14．60 1225　11，75 16．32　15，92 9．50　　8．00

4
25，50　22．00 14，00　12．75 15．76　13．00

5
2825　23．00 ｝ 16．00　13，53

6
28，00　24．00 14．25 15，79　13，99

7
26．00　23．00 一 13．82　11．15

8
24．75　23，50 工4，50　12．00 11．51　10．25

9
26，25　25．00 一 12．00　10，00

10
27，50　25．75 14．00 15．61　11，74

11
27．25　24，00 14．35　1425 14．76　13．50

12
25．75　24，25 13．75 13，50　11，34

　（注）①日本郵船調査部資料による。②いずれも5万D／W以上8万D／W未満の船舶によるもの。
　　　　③グラフの値はいずれも最高値。
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石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）

石炭（ハンプトンローズ／日本）

ノ、

鉄鉱石

iツバロン／目本）　　　　　　’　　　　一’句
Iへ　　r！　　　　’

㌔「

@1　　　／
@！v　　、、’

　　一、馬

磨@　へ　　　　、

　　1ノ
@／d！

　〆
@！
Y
／

、l

鉄鉱石（ツバロン／西欧）

」987（年〉 ［988 1989 「990 「991

11・石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）

1992

3
5
（
ド
ル
）

30

25

20

15

「o

5

0

（単位：ドル）

ハンプトンローズ／日本（石炭〉 ツバロン／日本（鉄鉱石） ツバロン／西欧（鉄鉱石）

月次
1991 1992 1991 1992 1991 工992

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低

1
15，00　14、25 14．00 13．00　12，50 一 7．75　　7．50 6，35　　5．60

2
16．25 一 一 』

7．90　　7，60 5．75　　4．45
3

一 一 一 一
10、25　　7．50 5，00　　4．85

4
一

12．9D　12，30 7．65　　7．50
5

一
12．50 7．55

6
15．50 13．25　12，00 8，20　　7．25

7
一

13，25　12．00 7．25　　7．10
8

』 一
7．25　　6．25

9
一

13．15 一
10

一
13．10 6．85

11 15．95　13．50 12．00 8．15　　6，75
12

　 一
7．00

　（注）①日本郵船調査部資料による。②いずれも10万DIW以上15万D／W未満の船舶によるもの。

　　　　③グラフの値はいずれも最高値。
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VLCC

1987〔年） 1988 1989 199D 199！ 1992
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5G

0

〔

タ ン カ 一　　運 賃 指 数

月次 1990 1991 1992

VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D H。C
1
60．5 132．0 190．3 279．6 292．3 98．2 137．2 182．6 290．8 271．0 48．9 9L2 133．9 184．7 194．7

2
63．2 108．3 153．0 206．5 209．3 93．3 151．0 205．8 250．2 337．3

3
79．3 113．4 152．0 203．6 182．3 6L4 110．1 工65．5 194．6 254．0

4
62．1 106．5 143．0 213．4 183．0 45．9 王02．2 104．4 176．3 玉83．9

5
57．3 108．5 王59．4 214．1 204．5 75．3 1王2．2 156．2 212．5 177．8

6
53．1 95．2 139．4 205．6 203．5 85．9 108．9 149．1 178．6 16L5

7 64．2 98．6 139．9 188．8 202．0 60．S 103．8 13L3 184．5 134．8
8 57．．2 95．5 144．2 204．3 220．5 60．3 93．6 124．2 164．5 140．0
9
66．3 99．2 150．8 240，．3 296．5 53．D 91．7 114．7 152．0 141．7

10
53．8 105．6 158．0 251．6 358．2 58．6 85．4 129．6 162．6 172．1

11
69．2 工10．7 170．2 268．5 302．7 53．0 87．2 119．1 173．1 165．1

12
72．3 125．2 176．5 337．5 298．7 37．9 86．6 120．6 玉52．1 183．7

平均 63．2 108．2 156．4 234．5 246．1 65．3 105．8 141．9 191．0 193．6

（注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シツビング・ニューズ・インターナショナル

　　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年11月に合併）②タンカー運賃はワールドスケールレート。③タンカー運賃
　　　指数の発表様式が87年10月より次の5区分に変更された。カッコ内は旧区分　④VLCC：15万100Dトン（15万トン）以

　　　上◎中型：7万100D～15万トン（6万～15万トン）⑳小型：3万6000～7万トン（3万～6万トン）㊥H・D己ハ
　　　ンディ・ダーティ＝3万5000トン（3万トン）未満　㊨H・C＝ハンディ・クリーン：5万トン（3万トン）未満。

62
船協月報　平成4年4月号



＝用船料指数＝
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13・貨物船用船料指数

貨物船定期用船料指数
i1965．7一一1966，6＝1001972年以隆は1971＝100）

’＼　　　　　　　　　’

　A`　’、
ﾖ〔、，1・！ ，、　　へ ノ、一一＿r＿－一

　　　　　’@　　　’へ》’
@　　，＿！ノ
[ノハ、、一　’

㌧N．ノ醜

ﾝ物船航海用船料指数
i1965．7一一1966．6＝100）

vγ い＼ノ㌧〆一

「987（年）　　　　　1988　　　　　　1999　　　　　　　」990
1991　　　　　　1992

4DO

350

3DO

200

100

o

貨物 船航海 用船料 指数 貨物 船定期 用船料 指数
月次
1987 1988 1989 1990 1991 1992 1987 1988 1989 1990 1991 1992

1
2

164．3

P66．3

193．4

Q03．5
204．9

Q02．4
208．3
Q03．3

198．0

P99．0

202．0 162．5
P91．4

292．8

R12．0
334．0

R63．7
356．5
R57．6

318．0

R25．0
326．0

3 1672 207．1 212．1 176．4 207．0 195．4 328．0 329．8 288．7 335．0

4
5

174．9
P72．工

203．0
P89．3

202．7
Q21．5

202．9

P97．9
205．0

Q05．0
219．8

Q24．5
338．6
R44．3

336．9
R46．2

343．3

R53．5
344．0
R42．06

166．4 193．6 201．8 191．4 205．0 219．7 333．8 318．7 343．7 342．0

7
169．2 184．1 189．3 190．0 206．D 2ユ3．7 320．6 336．8 325．0 342．08
177．4 186．6 204．1 197．0 206．0 223．5 318．2 324．3 328．3 318．0

9
1
0
1
1
工
2

177．7
H82．1

P89．2

PS4．2

185．1

P96．3

P99．D
P97．8

193．0

P97．8

Q08．4

Q04．3

195．0
P97．0

P99．0

Q15．0

205．0

Q06．0

Q08．G
Q08．0

223．D
Q32．4

Q42．9

Q77．D

314．D
R172
R33．0

R12．0

327．5

R27．6
R38．0

R49．1

329．5
R22．8

R11．4

R06．4

325．0

R35．0
R49．0

R43．0

平均 174．3 194．9 203．5 王97．8 204．8 218．S 322．0 336．1 330．6 334．8

　　（注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル

　　　　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年11月に合併）②航海用船料指数は1965．7～1966．6＝100定期用船料指数は

　　　　　1971＝10Do
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W船舶腹量の推移
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1987（年）

14・係船舶腹量の推移

1988 「989 1990 1991 1992

工990
1991 1992

月次 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー

隻数千GIT千D／W 隻数千G〆T千DIW 隻数千GIT千DIW 隻数千GIT千D〆W 隻数千G／T千D〆W 隻数千G／T千D／W
1
2381，0931，453 571，7983，127 2501，2911，708 501．6543，078 2921，8522，423 461，5312，8072
226　973　1，264 571β003，130 2581，4712，038 511，5572，867 2841，7502，332 461，4902，7293
2251，0231，325 551，7683，058 2881．7052，290 501，1782，1／0 2881，8232，427 481．536228D4
228　1．G62　1β61 561，7402，994 2881，6652，155 471，1932，135

5
212　9941β68 561，7763，072 2831，6032，041 46L19！2，1306
2241，0141，335 601，8963，263 2641，4851，946 471、4452，685

7
2311，0641，433 561，4612，498 2581．4511，970 461，4052，6138
2321，0701，475 531，4662，505 2621，477　2，021 451，3402，478

9
239　1，112　1，532 581，4852，539 2651，467　2，025 471，3582，517

10
2431，2021，627 571，5602，718 2831．733　2，395 521，7173，079

11
2621，3411，771 561，5842，803 2761，618　2，215 521，6312，889

12
2571，3221，7工0 531，5632，764 2881，706　2，264 471，5222，8D7

（注）　ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベジセルズによる。
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＝スクラップ船腹＝
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15・スクラップ船腹量の推移

）． 1990 1991 1992

月次 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー

隻数千GIT千D／W 隻数千G〆T千DIW 隻数千GIT千DIW 隻数千GIT千DIW 隻数千GIT千D／W 隻数千GIT千DIW

1
2
3
4
5
6
　
7
8
9
1
0
1
1
1
2

35　132　192
Q0　　167　125
U9　362　　568
R9　205　284
R7　255　391
Q3　　105　149
Q3　198　34730　　12D　15228　　192　34263　504　85024　179　　27124　243　393

6　　23　　34
Q　　　4　　　2
X　　65　　1171D　　36　　553　　　9　　144　　61　　97

V　　122　　232
V　　186　　395
Q　　　4　　　74　　27　　51

U　　29　　43
S　　74　　151

23　270　446
Q0　183　27838　291　479

T3　6141，00639　187　27630　257　404

Q2　216　341
Q1　　72　　9953　259　610

R5　342　55126　213　321

Q0　　101　　150

2　　63　　118
K　1弱　2蕊6　　228　　44711　　52　　1035　　171　　348

T　　275　　536
S　　113　　209
W　　336　　4D1
S　　149　　3D1
W　　138　　23610　294　　560

44　289　406 9　　14D　　258

計 4152，6624，064 64　6401，198 3803，0054，961 711，9583，492
（注）①ブレーメン海運経済研究所発表による。②300G／T

@　　④タンカーにはLNG〆LPG船および化学薬品船を含む。 綿鑑礪才器鱗織鱗1艶
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＝日本海運の輸送状況＝

16・わが国貿易の主要貨物別輸送状況 （単位：千K／T　％）

1990

区　　　分 工985
1986 1987 1988 1989 1990

1～3 4～6 7～9 10～12

輸 貿　易　量 81，803 75，746 71，191 70，711 70，675 70，404 16，798 17，058 17，560 18，988

日本船輸送量 14，973 11，948 9，856 7，407 5，958 4，848 1，180 1，124 1，217 1，328
外国用船輸送量 25，477 25，096 24β77 27，006 27，140 28，工14 6，594 6，593 7，124 7，803

出 日本船積取比率 18．3 15．8 13．8 10．5 8．4 6．9 7．0 6．6 6．9 7．0

輸 貿　易　量 592，999 590，606 617，144 660，656 683，167 699，099 175，475 167，654 170，904 185，066
日本船輸送量 242，944 250，679 232β47 59，977 223，481 199，944 54，235 48，869 47，406 49，433
外国用船輸送量 157，687 152，671 162，113 55，433 236，388 269，668 65，210 64，052 68，661 71，745

入 日本船積取比率 41．0 42．4 37．6 35．6 32．7 28．6 30．9 29．1 27．7 26．7

貨 貿　易　量 356，351 354，092 374，149 404β71 411，468 409，485 100，638 1G1，306 101，396 106，144
物 日本船輸送量 140，928 142，221 129，144 122，407 ／16，891 108，184 26，586 27，460 27，412 26，727
船 外国用船輸送量 97，367 93，455 106，326 142，284 工56，423 165，337 39，416 41，598 41，372 42，951
積 巳本船積取比率 39．5 40．2 34．5 3D．3 28．4 26．4 26．4 27．1 27．0 25．2

う鉄 貿　易　量 124，513 115，231 112，035 123，377 127，607 124，8窪0 30，501 29，781 31，768 32，791
ち鉱 日本船輸送量
O国用船輸送量

62，502
Q3，446

64，632
P8，414

58，679
P9，768

57，136
R1，981

56β59
R4，949

52，258
R7，368

12，775
X，009

13，566
W，704

14，364
W，974

11，553
PG，681

石 日本船積取比率 50．2 56．1 52．4 46．3 44．2 41．9 41．9 45．6 45．2 35．2

う石 貿　易　量 92，990 91，346 92，554 104，181 104，939 107，492 27，183 26，120 26，571 27，618
ち 日本船輸送量 50，067 52，922 49β13 46，487 44，262 43，839 10，564 10，685 10，17D 12，420
外国用船輸送量 26，283 22，958 26，558 42，664 44，461 45，988 1ユ，225 11，131 11，543 12，089
炭 日本船積取比率 53．8 57．9 53．3 44．6 42．2 40．8 38．9 40．9 38．3 45．0

う木 貿　易　量 31，750 32，360 36，951 42，040 41，295 39，515 9，795 10β10 9，746 9，663
ち 日本船輸送量 10，372 8，988 8，040 6，893 6，026 5，033 1，179 1，386 1，284 1，183

外国用船輸送量 14，402 15，842 20，409 2LO17 25，378 27，807 6，393 7，083 7，l17 7，215

材 日本船積取比率 32．7 27．8 21．8 16．4 14．6 12．7 12．0 13．4 13．2 122

油 貿　易　量 236，647 236，514 242，995 256，285 271，699 289，614 74β37 66，348 69，508 78，921
送 日本船輸送量 102，015 108，457 王03，203 U1，723 106，590 91，759 27，649 21，409 19，994 22，707
船 外国用船輸送量 60，32D 59，216 55，787 64，844 79，965 104，332 25，794 22，454 27，289 28，794
積 日本船積取比率 43．1 45．9 42．5 43．6 39．2 31．7 36．9 32．3 28．8 28β

う原 貿　易　量 17D，217 164，044 160，460 166，936 178，009 195，517 50，273 43β91 45，217 56，136
ち 日本船輸送量 86，220 93，685 86β30 94，370 90，576 75，547 23，521 17，766 15，428 18，831
外国用船輸送量 52，803 51，944 47β84 52，998 64β67 89，240 21，650 18β78 23，461 25，750
油 日本船積取比率 39．5 57．1 54．1 56．5 50．9 38．6 46．8 40．5 34．1 33．5

（注）①運輸省資料による。②年別は暦年。③石油製品にはLPG　LNGを含む。

17・日本船の輸出入別・船種別運賃収入 （単位＝百万円）

1990

区　　分 1985 1986 1987 1988 1989 1990

1～3 4～6 7～9 10～12

輸 定期船 195，500 103，633
69299　　｝ 51456　　， 45326　　、 38998　　冒

9
8
3
6
　
」

10219　　， 10205　　，

8
7
3
8
　
亀

「 不定期船 219224　　　，

158，080
126594　　　， 89277　　■ 76576　　， 69318　　，

16，055
16730　　， 16981　　， 19552　　，

油送船
6
8
4
8
　
レ

4
0
0
2
　
，

3
3
7
4
　
，

2
5
9
9
　
，

2
5
2
0
　
，

2
4
3
3
　
，

606 564 586 678

出 計
421573　　　P

265，714
199267　　　， 143332　　　P 124421　　　， 110749　　　， 26497　　P 27513　　， 27771　　， 28968　　，

輸 定期船
90852　　，

58，720
50942　　， 50299　　，

49，353
46598　　， 11865　　， 13685　　， 10745　　，

10，303

不定期船 342784　　　，

258，497
219301　　　レ 198690　　　7 200600　　　， 183899　　　， 47914　　，

45，552
46225　　， 44208　　，

油送船
235966　　　，

201，577
177088　　　， 171758　　　， 164807　　　， 162382　　　レ 46459　　， 36930　　， 38234　　， 40758　　，

入 計
669603　　　， 518794　　　， 447331　　　P 420748　　　， 414760　　　， 392879　　　， 106238　　　， 96168　　P 95205　　， 95268　　塞

三 定期船
46683　　， 43601　　， 61480　　， 53139　　， 49008　　， 49830　　， 11798　　， 13044　　， 12761　　， 12227　　，

不定期船 7444王　　冒

53，040
43982　　， 31879　　， 29304　　， 23801　　，

5
1
9
8
　
レ

7
7
8
2
　
P

5
7
1
7
　
， 5，105

国
油送船

37482　　P 29842　　P

19，413
13035　　，

8
7
4
7
　
，

8
5
0
4
　
，

1
8
3
7
　
，

2
4
2
5
　
7

2
1
0
4
　
，

2
1
3
9
　
P

間 計
158607　　　P 126485　　　， 124875　　　， 98053　　， 87059　　P 82135　　， 18832　　， 23251　　， 20581　　■ 19470　　，

ム
ロ 定期船

333036　　　，

205，954
181721　　　， 154894　　　レ

143，687
135426　　　， 33499　　， 36948　　， 33711　　， 31268　　，

不定期船 636450　　　，

469，617 389，878
319848　　　P 306480　　　， 277018　　　， 69166　　，

70，064
68923　　P 68865　　，

油送船
280297　　　，

235，420
199875　　　， 187392　　　， 176074　　　， 173319　　　， 48902　　7 39919　　， 40924　　， 43574　　，

計 計 1249783　，　　　　　9 910993　　　， 7711473 662132　　　， 626240　　　， 585763　　　P 151568　　　， 146931　　　， 143557　　　7 143707　　　，

（注）　①運輸省資料による。②年別は暦年。③外国船は含まない。
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＝内航海運＝
18・内航船の船腹一

年 船　種　別
鋼　　　　　船 木　　　　船 合　　　　　　計

隻数轡纏雛 隻数轡纏瀦 隻数上鞍総噸蕗
1980
貨　　物　　船
禔@　送　　船

@計

6，013　　　　2，40G　　　　　　2．0

Q，787　　　　1，338　　　　　　2．4

W，800　　　　3，738　　　　　　2．2

2，241　　　　　　157　　　▲　　8．7

P20　　　11　　　－
Q，361　　　　　　168　　　▲　　8．2

8，254　　　　2，557　　　　　　1．3　　　　　93．9

Q，907　　　　1，349　　　　　　2．4　　　　　99．2

H1，161　　　　3，906　　　　　　1．7　　　　　95．7

1985
貨　　物　　船
禔@　送　　船

@計

6，074　　　2，485　　　　　1．3

Q，447　　　　1，225　　　▲　　0．3

W．521　　　　3，710　　　　　　0．7

1，476　　　　　　　88　　　▲　　6．4

U5　　　6　　20．0
P，541　　　　　　　94　　　▲　　5．1

7，550　　　　2，573　　　　　　1，0　　　　　96．6

Q，512　　　　1，231　　　▲　　0．2　　　　　99．510，062　　　　3，804　　　　　　0．6　　　　　97．5

1989
貨　　物　　船
禔@　送　　船　計

5，891　　　　2，469　　　　　　1，0

Q，359　　　　1，141　　　▲　　1，98，250　　　　3，610　　　　　　0．1

1，176　　　　　　　57　　　▲　12．3

S2　　　3　▲25．0
P，2工8　　　　　　　60　　　▲　13．0

7，067　　　2，526　　　　　0．6　　　　97．7
Q，401　　　　1，144　　　▲　　1．9　　　　　99．79，468　　　3，670　　▲　　0．2　　　　98．4

1990
貨　　物　　船
禔@　送．船

@計

5，881　　　2，507　　　　　1，5

Q，298　　　　1，135　　　▲　　0．5

W，179　　　　3、642　　　　　　0．9

1，627　　　　　　　50　　　▲　12，3

R6　　　3　　　－
P，663　　　　　　　53　　　▲　11．7

7，5D8　　　2，558　　　　　1．3　　　　98．02，334　　　　1，138　　　▲　　G．5　　　　　99．7

X，842　　　　3，696　　　　　　0．7　　　　　98，5

1991
貨　　物　　船
禔@　送　　船

@計

4，515　　　1，554　　▲38，02，308　　　1，ユ46　　　　　工，0

U，823　　　　2，700　　　▲　25．9

1，060　　　　　　　45　　　▲　10．0

R1　　　2　▲33．3
P，091　　　　　　　47　　　▲　11，3

5，575　　　　1，599　　　▲　37．5　　　　　97．22，339　　　　1，148　　　　　　0．9　　　　　99，8

V，914　　　　2，747　　　▲　25．7　　　　　98．3

（注）　①各年とも3月末現在。②貨物船には外航および港運併用分を含む。なお1975年3月末より台船を含む。③油送船には沖縄

　　　復帰にかかわる石油製品用許認可船を含まない。④塩および原油の二次輸送船は含まない。⑤比率は総トン数による。

19・国内輸送機関別輸送状況

輸　送 量（百万トン） 輸送トンキロ（億万トンキロ）
年　月

内航海運 鉄　　道 自動車 国内航空 計 内航海運 鉄　　道 自動車 国内航空 計

1983年度 438 121
5，123 0．44 5，683 2，007 276

1，935
4

4，223

1984年度 439 109
5，14G D．49 5，690 2，069 234

1，998
4

4，306

1985年度 452 99
5，048 0．54 5，6DO 2，058 221

2，059
5

4，344

1986年度 441 90
4，969 0．60 5，500 1，980 206

2，161
6

4，352

1987年度 463 83
5，046 0．70 5，593 2，014 206

2，241
6

4，466

1988年度 493 82
5，579 0．80 6，155 2，126 235

2，461
7

4，829

1989年度 538 83
5，888 0．80 6，510 2，247 251

2，629
8

5，135

1990年度 575 87
6，114 0．87 6，777 2，446 272

2，742
8

5，468

（注）　運輸省「運輸白書」による。

20・内航海運の主要品目別輸送実績

輸　　　送　　　量 輸送トンキロ
品　目　別 1989年度 1990年度 1989年度 1990年度

千トン 構成比 千トン 構成比 百万トン
L　　　ロ 構成比 百万トン

L　　　ロ
構成比

石　　　　日
焉@　　　　属

�熨ｮ鉱物
ｻ利・砂・石材セ　メ　ン　ト

ﾎ　油　製　品
@　　　　械

15，127
U5，912

W2，074

W5，333
T2，923
P36，870
P2，575

3．4

P4．6

P8．2

P8．9

P1．7

R0．4

Q．8

12，414

U4，284
X0，560

X0，965

T3，916

P43，773
P3，761

2．6

P3．7

P9．3

P9．4

P1．5

R0．6

Q．9

7，978
R6，188
R9，533

P0，921
Q7，351

S9，631

V，706

4．4

Q0．2

Q2．0

U．1

P5．3

Q7．7

S．3

7，149

R5，205
S7，121

P1，205

Q8，078

T4，284
W，859

3．7

P8．3

Q4．6

T．8

P4．7

Q8．3

S．6

合　　　　　計 450，814 100．0 469，673 100．0 179，308 100．0 191，901 100．0

（注）　運輸省運輸政策局情報管理部「内航船舶輸送統計年報」による。
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編　集　後　記

　やや旧聞に属するが、瀬島龍三

氏の講演を聞く機会があった。席

上、同氏はあたかも遠い彼方に目

を遊ばせているような感じで、軽

く宙を見ながら、とつとつと「来

るべき21世紀においても、海運・

陸運・航空の輸送機能は日本にと

って従来にも増して致命的に重要

な役割を果たすでしょう」と言わ

れたので、私は軽薄にもいささか

うれしくなってしまった。

　いわゆる「海運の重要性」につ

いては私たちは海運人として日常

的に自覚（自賛？）しているが、

同氏の場合はそうした物流の観点

と同時に国家防衛といった戦略的

な観点も含まれているようである。

このあたりの感覚は地理学と政治

学・軍事力を結びつけた地政学（ゲ

オポリティクス）に通ずるものが

あるのかもしれない。

　地政学はナチスドイツが他国侵

略の口実に使ったため、いわゆる

「悪の政治学」といわれ、悪名が

高い。ときおり週刊誌等の格好の

ネタになってセンセーショナルに

扱われることがある。かつてレー

ガン前大統領がソ連邦を「悪の帝

国」と．呼んだのは、ソ連邦の絶え

間ない膨張主義がナチスドイツを

思い起こさせるような地政学の権

化に見えたからであろう。

　ところがソ連邦崩壊による冷戦

体制終了のため（イラクの野望と

いったハプニングは除き）、世界の

軍事的な緊張が緩和しはじめてい

る。このため最近は地政学に加え

て地経学（ゲオエコノミックス）

がいわれはじめているという。こ

れは地理学＋政治学・軍事力にか

えて地理学＋政治学・経済力をい

うもののようで、米国あたりでは

地経学上の仮想敵国として日本を

想定しているようである。

　．このままでは日本が世界経済上

の悪役にされ、世界の孤児になり

そうで心配である。当たり前のこ

とだが輸送手段は物理的時間・心

理的隔たりを短縮する。地球の心

理的な大きさ・隔たりは輸送手段

の大量化・高速化によって年々縮

小している。

　わが日本海運も地理学＋輸送力

の地輸学（筆者の勝手な造語）で

世界の融和に貢献したいものであ

る。

飯野海運

総務部副部長

貞苅　　紳

i
1
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1992平成4年4月20日発行　毎月1回20日発行1N6381昭和47年3月8日第3種郵便物認可）三編冨、一謬錫顧　　　し．「　　　　　　グで社団法人．月本船主協会船協月報1992．．．ｶ　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　転，．賜欝》懸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’．．魅塁罫：r避灘・鋸賦錘・．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　難i塁；霧素：轟　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．一響霧島饗騨遡駿梶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一．　，．，．．讐．騒欝1量藷謹　　　　　　　　　　　　　　　　．ム．、平成4年3月に竣工した本船は、り、中東から日本向けの原油輸送に従事している。タンカー「コスモ　プレアデス」　13万L501鮮、23万8」70％　　　　　　日本・フィーJピン混乗の新マルシップであ船協月報　平成4年4月号14　月　号　目　次　タンカーの構造規制問題の決着に思う　一…贔奮犠罎蟻瀟醤謬妻　苅野　　照・一…・3巻頭言　1．IMOにおけるタンカーの構造規制に関する審議模様　・一・一………………4　2．平成4年度船舶保険料率改定交渉…・……一……一・……・…一・一…・・一・………一6海運界の動き　今後の内航海運対策のあり方について………醤萬謀霧謹蒲漂唇　後藤　洋志・・……・9　　　一海運造船合理化審議会答申の概要一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2へ寄　稿　セメントの需給動向と今後の見通し一………・・奪メ務ント理田田小野川文一・・…17寄　稿　　1．無線通信士の資格・配乗に関する無線通信規則の改正…………・・……………・・……・…・…25　　2。IMO第23回STW（訓練および当直基準）小委員会の審議模様…・……………・・…………26　　3．平成4年度船員災害防止実施計画…・一…・……・・・…………一…・……・……………一………27　　4．20条問題小委員会の審議模様……一…・・……・・……・…一・一…・……・・…・…・・……・……・・…33　　5．第43回海上安全船員教育審議会水先部会の審議模様・…………・……・………・……一・……34　　6．1991年の世界海上荷動き量と92年初の世界船腹量一・・…・・・……………………一・・……・・37内外情報．（、　3打席3球3三振の思い出・・……・・…・……・…・・…ナビックスライン相談役加地孝義……・・42随　想海運雑学ゼミナール　第25回・・……………………………・・…・…………………………・・……・…・44海運日誌（3月）…・……・・…・…………・……・・・……・…・・・…　　　　　　　　　　…・・…・……………・・………46船協だより（会議日誌・その他）………・・・……・・…………　　　　　　　　　…・…・………・・………・……・47海運統計…・・…………………・…………編集後記・…・……・・……・・……・………・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・@　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　一・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　55……・・………・……・・@　　　　　　　　　　　　…・…L…・…・………・・…　・…68タンカーの構造規制問題の決着に思う贔臨細評題画苅野照直濫箔　海運・石油・造船関係者が、重大関心を寄せていた、タンカーの構造規制問題に国際的な決着がつけられた。　すなわち、海洋汚染防止条約の関連規則を改正し、1993年7月6日以降契約の5，000重量トン以上の新造船は、二重船下にすること、既存船は、1995年7月6日以降船舶検査を強化するとともに、シングル構造のものは、船齢25年、一定の措置を講じているものは、船齢30年以降に二重旧殻とすることが、その骨子である。　　　　　　　　　　　　　う　よ　国際的合意までの約1年間、迂余曲折があって、われわれも、都度その対応に迫られ苦慮したが、この結果については、十分妥当な内容であると評価でき、また、わが国の官民一体となった活動｝こより、われわれの主張してきた方向に終着しえたことに満足していると同時に、関係者の努力に感謝している。　思い起こせば、1989年3月に、エクソン・バルディス号がアラスカ沖で座礁し、大量の油流出事故を起こしたことが、この問題の始まりである。　その直後に開催のアルシュサミットで環境問題として討議され、国際海事機関（IMO）は、油濁防止に関する行動計画を提示するよう要請された。　IMOは、直ちに検討に着手し、次の2件の決議を採択した。�@大規模油汚染事故時に関係国が協力して　油処理を早期、かつ効果的に実施するため　の国際条約を締結すること。�A油汚染を防止するために、関係諸条約の　批准国を増加させること、事故調査結果を　分析して、人的要因、船体構造等について　検討すること。　既に、事故時の国際協力条約は締結され、各国の批准待ちであるから、今回の構造規制問題とあわせ、IMOの行動計画は、2大目標の完了に近づきつつある。　ここで、気掛かりなことは、本問題に対する米国政府の反応である。既に制定されたOUPollution　Act　90法を今回の国際合意に沿って改正し、一国独自の規制を排するよう英断を望みたい。　また、忘れてならないことは、�@エクソン・バルディス号の大量油流出事　故はもちろんのこと、過去の油流出事故の　大半は、ヒューマンエラーに起因している　ことから、優秀な船員の確保、育成になお　一層の努力を払い、船舶の安全性を高める　こと。�Aシングル構造のままでの使用限度が、船　齢25年〜30年に規制されたが、現在、世界　的にスクラップ能力が不足しており、これ　らの設備を国際協調のもとに充実すること。である。　以上の2点が達成されてこそ、今回の構造規制が、より効果的なものとなろう。　環境保護の実効を期すのは、われわれの責務であるわけで、まず、経営の基本である安全運航、事故防止の徹底を、改めて図らねばならない。船協月報　平成4年4月号3海運界の動き・テ．?ﾖ欝饗．・．▲航行中のタンカー1，IMOにおけるタンカーの構造規制に関する審議模様　1989年3月、米国アラスカ州バルディス沖で発生したエクソン・バルディス号の油濁事故を契機として、米国は1990年8月OIL　POLLU−TION　ACT　OF　1990を公布し、すべての油タンカーに対し二重船脚要件の適用を義務付けた。　一方、1989年7月に開催されたアルシュサミットでは、世界各国に対し海洋汚染防止に関する国際条約への加盟と完全履行を求めるとともに、IMO（国際海事機関）が、本問題に対する具体案を提示するよう求める旨の宣言を採択した。これを受けてIMOにおいても、同年10月に開催された第16回総会において、船舶による海洋汚染の防止対策を検討することを内容とする総会決議を採択し、MEPC（海洋環境保護委員会〉を中心に中間作業部会、非公式会合を含め数次にわたり審議が行われてきた。1992年3月2日から6日までロンドンで開催された第32回MEPCにおいてようやく合意が得られ、タンカーに対する構造基準の強化を図るMARPOL条約（海洋汚染防止条約）の改正が採択された。　同改正は、MARPOL条約の付属書1（油の汚染の防止のための規則）のなかに、新造船関係として13F規則、現存船関係として13G規則をそれぞれ新設するもので、規則の概要は以下のとおりである64（1）新造油タンカー（13F規則）関係　�@　新造船の定義　　（a）1993年7月6日以降に建造契約が締結　　　される船舶、または　　（b）建造契約がない場合には、1994年1月　　　6日以降にキールが据え付けられる船舶、　　　または　　（c）1996年7月6日以降に引き渡しが行わ　　　れる船舶、または　　（d）（a）、（b＞、（c）の年月日以降に大改造の契　　　約、着工、完工が行われるタンカーは、　　　新造船扱いとする。　�A適用および構造　　（a＞600％未満の油タンカー　　　　非適用　　（b）600％以上、5，000％未満の油タンカー　　　　二重船底（高さは�梶杜以上、ただし　　　0．76m以上）および各タンクの容量制限　　　700nf以下、または二重船側（幅は0．4＋　　　　　　　％　　　　　　　　　m以上、ただし0．76m以上）　　　2．4×　　　　　　20，000　　　（注船の幅　　（c）5，000％以上の油タンカー　　　　二重船底（高さは％mまたは2mの小　　　さい方の値以上、ただし1m以上）およ　　　　　　　　　　　　　　　％　　　び二重船側（幅は0．5十　　　　　　　　　　　　　　　　　mまたは2　　　　　　　　　　　　　　20，000　　　　　　　　　　船協月報　平成4年4月号〔．1．IMOにおけるタンカーの構造規制に関する審議模様2．平成4年度船舶保険料率改定交渉　　　mの小さい方の値以上、ただし11n以上）．�B　代替構造　　　中間甲板付二重船側構造タンカーは、二　　重船殻構造タンカーと同等と認められ規則　　化された。（2）現存油タンカー（13G規則）関係　�@適　用　　　2万％以上の原油タンカーおよび3万％　　以上の精製油タンカーに適用する。　�A　適用期日猶予　　（a）PRE−MARPOL船（EE、　EN船）　　　　建造後25年まで、13F規則の適用を猶予　　　する。　　　　ただし、30％以上二重船底、または30　　　％以上二重船側が確保されれぽ（または、　　　改造すれば）30年まで、適用を猶予する。　　（b）POST−MARPOL船（NN船）　　　　無条件で建造後30年まで、13F規則の適　　　用を猶予する。　�B検査強化　　（a）IMOのガイドライン｝こ基づき検査の内　　　容を強化する。　　（b＞船齢5年以上のタンカーは検査レポー　　　トを船上に備えつける。（3｝新規則の発効　　新規則は、1993年1月6日までに締約国か　ら一定数の反対通告がない限り受諾されたと　みなし、1993年7月6日に発効する。ただし　現存船に対する規定は、2年の猶予期間が設船協月報平成4年4月号定され、1995年7月6日から適用される。　また、新規則の採択に伴い、スクラップ問題の重要性が認識され、わが国の提案にもとづき、各国が施設の確保、技術協力等に積極的に取り組むことなどを勧告するMEPC決議が採択された。　今後引き続き、下記のガイドラインの作成のため審議が行われる予定であるが、これらのガイドラインに関しても合理的な内容となるよう検討を進める必要がある。�@二重船殻構造の代替構造評価�A現存船の検査強化の方法�B現存船の構造および運航上の代替措置（例　えばハイドロ・バランス）　今回のタンカー構造問題について、当協会は、特に現存船の使用年限を24年＋αとする基本方針で運輸省当局に働きかけるとともに、数回にわたるIMOの審議に参加してきたが、わが国を含む5力国共同提案であるPRE・MARPOL船24年、　POST−MARPOL船26年がベースとなって13G規則が採択されたものであり、当協会の主張が十分反映された内容となっている。　なお、本会合には、当協会から、山名俊茂工務委員会委員（大阪商船三井船舶）、田中洋彦タンカー部会幹事会幹事（ナビックスライン）、臼居勲常務理事および赤塚宏一欧州地区事務局長がそれぞれ出席した。52．平成4年度船舶保険料率改定交渉　当協会は、例年、日本船舶保険連盟（以下、船連）との船舶保険料率・条件の改定交渉に資するため、会員会社を対象に前暦年（1月1日〜12月31日）における船舶普通保険期間保険成績の調査を行っている。（表1〜4参照）　それによると、平成3年12月31日現在｝こおいては、当協会会員会社167社のうち147社から回答があり、調査対象船を保有もしくは運航しているのは123社であった。　この調査による付保船舶の合計は980隻、3，135万2，000総トン、保険料総額は101億4，600万円（対前年比約8．5％増）、填補金総額は119億　　　　　　　　　　　　当協会会員会社の1991年船舶保険成績表【表1】1991年（91．1．1〜91．12．31）の成績対　象　船　舶構　　成　　比（％）船　種　別会社数隻　数：千総トン保険料総額i百万円）填補金総額i百万円〉損害率@（％〉総トン数：保険料：填補金　　　　　　　　｛貨物船類　　95i　85）　66。116，667　　　　：（　597）：（15，702）　　　　1　6，137i5，605）　8，636i6，444）140．71i114．98）油送船類　　49i　44）　320：14．685　　　　レi　276）i（14，314＞　4，009i3，746）　3，320i4，706）　82．82i125．62）　46．8　　：　　　39．5　　：　　　27．8　　　　：　　　　　：i　　47．7）　…（　　40．1）　i（　　42．2）合　　計　　123i　108）　　980t31β52　　　　：i　873＞i（30，016）10，146i9，351）11，956i11，150）117．84i119．24）100．01100．01100．0　　　　　　　　：　　　　：　　　　幽　　　　　　　　　　　　　　　　　　1i100，0）1（ユ00．0）：（100，0）（注）1．　本調査は、1991年暦年中の付保船舶の保険成績につき、同年末現在の会員会社167社のうち、回答のあった会　　　社数：147社（内、該当あり：123社、該当なし：24社）を集計したものである。　　　2．　集計船舶は期中移動（竣工・買醸造による途中付保、宝船・スクラップ等による途中解約、会社相互間の売　　　買等〉があるため、隻数・総トン数は実数ヒは合致していない。　　　3．　填補金総額には見積もり額を含む。　　　4．　（）内の数字は1990年暦年分のものである。　　　5．　四捨五入の関係で末尾の合計が合わない場合がある。【表2】過去5年間（1987〜1991）の成績対　象　船　舶対前年比増減率（％）暦　年会社数　　　1ﾇ　数1千総トン@　　2尊覧料総額i百万円）填補金総額k百万円）損害率@（％〉過去5年間ﾌ損害率　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　幽鴻gン数保険料：填補金@　　　i　　　　　i1987年P988年P989年P990年P991年136P30P19P08P231，141…36，624　　　11，060：34，531X95i32，3Q7@873130，016　　　1　980：31，352　　　旨14，493P2，524PQ，743X，351P0，1468，587V，014W，833P1，15GP1，95659．25T6．00W2．22P19．24P17．8449．32S9．92T6．G5U7．31@一一1．7　：　一ユ0．3　1　−19．3　　　1　　　　　：一5．7　：　一13．6　：　一18，3|6．4　…　一14．2　…　　　25．9−7．1…一13．oi　26．24・5i　8・5i　7・25力年合計i年平均）616P235，049：164，830　　　：P，010132，96657，257P1，45147，540X，50883．03@一＝　1　　　　　：一　1　　　一　：　　　一黶@：　　　＿　：　　　一　I　　　　　　　　　　　　　　　　　I（注）1．過去5年間の損害率は、当該年を最終年とした過去5力年間の損害率である。　　2．　四捨五入の関係で末尾の合計が合わない場合がある。6船協月報　平成4年4月号【表31船種別内訳対　象　船　舶対前年比増減率船　　　　種会社数隻数i千総トン　　　　…保険料総額i百万円）填補金総額k百万円）損害率@（％〉　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　＝鴻gン数：保険料：填補金@　　　i　　　　i貨　　物　　船　　類コンテナ船ｩ動車専用船齡ﾊ貨物船ｻの他専用船　16i12）@27i27）@45i42）@59i55）　　8312β45　　　　1（　66）：（2，310）@ユ04i2，213（100）…（2，089）@140i　889i125）：（　920）　　　　：　333110，721i3G6＞1（10，383）　　　　1　　727i　650）@　958i　860）@　806i　782）@3．647i3，313＞　　849i　664）@1，053i1，061＞@　520i　542）@6，214i4，178）116．80i102，2G）P09．97i123．28）@64．51i69．40）､70．40i126．08＞　9．11　7．21　7．1　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　1i　　7．7）　：（　　7．0）　：（　　6．0）A1：1，i、1：1，i、1：1、小　　　　計　95i85＞　66G…16，667i597）：（15，702）　　　　1　6，137i5，605）　8，636i6，444）140．71i1ユ4．98）　53．2　　：　　60．5　　：　　72，2i52，3）i（59．9）i（57・8）油送船類油　送　船ﾁ殊タンカー　39i39）@31k27）　224：12，791　　　　1（212）1（12．553）@　96iL894　　64）1（1．762＞（　2，758i2，567）@1．251i1」79）　2，360i2，742＞@　96GiL964）　85．57i106．81）@76．75i166．58）　40．8　　1　　27．2　　：　　19．7　　　　1　　　　　　　　　　　　　1i　41．8）　1（　27．5）　：（　24．6）小　　　　計　49i44）　320i14，685（276）i（14β14）　4，009i3，746）　3，320i4、706）　82．82i125．62）合　　　　計　123i108＞　980…31β52（873）…（30，016）10，146i9，351）王1，956i11，150）117．84i119．24）100．Oi100．Oi100．0i100．0）i（100．0）…（100，0）（注）1．　　2．　　3．損害率は保険料総額と填補金総額を千円単位で算出したものである。（）内の数字は1990年暦年分のものである。四捨五入の関係で末尾の合計が合わない場合がある。【表4】大型船の成績対　象　船　舶対前年比増減率区　　　　　　分隻数…下総トン　　　1保険料総額i百万円）填補金総額i百万円）損害率@（％）　　　1　　　　　　　　　　　　　1鴻gン数1保険料：填補金　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　I2万％以上貨物船類�送船類ｯ　　計　286…14，147@261）《13β66）（　161i14．348（162）1（14，l13＞S47i28，496（423＞1（27，479）　3，751i3．598）@3，399i3，375）@7，150i6，974）　5，335i3，969）@2，834i4，476）@8，168i8，445）142．23i110．29）@83．36i132．60＞P14．24i121．09）　49．7　　：　　52，5　　：　　65．3　　　1　　　　　　　　　　　　　1（　48．6）　：（　51．6）　：（　47．0）@50．4　　1　　47．5　i　　34，7（　51．4）　；（　48．4）　1（　53．0）　　　1　　　　：1GO．01100．0：　　　　　　　　100．0（100．0＞：（100，0）：（100．0＞5．5万％@　以上貨物船類�送船潮�　　計　　　…@　84；7，248i81）…（7，104）A1翻：lll，　183i18．874　177）1（18，410＞（　1，530i1，534）@2，551i2，592＞@4，081k4，126）　3，119iLO11）@　938i1，874）@4，057i2，885）203．85i65．89）@36．75i72，30＞@99．40i69．92）　　　i　　　　旨@38，4　　1　　37．5　　：　　76．9i　38．6）　…（　37，2）　…（　35．0＞@61．6　1　　62．5　i　　23．1（　61．4）　：（　62．8）　：（　65．0）P・・，・i…．・i1・・．・（100．0）1（100．0＞1（100．0）123注（損害率は保険料総額と填補金総額を千円単位で算出したものである。（）内の数字は1990年暦年分のものである。四捨五入の関係で末尾の合計が合わない場合がある。船協月報平成4年4月号75，5QO万円（対前年比約72％増）となり、平成3年単年における過去損害率は117．84％となった。また同年を最終年とする過去5力年間の平均損害率は83．03％となった。　これらの損害率を平成2年の調査結果と比較すると、単年で1．4ポイントの良化となったものの5力年の平均損害率は15．72ポイントの大幅な悪化となった。これを船種別に見てみると、貨物船類は平成2年に比し、25．73ポイント、一方、油送船類は42．8ポイントの良化となった。　また船連の調査（92年3月未現在）においては、89保険年度は102．39％、90保険年度：105．96％、また91保険年度は1st（91年4月〜92年3月末）ベースで既に92％と、3年連続して100％を超える損害率になることが確実視されるに至った。　この原因として、船連は、�@87年以降4年間で合計123億円に上る大幅な保険料の引き下げを実施したこと、�A衝突、沈没等によるヘビークレーム事故が近年、特に頻発したこと、�Bインフレ等による修繕費、救助費の値上がりに起因して支払い保険金が増加したことを挙げている。　さらに船連は、これらは構造的なものであり、従って保険料率の是正のためには、大幅な引き上げ以外に改善の方策はないことを強調し、本年1月31日、総額49億1，300万円の保険料引き上げを主な内容とする措置を要請した。　これに対して、当協会は、保険料の大幅な引き上げは船社経営を大きく圧迫するものであり、かっこれまで両業界が志向してきた長期的／安定的な保険制度に逆行するものであり、到底受け入れられないと主張し、交渉は難航した。　その後、数次にわたって交渉を行った結果、さる3月17日、船連より総額28億9，400万円の保8険料の引き上げを主な内容とする修正提案があり、当協会としても、これ以上交渉を継続することによる改善の余地はないと判断し、最終的に妥結することとした。その主な内容は以下のとおりである。　なお、従来、当協会が保険商品の多様化の観点から要望していたITC（英国協会期間建て約款）条件下におけるDEDUCTIBLE（基礎控除額）の設定枠の拡大について、船連より既設定の1，000万円に加え、新たに700万円による引き受けの道を開く旨の回答があった。　今回の交渉が難航した大きな理由は保険成績の悪化であり、長期的安定的な保険料率水準を得るには、船主の海難事故の防止努力、すなわち安全運航に対する配慮が強く求められるとともに修繕費等を安易に保険に依存する傾向を是正する必要があろう。船連との主な妥結内容1．保険料率の改定�@全般的料率の引き上げ�A第6種、ITC条件等割り増し料率の引き　上げ�B船齢割り増しの引き上げ�C特定船種の料率引き上げ�D　外国籍混乗船の料率引き上げ2．引き受け条件の改定�@第6種条件および修繕費追加担保の免責　　金額の引き上げ�A5力年通算損害率が一定パーセント以上　　の契約者に対する引き受け条件の改定　�BITC条件のDEDUCTIBLE700万円の新　　規設定船協月報　平成4年4月号今後の内航海運対策のあり方について海運造船合理化審議会答申の概要運輸省海上交通局国内貨物課補佐官後　藤　洋　志1．序　平成4年3月9日海運造船合理化審議会は、運輸大臣に対して今後の内航海運対策のあり方について答申を行った。2．背　景　わが国の内航海運業は、従来より中小事業者が大部分を占め、企業体質がぜい弱であり、また、慢性的に過剰船腹をかかえてきたため、長期間にわたって不況に苦しんできた。このため、昭和39年目は内航海運業法、内航海運組合法が制定され、これらに基づき適正船腹量、最高限度量制度、標準運賃制度、昭和42年度以降導入された事業許可制、船腹調整等を手段とする構造改善対策が実施され一定の成果を上げたが、昭和50年代に入り産業構造が素材型産業から加工組立型産業へとその比重を移したことなどにともない、その輸送需要は低迷を続けてきた。　しかしながら、近年の内需拡大等の影響により、最近は景気の減速感があるものの、昭和62年度以降平成2年度まで内航輸送量は引き続き増加してきた。このため、最近は景気の減速感があるものの、最近の内航船腹量はひつ迫状況船協月報　平成4年4月号を示しており、油送船、自動車専用船といった一部門船舶については当面ひつ迫傾向が続くものと予想される。　また、最近トラック輸送をめぐる労働力不足、道路混雑、環境問題が深刻化していることから、特に幹線貨物輸送の分野においてトラック輸送を海運、鉄道へ転換するモーダルシフトの社会的要請が高まっており、今後国内物流において内航海運の果たすべき役割は一層増大することが予想される。　内航海運をめぐる状況がこのように大きく変化する中で、近年、新行革審、産業界、公正取引委員会等より、内航海運業の構造改善を図るため内航海運組合法に基づき実施されている船腹調整に対する批判が強まってきた。　このように内航海運をめぐる環境が大きく変化する中で、船腹調整に関して早急にその運用面、制度のあり方について、今後の経済情勢を的確に反映し、輸送ニーズに円滑に対応しうるよう全面的な見直しを行う必要が生じてきた。　一方で、内航海運業界はいまだに中小事業者が大部分を占めており、その企業体質はぜい弱であり、昭和59年度、平成元年度に内航海運業の構造改善のための指針を策定し、これらに基9つく施策を推進してきたが、いまだその構造改善が達成されたとは到底いえない状況にあるため、現下の諸状況を踏まえ新たな観点から引き続き構造改善対策等を講じていく必要がある。中でも近年の労働力不足問題は、船員の分野においても極めて深刻であり、特に中小事業者が大部分を占める内航海運業では船員の確保は容易ではなく、このまま放置すれば船員不足が安定輸送の阻害要因となる可能性がある。このため、内航海運事業者においても荷主等の協力を得つつ、労働時間の短縮、内航船舶の近代化等船員確保のための措置を講ずる必要がある。さらに、情報化の推進、1990年代後半に実用化が予定されているテクノスーパーライナーへの対応等内航海運業の中長期的課題についても認識を深めておくことが望ましい。　このような背景を踏まえ平成4年1月31日海運造船合理化審議会に対して、本格的な内航海運対策にかかわるものとしては26年ぶりに諮問が行われ、合計5回の活発な審議をへて、同年3月9日に答申が行われた。3．答申の概要　答申の構成、内容を見ると、まず「1．はじめに」において、内航海運の役割、業態、従来の内航海運対策についての評価を行っている。すなわち、わが国の内航海運業は、産業基礎物資輸送の大半を担い、わが国経済の発展のために重要な役割を果たしてきたものの、企業体質がぜい弱であり、また慢性的に過剰船腹をかかえ、不安定な経営状況に置かれてきた。　このような内航海運業の構造改善を図るため、10内航海運業法、内航海運組合法が制定され、また、事業許可制が導入され、これらに基づき適正船腹量、最高限度量制度、標準運賃制度、船腹調整制度等を手段とする構造改善対策が実施され、最近10年間でみると事業者数は約1，700減少、一杯船主比率はパーセントにして20ポイント減少するとともに、平均船型は170トン増加するなど、現在に至るまで事業者数の適正化、経営基盤の強化、過剰船腹の解消、老朽不経済船の解撤促進など一定の成果を上げてきたものと考えられる。しかしながら、同時に近年の輸送需要の増大の中での船腹需給のひつ迫傾向等を受けた船腹調整制度に対する批判を踏まえ、長期にわたる船腹調整制度等への依存が、内航海運業の発展にとってマイナス要因となっている面も否定できないとの認識がある。　次に、「2．内航海運をめぐる現状と課題」においては、現在、内航海運が置かれている状況を踏まえ、次の三つの課題を整理した。ω　ぜい弱な企業体質と船員不足問題　最近一部では、コンテナ船、RORO船等大型近代化船の建造も増加しつつあるものの、依然として中小企業者が大部分を占め企業体質がぜい弱であり、また老朽不経済船が多数を占めるなど、いまだに構造改善が達成されたとはいえない状況にある。ちなみに、個人および資本金1，000万円未満の事業者のシェアが63％、一杯船主数のシェアが59％、老朽・不経済船の比率は64％にも達している。　また、船員不足の深刻化は、このまま推移すると産業基礎物資等の安定輸送に支障が生じることが懸念されている。特に、船員の養成は、船協月報平成4年4月号船舶航行の安全確保等を図るため、他の従業員と比べ時間がかかる場合が多いことから、長期的な視点にたった対策が必要である。�A　輸送需要の動向と船腹不足　近年の内需拡大の影響を受け内航輸送量は昭和62年度以降平成2年度まで連続して増加した。このため、景気は減速しっっあるものの、近年の内航船舶の需給はひつ迫状況を示しており、さらに平成3〜7年度適正船腹量によれば、油送船、自動車輸送専用船といった一部の船舶については現有船腹量と比較すると中期的にもひつ迫傾向が続くものと予想されている。�G　モーダルシフトの推進　近年、トラック輸送をめぐる労働力不足、道路混雑、環境問題が深刻化していることから、特に幹線貨物輸送の分野においてトラック輸送を海運、鉄道へ転換するモーダルシフトの社会的要請が高まっており、今後国内物流において内航海運の果たすべき役割は一層増大することが予想される。　「3．これからの内航海運対策」においては、前述の内航海運をとりまく状況を整理した後、まず、今後の内航海運対策のあり方について、次のような基本的な認識を明らかにしている。　q）基本的認識　　内航海運をめぐる現状および課題を踏まえ　ると、これまでの過剰船腹、中小零細事業者　対策を中心とした内航海運対策から、内航海　運が経済社会情勢に的確に対応し基幹的な国　内貨物輸送機関として適切な役割を果たすこ　とにより、経済社会の発展に積極的に寄与す船協月報　平成4年4月号るよう、次の観点からの新たな内航海運対策に重点を移していく必要がある。�@船員確保対策等新たな視点を加えた構　　造改善対策等の推進�A今後の経済情勢の進展に対応した安定　　輸送の確保　�Bトラックから海運へのモーダルシフト　　の社会的要請への対応　ここで、�@については従来の対策の充実拡大という意味合いがあるが、�A、�Bについては、従前明確には示されていなかったものであり、内航海運にかかわる広い意味での前進的な対策であると考えている。　このような意味を持つ基本的認識を受けた具体的対策として、まず上記�@に対応するものとして、以下の項目を揚げた。（a＞内航海運業の体質強化　イ．内航海運業の体質強化については、特　　に集約・合併促進のための船腹調整上の　　配慮については、従前その対象が生業的　　オーナーのみであったものを、一定規模　　以下の事業者すべてを対象とすることに　　より、集約・合併の促進が期待できると　　考えられる。　　　現在、日本内航海運組合総連合会にお　　いて実施している転廃業助成金制度、集　　約・合併給付金制度の拡大、充実を図る　　とともに、小規模事業者の集約・合併を　　促進するよう船腹調整上の配慮について　　も検討することとした。　ロ．船舶整備公団の共有建造制度について、　　日本内航海運組合総連合会において事業11　の構造改善を推進する視点も踏まえた共　有建造制度に対する必要な協調措置を検　討するなど、その充実、強化を図る必要　がある。現在、日本内航海運組合総連合　会は、船舶整備公団の共有建造制度利用　者に対し一定の条件の下で利子補給を行　　っているが、特に集約・合併をともなう　　ような場合には、さらなる支援措置が考　　えられよう。ハ．事業者の共同活動の中心となる内航海　　運組合について、事業の構造改善推進の　　ための主要な役割を果たすことができる　　よう速やかにその充実を図る必要があり、　　特に、日本内航海運組合総連合会につい　　ては事業の構造改善推進の中心的役割を　　果たす必要があることから、早急に事務　　局体制および機能の充実、強化を図る必　　要がある。　　　なお、その際運輸省および地方運輸局　　はその構造改善担当窓口を通じ、適切な　　指導を行うべきである。　　　経済、社会情勢がめまぐるしく変化す　　る中で、企業体質がぜい弱な内航海運業　　の発展を図るためには、このような事業　　者団体の充実・強化を速やかに行う必要　　があると考える。（b）船員確保対策　　近年、内航海運における船員不足が深刻　になりつつあり、このままの状況で推移す　れば船員不足により安定輸送の確保やトラ　ックから海運へのモーダルシフトの推進に　支障を生じるおそれがある。12　このため、船員不足問題を内航海運における構造的な問題として認識し、厳しい船員労働の実態を踏まえ、早急に船員の労働条件。労働環境の改善、内航海運・船員職業のイメージアップ等船員確保対策を講ずる必要がある。　船員の労働条件の改善を図るため、内航海運事業者は荷主からの協力を得つつ、労働時間の短縮に合わせた船員の勤務形態の改善等を早急に実施するとともに、行政においても引き続き関係法令等の遵守を徹底する等の方策を講じる必要がある。　　また、船員の労働環境を改善するため、内航海運事業者は船舶の大型化・近代化を推進するとともに荷主からの協力を得つつ、船員労働の軽減および必要な陸上支援方策　を早急に実施し、また、内航船舶｝こおける設備の近代化、自動化による安全性の向上、省力化、船員居住環境の大幅な改善等内航船舶のイメージアップを図る必要がある。　　このような対策の推進に当たっては、日本内航海運組合総連合会等の事業者団体が中心となって積極的に取り組む必要があり、　また、同時に荷主の協力が必要であること　から、荷主、内航海運事業者、船員の代表　者等関係者をメンバーとし、運輸省海上技　翻転全局船員部を事務局とする「内航船員　不足問題を考える懇談会」を本年3月に設　賦したところであり、今後この場における　関係者を通じ、内航船員不足問題の解消策　の確立等が期待される。（c）荷主ニーズ、物流の効率化への対応船協月報　平成4年4月号　　荷主ニーズ、モーダルシフトの社会的要　請に対応するためには、内航海運事業者自　　らがマーケットリサーチを行い、これに基　づいた積極的な荷主開拓と荷主の要請に応　　じた航路、便数等のサービスを提供する努　力を行う必要がある。内航海運事業者自身　のイニシアチブによるこのような積極的な　事業展開は、国内物流におけるさらなる役　割の増大を通じ、企業体質の強化に結びつ　　くものである。　　今後は、内航海運事業者が自ら需要開拓　　に努めるとともに取扱事業者、トラック事　　業者と連携するなど、これまで以上に積極　　的な経営姿勢が強く期待される。（d）輸送にかかわるコスト負担の適正化　　　内航海運事業者は、そのほとんどが中小　　企業者であり、特定の荷主との取引によっ　　て経営が成立しているケースが多いことか　　ら、取引先荷主との関係を重視することと　　なり、内航海運事業者が荷主に対して輸送　　にかかわる適正なコスト負担を要請するこ　　とは必ずしも容易ではない。　　　今後は、安定輸送の前提となる企業体質　　の強化、船員の安定的な確保を図るために　　も事業者、荷主等間の理解をさらに一層深　　めることにより、適正運賃の収受を通じ内　　航海運事業者、荷主間の内航輸送にかかわ　　るコスト負担を適正化することが望まれる。　次に、前述のこれからの内航海運対策にかかわる基本的認識の�A、�Bに対応するものとして、今後の船腹調整制度の運用および制度のあり方について、その方向性を示している。船協月報　平成4年4月号　すなわち、船腹調整制度については、従来、過剰船腹の解消、老朽不経済船の解撤促進といった構造改善を推進する有効な手段であった。しかしながら、現状では、同制度への長期にわたる依存がかえって内航海運業の発展にとってマイナス要因となっている面も否定できない。また、一方で、中小零細事業者の経営は依然として同制度の存在を前提として成立している面もある。　このような点を総合的に勘案すると、中長期的には船腹調整制度への依存を解消しうるような事業体質の強化を図る必要がある一方で、現時点においては、内航海運業の健全な発展のため、構造改善の推進、船腹需給、経済情勢等に対応した同制度の機動的、弾力的運用の実施を前提として、当面制度の維持存続を図ることとし、これとともに以上のような認識の下に、近年の船腹需給のひつ迫傾向の中で、船腹調整制度が海運へのモーダルシフトの社会的要請、安定輸送の確保等の障害になることがないよう、以下の措置等を講ずる必要がある。　（a）当面の措置　　イ．海運へのモーダルシフトを推進するた　　　め、モーダルシフトに適合するコンテナ　　　船、RORO船および自動車輸送専用船に　　　ついて、特にモーダルシフトの効果が発　　　揮できる分野においては引当船なしの新　　　造が可能となるよう全面的な解撤猶予制　　　度を導入するとともに、これに準ずる分　　　野においては解撤猶予制度の拡大を図る。　　ロ．一般貨物船については、船腹需給の動　　　向、経済情勢等を勘案しつつ、安定輸送1314　を確保するため引当比率の引き下げ、老　齢船割増制度の拡大を図る。ハ．油送船については、当面船腹需給のひ　っ迫傾向が予想されるため、一層の引当　比率の引き下げ、解撤猶予制度の導入、　老齢船割増制度の拡大を図る。中でもケ　ミカル船については、国際的な要請に基　づくダブルハル化を速やかに推進する必　要があることから、当分の間引当船なし　の新造が可能となるよう解撤猶予制度を　導入する。二．鉄鋼等輸送について積荷保証を有する　船舶を建造する場合、一定の条件のもと　で船腹調整制度の運用を緩和することを　目的として、荷主、内航海運事業者にお　いて協議の場を設け、速やかに結論を得　る。ホ．産業廃棄物等運搬船等公共性が高く、　特定の目的に使用される船舶については、　引当船なしの新造を可能にする旨船腹調　整規程上明確に位置づける．へ．現行実施されている近海船等の内航臨　時投入について、船腹調整規程上明確に　位置づける。　　この趣旨を受け、日本内航海運組合総　連合会はモーダルシフトの推進等を踏ま　えた船腹調整制度の近年にない大幅な弾　力化を内容とする平成4年度内航海運対　策要綱を定め、速やかに実施に移したと　ころである。　　特にモーダルシフトに対応するコンテ　ナ船、RORO船、自動車専用船のうち、　　4，000％以上のものについては、ノースク　　ラップで新造が可能となったことは高く　　評価されよう。　　　さらに今後とも、経済情勢、船腹需給　　の動向等を勘案しつつ、次に示す中長期　　的な方針に向かって、船腹調整制度のさ　　らに一層の機動的、弾力的運用を図る必　　要がある。（b）中長期的な方針　　現行においても、経済情勢、船腹需給等　の動向に応じ、毎年船腹調整制度の運用方　針の見直しを継続的に実施してきたところ　であるが、中長期的には船腹調整制度への　依存を解消しうるよう、輸送秩序の維持、　安定輸送の確保を図りつつ、内航海運事業　者、荷主、政府が一体となって事業の構造　改善の推進による経営基盤の強化、労働力　の確保のための施策等を推進する必要があ　る。　　特に、モーダルシフト対象船種について　は、その社会的要請を踏まえ、また相対的　に経営基盤が安定している分野であると考　えられることから、今後海運へのモーダル　シフトの進捗状況等を勘案し、輸送秩序の　維持・安定輸送の確保を図りつつ、船腹調　整制度の対象外とする方向で検討すること　が求められている。　　従来より行革審等より船腹調整制度にか　かわる公的依存からの脱却を求められてき　たところであるが、ここでは一層明確に船　腹調整制度からの脱却を目指し必要な施策　を講ずることが求められている。船協月報平成4年4月号　「4．内航海運のニューフロンティア」においては関係者が、内航海運発展のため中長期的な観点から取り組むべき課題が取りまとめられている。これらの課題は短期的には内航海運業に大きな影響を及ぼすことはないと思われるが、その検討、推進のために多くの時間、コストを要する面もあるため現時点から認識を深めておく必要がある。（1）情報化の推進　内航海運業においては物流企業の中で相対的に情報化が遅れていると言われているが、輸送業務の効率化、荷主に対するサービスの向上を図るため、コンピューター等の導入による情報化をさらに推進する必要がある。特に、今後海運へのモーダルシフトを推進する上で、複数の輸送機関の特性を活かし、小口貨物の積み替えを行いながら輸送する複合一貫輸送に対応するためには、他の輸送機関、荷送人、荷受人、取扱事業者等と貨物に関する情報を効率的に交換することが必要である。このため、運輸省、事業者団体において実施した調査研究等を踏まえ、内航海運業における情報化を一層推進するとともに、関連業界の情報システムと円滑に接続する情報ネットワークシステムの構築について、さらに具体的な検討を行うことが望まれる。　日本内航海運組合総連合会は平成2年〜3年度にかけて「内航情報システムに関する調査研究」を実施し、このほど報告書を取りまとめたところである。、モーダルシフトの推進に際して情報化は必要不可欠なものであり、また、省人化、職場環境の改善にも資するものであるとこ船協月報　平成4年4月号うから、内航事業者は前述の報告書の内容を踏まえ、長期的な視点にたって情報化の必要性を認識しこの検討推進を図ることが望まれる。�A　テクノスーパーライナーへの対応　現在、技術開発の進められているテクノスーパーライナーが就航した場合には、貨物輸送に大きな変革をもたらすことが予想されるため、あらかじめテクノスーパーライナーの導入による内航貨物輸送の発展方策について検討を行う必要がある。　特に今後は、積荷の種類、量、輸送形態等、輸送ニーズを的確に把握するとともに、必要な港湾整備、陸上輸送とのネットワークのあり方等事業化に必要な調査・検討を本格的に実施する必要がある。　これを受けて運輸省は平成4年度より、テクノスーパーライナーにかかわる陸上輸送システム等に関する調査等を実施することとしている。　「5．内航海運のさらなる発展を目指して」においては今後の内航海運関係者の果たすべき役割等について取りまとめている。すなわち、上述したこれらの内航海運対策を実施していくためには、第一に内航海運事業者および事業者団体における積極的な努力が不可欠である。しかしながら、前述のごとく内航海運業はいまだに中小企業者がその大部分を占めており、企業体質がぜい弱であることを考慮すると、内航海運事業者た加え、荷主および行政の内航海運関係者が一体となった協力も必要であると考える。　内航海運業においては、企業基盤がぜい弱である一方で国内物流を担う基幹的な輸送機関と15して機能してきたため、従前より制度上船腹調整への依存が認められてきたところであるが、近年このような体質が内航海運業の発展にとってマイナス要因となっている面も否定できない。　今後海運へのモーダルシフトの進展により海上輸送への期待が高まるものと予想される中で、内航海運事業者においては、このような社会的要請、荷主ニーズに対応し新たな事業分野を積極的に開拓するとともに、事業のあり方として自助努力を基本とすべきことを十分に認識することが、わが国経済社会において名誉ある地位を占めるに至る第一歩であると考える。　次に、荷主においては、内航海運事業者の体質強化、安定的な船員確保は、中長期的に安定輸送を確保するための必要不可欠な前提条件となることを十分に認識する必要があり、特に輸送にかかわるコストの負担について深い理解が望まれる。　最後に、行政においては、船腹調整制度について、トラックから海運へのモーダルシフトの推進および安定輸送の確保等を図るため、船腹需給、経済情勢等に応じ一層機動的、弾力的運用が図られるよう指導を強化するとともに、中長期的には内航海運業が船腹調整制度への依存を解消しうるよう構造改善を積極的に支援する必要がある。　この場合、輸送需給の状況は航路等によって違いがあることから、フェリー、鉄道等他の輸送機関の状況も考慮しつつ、輸送秩序を確保しつつ、需要に応じた適正な供給能力を確保できるようきめ細かな配慮を行う必要がある。　また、モーダルシフトの推進等による海上輸送の増大に対応し、引き続き計画的な港湾の整備を図るとともに、必要に応じモーダルシフトの推進等物流の効率化を推進するための誘導策を積極的に講ずる必要がある。4．おわりに　今回の海運造船合理化審議会において、内航海運事業者、荷主などの日頃立場の異なる関係者により、今後の内航海運対策のあり方に関して真剣に議論が行われたことは、内航海運の今後の進歩、発展につながる、まさに重要な第一歩であったと考えている。　今後は、内航海運の発展のため、民間および行政の内航海運関係者が本答申の方向に沿って最善の努力をつくしていくことが強く求められているのである。（上記文章中、意見に当たる部分は筆者の個人的な見解である）16船協月報　平成4年4月号セメントの需給動向と今後の見通しセメン脇会専務理事小野雅文　はじめに　1991年度、わが国経済は昨年までの内需拡大による上昇基調からバブル崩壊を境として、一転減速、次第にその傾向を強めながら下降するという過程の1年であったといえよう。　このような経済動向のもと、セメント産業は、民需の落ち込みが厳しくなるなか、日米構造協議に基づく公共投資10力年計画の初年度にあたり官需が堅調に推移したことから、史上最高であった昨年実績を若干下回る程度でおさまる見　　　　　　　　　　　　　【図1】1s91年込みである。　一方、国内メーカーの企業収支は、人件費、金利、物流費、修繕費等のコストアップがあり、大幅な減益となる模様である。1．19田年度、需給動向　国内需要　国内需要（含輸入）は、前年比4−6月期107．3％、7−9月期100％、10−12月期95．2％、1−3月期95．3％（実績見込み〉で、年度計8，550万トン、前年比99．1％となる見込みである。（図1国内需要（含輸入）の推移・・�一．90年度＋91年度千トン9，000B，oooア，0006，0005，0004，000一一一．D笹馨一杢9β艶＿一一一一一．一、一．　　　　　　　　！臥　・一．一一一一一一一．…一一！4一．一ト・一　　　ノ’ノー一，ぜ繕醗7B肝トン　　　　／・、一一一一一一一一一…．一．一．m門こ・．！一一一一・一ペー一一一…．一一一一一一一・・＝⊇河一　　　　　　／　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　E’　　　　　／！　　　　　　　　　　　　　　＼　　　　　／！一一一一一一一黹t匡一一．一…．一一一．一・一．一一一一一一一・．一一一一、て・一一．一円．一一．一一一．一・　　！　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　！　　〆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　世’　　　　4月　5月　6月　7月　8月　9月　10月　11月　12月　1月　E月　3月船協月報平成4年4月号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17参照）　地区別にみると、昨年、全地区とも軒並み前年実績を超える状況にあったものが91年度はまだら現象を呈する模様である。（表1参照）　三大都市圏を中心とした地区では、民需のウエイトが比較的高いにもかかわらず、大型プロジェクトがあること、また四国、中国地区では高規格道関連工事が活発であること等から堅調に推移した。　北海道、北陸、沖縄地区は、めぼしい物件がなく振るわなかった。　このようなことから地区によってバラツキが生じたと思われる。　官民別にセメント需要をみると、官需は年度当初から公共投資が堅調に推移したことにより増加した。　これを公共工事着工（図2）でみると、9月以外は大幅な伸びを示している。　民需は設備投資の伸び率鈍化、および住宅投【表1】1991年4月〜2月累計地区別セメント販売実績　　　　　　　　　　　　　（単位：千トン，％）販売実績地　　　区構成比前年比北　海　道4，035，8455．394．8東　　　北6，400，2978．3100．4一区15，592，07320．3100．0日分東二区7，316，5379．599．5計221908，61029．899．8北　　　陸4，166，5805．498．2東　　　海8β50，29310．9102．0近　　　畿lL436，79414．9102．9四　　　国3，649，4704．8102．4中　　　国5，515，2677．2103．3九　　　州9，209，49312．099．9沖　　　縄1，064，5221．497．1合　　　計76，737，171王00．01GO．5輸　　　出7，238，739一126．9再　合　計63，975，田0一102．4【図2】　19田年　公共工事着工（総工事評価額）一⇔一89年度一一�一．90年度＋田年度　億円1；：1：：115．00012．50010，0007，5005．0002，500　　0…＼一窺／…………Pづ／濯メ…眉^…．アー一一一一一一一_∫ごこ’一．一．一．一一一一一一一一一r…口�d．尊く越V／〆’三黛／ノ　　ノ　　…　ブ／　　　ノ」　　一　／日」　　　一　　、．　　　一　　、一　　一　、　　一h　　瓦、＼一　　＼冒＼ぐ＼＼護…一、　　一　　一一　　一「／　　p．　／　　一「　■　一一　　！一努鳳〆…．4184目　　5月出所：建設省6月　7目　B月　9月　10月　同月　12月　1月　2月　3月船協月報　平成4年4月号　　億円50，00045，00040，0DO35，00030，00025，0ロロ　　　　　【図31　1991年　建築物着工（工事費予定額）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前年比％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　旧91．　　lo8．6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　87．6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9］．3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　93．0一一一一一一一＿．一＿一一一一一一＿一＿一一一一一一一＿一一＿一一一一一＿＿＿＿一一一一一＿『一一一一一一＿＿一＿一一一一一＿一＿一一一一一一＿一＿＿＿一一一．@　　　　　　　　　　9E．ア　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　96．B　　　　　．丹、＼欧　　　　　　　　　　　　　　10脚＿一一一一一一一＿一＿一∠一一一一一＿一一＿＿一一＿一＿≧｝相＿＿一＿一一一一＿＿一’一一一一一＿＿一一一一一一＿＿＿一一一一一＿＿一一＿＿一一一一一．　　　　　　1］　　　　92．7　　　　／　　　　　　＼一旧，／8＼　　　　　　　　12　93．o　ノ　　　　　　　　　＼侶一一’日C　　ig92・　96・7一一一一一一一…一一一一一一一一一一一…一一一一……一一一一…一一一一一一…一一一一一一一一一一一…一一一一一＼ミ／一一一一一一一一一一一一一．一◇一89年度一一�一一９0年度＋9i年度20，ロロ0　　　4月　　5月　　6月　　ア月　　8月　　9月　　　　出所：建設省資の落ち込みにより減少した。　建築物着工（図3）では、5月以降連続の前年割れが続いている。これは居住用が前年比86．9％（4−1月累計）と大幅に減少しているためである。　セメントの仕向け先としては、セメント販売量の70％近くが生コン産業向けである。　生コンクリート展開後の需要部門別販売量（表2）からみると、建築の民需部門31．3％、土木25．3％、セメント、コンクリート製品15％と3部門で需要の大半を占めている。　輸入は、最大の輸入先である韓国、台湾の内需ひつ迫による輸出余力の減退、および東南アジア地区での需要がおう盛であることから大幅に減少した。（図4参照）この結果、前年比72．3％、船協月報　平成4年4月号10月　旧月　↑2月　　1月　2月　3月国内需要に占める輸入比率は2，1％となった。　輸出　輸出は1991年度4−2月累計、723万9，000トン、前年比126．9％と増加、このうち需給がひつ追しているアジア地区向けが全体の91，4％を占【表2】1991暦年度　生コン展開後の需要部門別販売量　　　　　　　　　　　　　（単位こ千トン，％）販売量　　　　項目�要部門構成比前年比鉄道・電力1，6882．0126．4セメント製品12，74115．0105．3港　　湾3，1703．7108．6道路・橋梁6，7197．9103．6土　　木21，42625．3lO4．6官公需6，57D7．8110．3建築民　需26，42831．3100．3自　家　用760．199．8そ　の　他5β576．999．6合　　計84β74100』103．819【図4】　1991年暦年度　国別輸入実績の推移千トン4．0003．000E．0001、000　　0　　　　　1985　　　　　　　1986　　　　　　　1987める。主要仕向先は、シンガポール、香港、タイであるが、韓国、台湾、マレーシアも本年度は、大幅な伸びとなっている。（表3参照）■韓国国ムロ　湾□その他＋前年比％ン一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一`h匿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一齡ｱ一．一一一一一一’一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ππ一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一胃一冒一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一o　　　．　　．　　　，　　　●　　・怐D�`�`�`辱．’．●　　●　　　，　　・　　　o　　　・・：・：÷：・：・・　　　・　　●　　　o　．　・　　　●●　　　　　　●　　　　　　．．’D’D’D　。．　　　　　　　　　一一．D：’：●；’：：・’・’．�j’．’．’．�`’．’．�`’．�`’．諱?f．∵．黶D，↓∵＋�j2．．．●D陰D’D●D’．’?j．’・●　　　・　　・　　　●　　・■　　　　　　●　　　　　　・D’D●D’D’D’D’．�`’．。．�j●．●　　　・　　・　　　，　，　．　・o　　●　　　，　　．　　　・　　・’．oD’D’D●D’’●’D�j’尋’�j’．●．幽．●．’．一一一．■■一．．【表3】1991年4月〜92年2月　市場別輸出実績280240200160120100BO40198B　　　　　　　1989　　　　　　　1990　　　　　　　1991　　　世界のセメント市場を10年前と比較してみる　　と、世界全体の伸びが年率2．6％、アジア（含中　　東）が5．6％と倍以上の著しい伸びとなってい（単位：千トン）地　　域市　　　　場2　月前年比4〜2月前年比構成比韓国104QQ741596倍10．2台湾88382．5597601．18．3香港59179．21，58080．72L8タイ151104．31，427218．619．7ア　ジ　アシンガポール153134．31，584163．021．9マレーシア71650．2535756．67．4フィリピン39Qり131Oo1．8ベトナム一一12OQ0．2ブルネイ　一5QO0．1パキスタン一一1oO0．0計665160．76，613173．191．4北　　　米計（米国）2199．123016．33．2オーストラリア『一7634．41．0大　洋　州ニューカレドニア1599．782126．8L1マリアナ1781．6238145．33．3計3248．339688．154クリンカ292118．22，868121．939．6合　　　計「一m．フ426167．94β70130．460．4袋もの一一128．0o．o合計716143．4L239126．9100』20船協月報平成4年4月号【図5】　世界のセメント市場世界計〕98D年8．8億トンq00％）（年率2．6％）世界計1990年11．4億トン（］00％）アジア・中東@2．9億トン@（33，0％）欧州・旧ソ連@3．9億トン@（44，3％）南北アメリカ@］．5億トン@（ワ．0％）　　　　　　　　、@　　　　　　　、、@　　　　　　　　、、@　　　　　　　　、、i年率5．6％）　　　　　＼　　　　　（年率ロ，5％）@　　　　　　　　　　、、、@　　　　　　　　　　　、、、1　　　　　　　1P　　　　　　　111　　　　　　1ﾍ年率。，6％）：戟@　　　　　lI1　　　　　　】@l　　　　　　l5．0億トンk43．9％）4．1億トンi3日．ロ％）1．6億トンi14．0％）その他0，5億トン（5．7％）（年率3．4％）0．7億トン（6．1％）出所ニセンビューロー【図6】　19田年　月別クリンカー　生産および稼働率推移［】90年クリンカー生産　　匿ヨ91年クリンカー生産一×一90年稼働率一日一91年稼働率千トン9』00　8，000生産7，000量　6，0005．0004−2月稼動率90年度86．8％@　　　　　9】年度89．4％　　　　　／齢卜翼／’”…＝譲z一一一一一F’…一一一一一一−”一一一一一一一−”…一一一一一一一−一’一一一一ゴー一一一一−冒一一一一一一一π一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一胃一一一一一一一一一一一！／一−一一一一10】．4黶D一一一一一一一，＿一一一一一一一ゴー一π一一一一一一一一一一一一一・　，多．．．j←‘．．一z：：≡ii●　，　，・　齢　・：：：・：：：：・ll二E：：：：：：・741：1．1．F：：：：F：・．：：：D：．■・：二：：1：・：：F1：90●：：：：：：．　・　o：：：：・9：：：・　．　・∴多ん：：：：・・：：：F：冒。．二D∫F：：＝箋※：：F1E：；F：F二多：ごP：E　・　，：：P：・．：：：：：’，・：：：：：二〇：：：F：：．：：：1，の多／：：：F：　，幽：：：：・曾：τF：1・　9　・％oogo　稼80　働ア。率　4，000　　　　　　4月　5月　6月　7月　8月　9月　10月　11月　12月　1月　2月　3月　　　　　　　　　　　　　注1月次の稼働率の算出＝月産能力7．317千トン（90年1月一91年3月）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7．265千トン（91年4月一B月）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7，440千トン（9】年9月〜」によったる。（図5参照）　　　　　　　　　　　　　　は減少するものの、輸出が増えることから、8，890　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　万トン、前年比102．4％となる見込みである。　生産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　したがって、稼働率は90％程度と高稼働率を　セメント生産は前述のとおり、国内向け出荷　　　維持できる模様である。（図6参照）船協月報平成4年4月号21　セメントの種類別生産実績（表4）からみると、伸びでは普通ポルトランドセメントが107．7％、超早強、早強104．7％と他品種に比し伸びたQ【表4】19肛門年度　種類別生産量　　　　　　　　　　　　　（単位＝千トン，％）91年　　　　項　目�戞類構成比前年比ク　リ　ンカー80，134．．．．．．工06．4普通69，23077．5／07．7超・早強3，7184．2工Q4．7中庸熱2170．219．1ポ乍ラセンメドン　ト耐硫酸塩50．064．工その他10o．o36．？小計73，1808L9106．0高炉15，3工817．1104．8シリカ1080．294．3混合セ　ζ　トフライアッシュ6090．6115．5その他1790．2125．6小計16，21418．11Q5．2合　　　計89β94　　100．0105．9　超早強、早強については、コンクリート製品向けが主体である。　一方、混合セメントでは高炉セメントが大半を占めるが、全体に占める割合では17．1％である。　高炉セメントは、省資源、省エネという観点から年々増え続けてきたが、近年その伸び率が鈍化してきている。　その他の品種は、ウエイトが低いものの、用途により欠かすことのできない商品である。　したがって、特殊な用途に使用されるケースが多いため、年度によって伸びが大きく異なる。　輸送　わが国のセメント物流の特徴は「西から東へ流れる」といわれる。22　それは、セメント原料である石灰石が豊富にある中国、九州などの生産地から関東、東海、近畿の大消費地区へ輸送されているからである。　ところが、セメントは重量品であり、かつ長距離輸送のためセメントメーカーにとって輸送費の負担は極めて大きく、総原価の約20％を占めている。　このため、「物流コストの低減は利益の源泉である」といわれている。　したがって、セメントの輸送手段としては運賃が低廉であること、大量輸送に応じうること、の二つが強く要求される。　これらの条件から考えて、海上輸送の優位性は疑いのないところである。　セメントが生産工場からユーザーに届くまでの物流体系（図7＞を示す。　臨海工場からは主として撒セメント専用船によって需要地近隣の中継基地（SS）に輸送され、SSからは大部分が撒セメント専用トラックでユーザーへ輸送される。　また内陸工場からは撒セメント専用私有貨車および撒セメント専用トラックによってSSまたは直接ユーザーまで搬送されるのが一般的である。　これからみると、一次輸送では、船舶によるものが、輸出も含め全体の57．5％と半分以上を占めている。2．今後の見通し　1992年度、国内需要見通し　国内需要（含輸入）は8，400万トン、前年比98，2％と想定している。船協月報平成4年4月号）【図7】　冊田暦年度　セメント物流体系セメント工場海上輸送1誓翻輸　出撤セメントタンカー臨海中継基地（57．5％，含輸出）輸　出撒2メント〉袋詰めセメント袋話めセメントの貨物船鉄道輸送（8，5％）臨海倉庫撒積み貨車（0，0％．含輸出）内陸中継基地（8．5％）撒セメント　撒積みトラック→E編・離　一般トラック→E　一般貨車→　一般貨物船→E＝懸嘉コ　撒積みトラック→E編・離トラック輸送（31．9％）袋詰めセメント禦墨メントの厨一一一一一一一　　　　　　　　　　（0．0％〉　撤積みトラック（3臼．2％）［　袋詰めセメントの一般トラックq．7％）そ　の　他（E，1％）・脳イプー�巴＝聾　　　　　　　　　（2．］％）袋詰めセメントのベルコン，その他撒セメント→→→窃。讃の羅そ袋話めセメント総輸送量16．804万トン輸送荷姿構成比　撒　95．4％　袋詰め4．B％　備考生産量　8，9B9万トン販売量国内巳．4日7万トン輸出　733万トン　（含クリンカ）【図8】　1991年　ゼネコン大手50社国内建設工事受注高一⇔一89年度一一�一一９0年度iト91年度　　億円35．0003巳50030．00027．50巳25，00022，50020，0DO17、50015，00012，5001D．000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前年比％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一．一．一一一一一一一一イコ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991．　　　　1日1．6　　　　　　　　　　　　　　’一一．一．一一一一一Q＿．＿r＿＿＿．＿＿＿一＿一．一一一一一一一一＿一．一＿＿＿．＿＿＿，＿一．一一一一一＿．一＿．．．　　　　　　　　　　　9B．8　　　　＿．＿＿＿＿＿＿＿＿一＿‘．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　69．3　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100．4　　　　　　ノ’『’幽一一．一．一一一一r一一一一一一．一一一．’’”．’．一’一．一．一．．一一．一．［−”幽’．一．一一．@　　　　95．2　一』幽．一．一．一一7一ゴ．一一一∠＼・を・・／へ蔦ジ・r．へτ…・・…．ノ／．一一一一一一一鼈黶c�二二畢＝ジ♂幽’一一一一一一．一一隊ジ；…．一戦庶rププー．一一一．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一…一．一一一一一一一一．一一一一一憶・“…一一捗一一一一一一一．一一一♂r‘一．一．一一一一一一一一一一一．．．．一．一．＿一．一一一一一一一一一一一一．一．一．一．一．Q．．．一．，一一．一一一．一一一一一一一一一一．＿．，一一一一一一一一一一一一．．一．一＿．．一一一一一一一一一一．�でイー＿一．一．一一．4月　　5月出所建設省6月　ア月　B月　9月　1二月　1偲　12月　1月　2月　3月船協月報　平成4年4月号23　官需は公共投資10力年計画の2年目で、前年度を上回る公共事業関係予算が計上されており、堅調に推移するものと思われる。　民需は住宅投資、設備投資ともに低調に推移する見通しであることから減少するものと思われる。　これは建設会社大手50社国内建設工事受注高（図8＞でもわかるとおり、前年は大きな伸びを示していたが、91年度は10月以降連続して受注が大幅に減ってきている。　輸入については、韓国は設備増強により、多少輸出余力が回復するものと予想されるが、台湾をはじめとするその他対日輸出国からの輸入量は減少するものと思われる。　輸出　輸出は8，000万トン、前年比101．3％と想定した。　アジア地区の需要が依然おう盛であることから、前年度を若干上回るものと思われる。おわりに　以上、セメントの需給動向と今後の見通しについて述べさせていただいた。　中・長期的には、日米構造協議にもとつく公共投資10力年計画が着実に実施されることが期待されることから、需要は堅調に推移するものと考えられる。　しかしながら、セメント産業として早急に対処しなければならない問題が多々ある。　そのうちのひとつとして、物流がある。　近年、セメント産業は社会のニーズにこたえるべく多品種化を図ってきている。　ここで問題となるのが、数量的に少量のものを、遠くまでどのように低コストで安定供給していくかということである。　今後とも、多品種化という傾向は強まりこそすれ弱まる可能性はすくない。　そのため、セメントの物流体系はどうあるべきか、あらたな視点から検討していきたいと思っている。24船協月報　平成4年4月号1．無線通信士の資格・配乗に関する無線通信規則の改正2．正MO第23回STW（訓練および当直基準）小委員会の審議模様3．平成4年度船員災害防止実施計画4．20条問題小委員会の審議模様5．第43回海上安全船員教育審議会水先部会の審議模様6．1991年の世界海上荷動き量と92年初の世界船腹量1．無線通信士の資格・配乗に関する無線通信規則の改正1　世界的な海上遭難・安全制度（GMDSS）が本年2月1日から導入され、1995年からは新造船に、1999年2月1日から全船舘に強制適用されることとなった。　新制度における無線通信士の資格および配乗要件については、1987年ジュネーブで開催された世界無線通信主管庁会議（WARC）において、国際電気通信条約附属無線通信規則（RR＞の第55条（船舶局等の職員の証明書〉および第56条（船舶局等の局の職員〉の関係規定が改正されたが、多数の先進海運国がGMDSS導入のためのSOLAS条約改正方針に反するとして留保した。一方、無線設備の機能を維持するための方法として、1974年SOLAS条約の88年改正規則｝こより定められた要件は、A3、　A4海域、いわゆる近海区域以遠に就航する船舶は、�@無線設備の二重化、�A陸上保守、�B船上保守のうちから二つを選択することとされたことから、�@および�Aを選択した場合、運用資格である一般無線通信士証明書　（GOC）の配乗が可能となり、第2級無線電子証明書（2REC）以上の資格を要求しているRR規定との間に差異が生じたため、各国の対応に混乱が生じ、再検討が望まれていた。　本問題は、去る2月3日から3月3日の間、スペインのマラガ・トレモリノスで開催された、新しい移動体通信や衛星放送等への周波数の国際的な分配を検討するためのWARCにおいて、緊急を要する議題として取り上げられ審議された。　資格問題については、米国から運用資格（GOC、ROC）のみで十分であり、無線設備の保守については、主管庁の判断にゆだねるべきとする第55条を大幅に改正する案が提出されたが、SOLAS条約の規定との整合を図るための最小の改正にとどめるべきとする日本および欧州諸国の考えが採用され、第55条の規定は改正せず第56条の関係規定のみが改正された。改正規則は、1993年10月12日に発効させることとしたが、GMDSSの導入が開始されていることから、主管庁の判断により、同日以前に改正規則を暫定的に適用することができる旨の決議も併せて採択された。　これにより、国際的にも国内的にもポートステー船協月報　平成4年4月号25ト・コントロール等の問題が解決されることとなった。　なお、同会議には郵政省の大井田清官房審議官を代表に外務省、関係団体も出席し、当協会からは臼居勲常務理事、赤塚宏一欧州地区事務局長が前後半に分かれて参加した。　改正第56条の概要　国際協定により無線設備が強制される船舶であって、GMDSSの周波数および技術を使用するものの職員の資格要件は次のとおり。　�@　VHFの海岸局の通信範囲を越えて航行する船　　舶：1REC、2RECまたはGOC　�A　VHFの海岸局の通信範囲内を航行する船舶；　　1REC、2REC、　GOCまたは制限無線通信士　　証明書（ROC）2．IMO第23回STW（訓練および当直基準）小委員会の審議模様IMO第23回STW小委員会は、2月24日から28日までの間、ロンドンのIMO本部で開催された。　今会期では、高速救助艇の乗組員の訓練（議題8＞に関する勧告案だけが、小委員会での最終検討となり、その他の議題はいずれも今後継続して審議されることとなった。　主な議題の審議概要は次のとおりである。1．STCW条約の改正にかかわる議題　（D　タンカーの乗組員に対する特別の訓練要件（議　　題10）　　　タンカーの船長、職員および部員の訓練およ　　び能力に関する要件については、STCW条約附　　属書第V章に規定されているが、これを改正し　　て、�@資格を有する者には証書を発給すること　　とする規則を追加するとともに、�A現在は勧告　　にとどめている資格の取得に必要な講習の内容　　を、規則に組み込むこととする案が合意された。　　　この予備草案は、各国政府の意見を聞いた上、　　次回小委員会で再検討される。　（2）STCW条約の見直し（議題5、および14＞　　　船員の資格および訓練の基準を最近の船内業　　務体制に適応したものに見直すとともに、シミ　　ュレーターによる訓練を海上履歴として評価す　ることなどを新たに検討することとし、MSC（海　上安全委員会）の承認を求めることとなった。　　これにより、わが国ですでに実施されている　甲機両用制度および甲機いずれかの資格に加え　て、他の一方の資格を追加取得する場合などの　要件について、国際的な基準が作成される可能　性が高まった。　　また、現存船の安全基準に関連して、各国政　府の裁量に任されている知識レベルなどの問題　　（議題19）、および甲機両用資格における海上履　歴要件をSTCW条約上明確にする問題（議題　20）は、いずれも条約の見直しの一部として、　併せて取り扱うこととされた。（3）漁船の乗組員の訓練および資格証明（議題5）　　STCW条約は、漁船については対象外として　いるが、新たに訓練および資格の基準を定める　　こととし、議定書案が作成された。本案は次回　において最終検討を終え、早ければ1994年また　　は1995年の外交会議において採択される見通し　である。2．決議・勧告等にかかわる主要な議題（D　配乗および安全性における疲労要素（議題4）　　船内における疲労の要素等については、199026船協月報　平成4年4月号年に開催されたIMO／ILO合同専門家会議の報告書をもとに昨年のSTW小委員会で決議案が取りまとめられているが、本年はこれを大筋に　おいて承認し、第6ユ回MSCに送付することとし　た。また、新たに各国における労働時間と休息　時間の法制度について調査することとされた。　　なお、疲労と海難事故との関係についての調　査方法を検討するIMO／ILO合同専門家会議が　開催され、報告書がMSCに提出されることとな　っている。〔2）夜間の単独当直の実験について（議題7）　　昨年の第59回MSCで承認された実験のための　暫定ガイドラインに対する修正は見送られ、実　験に関する手続き案が承認された。　　これによると、�@実験を承認する政府は、実　験の詳細を6カ月前までにIMOに連絡するこ　と、�A実験結果および勧告を必要とする事項が　あれば報告すること、�B通知された実験に反対　する政府は、その旨連絡すること、�C実験に反　対された場合は、その国の沿岸で実験をしない　よう指示すること、�D実験の結果、単独当直の　継続を承認する政府は、その旨連絡することな　どが定められ、それぞれの通知はすべての加盟　国に回章されることとなっている。�求@国際視力基準（議題13）　　船員の視力に関する国際基準のガイドライン　案が作成されたが、今回では視力の最低基準値　を決定するには至らず、引き続き各国政府の意　見を求めることとされた。本ガイドライン案で　　は、旗国が医学上あるいはその他の状況を判断　　して異なる基準を許可できることとしている。（4）ドラッグの使用およびアルコールの乱用（議　題15＞　　　ドラッグおよびアルコールの乱用対策に関す　　る検討の経過報告として、ガイドライン案を作　　成した。それによると、最も微妙な問題である　　検査については、二国間で協定のない限り、他　　国籍船に乗ワ組む船員の検査は、その船舶が沿　　岸国の領域内における海難事故または汚染事故　　に関与しない限り実施してはならず、また事故　　に直接関与している船員のみが検査の対象とな　　るとされている。　なお、上記小委員会へのわが国からの出席者は、次のとおりである。　　　金沢不在半日本大使館参事官　　　谷口克己　運輸省海上技術安全局船員部船舶　　　　　　　職員課海技資格制度対策室長　　　大西正剛　水産庁漁政部企画課補佐官　　　篠村義夫　日本造船研究会技術顧問　　　鈴木利栄　日本海技協会第一業務部長　　　小畑芳郎　日本海難防止協会ロンドン連絡事　　　　　　　務所長　　　金谷　学　国際電信電話　　　壁谷恵行大日本水産会陸棚専門委員会委員　　　飯嶋雄二　全日本海員組合国際部副部長補　　　赤塚宏一　日本船主協会欧州地区事務局長　　　増田　恵　日本船主協会海務部労務課長3，平成4年度船員災害防止実施計画　運輸省は、平成4年度船員災害防止実施計画を策定し、関係先へ通知した。（資料参照）　同実施計画は、「船員災害防止活動の促進に関する法律」に基づいて、5年ごとに作成される「船員災船協月報平成4年4月号27害防止基本計画」にそって毎年運輸大臣が船員中央労働委員会に諮り作成するもので、平成4年度は第5次船員災害防止基本計画の最終年度にあたる。　同実施計画によると、船員災害の減少目標（年間1，000人率の前年度比）を前年度と同様に死傷約4％（汽船約3％、漁船約5％）、疾病約3％〈汽船・漁船とも約3％）と設定しているが、平成2年度の減少実績が死傷3．1％、疾病2．0％にとどまったため、第5次基本計画の最終年度であることから減少目標の達成に一層努力をすることとされている。　また新しく計画に加えられた事項は、KYT（危険予知訓練）の活用、すべり止めのついた保護靴・安全ネット・滅菌装置等の使用およびストレッチ体操等健康運動の励行、さらに外国人船員の災害防止についても遺漏のないよう十分留意すること等となっている。　船員災害の防止に関し重点を置くべき船舶および船員災害の種類、ならびに船員災害防止のための主要な対策の骨子は次のとおりである。1．船員災害の防止に関し重点を置くべき船舶およ　び船員災害の種類　（D　死傷　汽船：「転倒」　　　　整備管理作業中…「転落・墜落」　　　　荷役作業中…「はさまれ」　　　　タンカー等危険物積載船…「火災」「爆発」　　　　　「酸素欠乏」「中毒」　漁船＝「海中転落」「火災」「漁労作業中の海難」　　　　による死亡事故　　　　漁ろう作業中…「激突され」「巻き込まれ」　　　　　「転倒」　その他船舶（引き船固〉＝　　　　出入港作業中…「はさまれ」「転倒」「激突　　　　され」　�A　疾　病28全船種：「循環系疾患」「消化系疾患」2．船員災害防止のための主要な対策（D　自主的な船員災害防止体制の確立　（2）船内作業の安全化　�@　基本的な対策　�A重点災害に関連した対策　　�B引き続き推進する対策　（3）海中転落防止対策の徹底（4）労働環境の変化に対応した安全衛生対策の強　　化　　�@健康管理対策の充実　　�A船内作業環境、居住環境の安全衛生化　　�B安全衛生教育訓練の徹底　　�C労働時間短縮の推進　�求@災害多発業種等に対する安全対策の充実強化【資料】　　　　平成4年度船員災害防止実施計画　第5次船員災害防止基本計画に定められた船員災害の減少目標および対策の基本となるべき事項にのっとり、平成4年度船員災害防止実施計画を次のとおり定める。1．船員災害の減少目標　　平成4年度の船員災害の減少目標を死傷および　疾病に区分して、次のとおり設定するが、第5次　船員災害防止基本計画の最終年度であることおよ　び最近の発生状況にかんがみ、減少目標の達成に　一層の努力をするものとする。　｛D　死　傷　　　船員災害としての船種別死傷発生率（年間千　　人率）の減少目標（対前年度比）は次のとおり　　とする。　　　　　　　　汽　　船　　　　　約3％　　　　　　　　漁　　船　　　　約5％　　　　　　　　全　　体　　　　　約4％船協月報　平成4年4月号�A　疾　病　　船員災害としての船種別疾病発生率（年間千　人率）の減少目標（対前年度比）は次のとおり　とする。　　　　　　汽　　船　　　　　約3％　　　　　　　漁　　船　　　　　約3％　　　　　　　全　　体　　　　　約3％2．船員災害防止に関し重点を置くべき船舶および船員災害の種類（1）死傷汽船＝「転倒」ならびに整備管理作業中の「転落・　　　墜落」および荷役作業中の「はさまれ」　　　　タンカー等危険物積載船について、「火　　　災」、「爆発」、「酸素欠乏」および「中毒」　漁船：「海中転落」、「火災」および漁ろう作業中　　　の「海難」による死亡事故ならびに漁ろう　　　作業中の「激突され」、「巻き込まれ」およ　　　　び「転倒」　その他船舶（引き船等〉：出入港作業中の「はさま　　　　れ」、「転倒」および「激突され」　�A　疾　病　　　全船種：循環系疾患および消化系疾患3．船員災害防止のための主要な対策　　本実施計画においては次のような対策を重点的　に講ずるものとする。なお、これらの対策の実施　に当たっては、船員災害の発生率が全国平均を上　回っている地域においては関係者が密接な連携の　下に一層の努力を傾注するものとする。（D　自主的な船員災害防止体制の確立　　ア．船舶所有者は、総括安全衛生担当者等の責　　　任と権限の明確化を図るとともに、現場の意　　　見を反映した安全衛生管理計画の作成および　　　訪船指導の強化等により安全衛生委員会等の　　　積極的かつ効果的な運営を図り、日常活動の船協月報　平成4年4月号　中で全員参加の船員災害防止活動を積極的に　推進する。イ．単独では安全衛生委員会の開催等が困難で　ある船舶所有者は、団体安全衛生委員会を設　聾して船員災害防止活動の積極的な推進を図　る。ウ．安全衛生委員会の設置が義務付けられてい　ない中小の船舶所有者については、安全衛生　委員会と同様の機能を有する自主的な組織の　設置や同業種または同地域の船舶所有者と連　携して団体安全衛生委員会を設置するように　努める。　　また、国および船員災害防止協会は、船員　災害防止連絡会議の他の構成員等と連携して、　船舶所有者の取り組みを積極的に支援する。エ．各船舶に船内安全衛生委員会を設置し、安　全衛生管理計画の職場に適応した効果的な実　施を図る。　オ．中小の船舶所有者に使用される船員の船員　災害発生状況にかんがみ、これら船舶所有者　　に対する国および関係団体による船員の安全　衛生に関する広報活動、訪船指導等の強化お　　よび各種講習会、研修会等への参加の促進を　　図る。　　　また、船員災害防止協会の未加入者に対し　　て加入の促進を図る。　カ．過去に発生した災害の記録を整備するとと　　もに、災害の調査・分析を行って災害防止活　　動への反映を図る。　キ．災害事例等の安全衛生に関する情報の収集　　および周知を図る。　　　また、この関係で「船員の広場」放送の聴　　取。活用を推進する。�A　船内作業の安全化�@基本的な対策29　ア．作業に当たっては、事前に機械、器具、漁　　ろう用具等の点検整備を実施し、異常がない　　ことを確認した上で開始する。　　　なお、動力機器の点検整備は止むを得ない　　場合を除き、動力を停止して行う。　イ．作業前打ち合わせを実施し、KYT（危険予　　知訓練）の活用にも努めっつ、保護具の使用、　　作業手順および作業に必要な指差呼称等の合　　図連絡方法の周知および確認を行い、作業中　　これらの励行を図るとともに、当該作業を指　　揮する者は、作業場所を巡視して安全を確認　　する。そのほか、作業の円滑な実施を図るた　　め職場体操の実施、職場の整理整頓の実施を　　図る。　ウ．保護具の使用・着用に関する基準を作成す　　るとともに、作業方法および作業手順の標準　　化を図る。�A重点災害に関連した対策　ア．「転倒」による災害を防止するため、作業　　場所および通路の床面の整理および清掃、マ　　ットの敷設または申入リペイントの塗布、突　　起物へのトラマークの表示または被覆等必要　　な措置を講ずるとともに、すべり止めのつい　　た保護靴等の使用の励行を図る。　イ．「はさまれ」、「巻き込まれ」による災害を　　防止するため、おおい等を設けることにより、　　機械または動力伝導装置等の運動部分との接　　触等から防護するとともに、そのおそれのあ　　る場所には、むやみに立ち入ることができな　　いような措置を講ずる。　ウ．　「激突され」による災害を防止するため、　　漁網・漁具、索具等の点検整備を行うととも　　に、安全な作業場所の確認を行い、保護具の　　使用の励行を図る。　エ．　「転落・墜落」による災害を防止するため、30　　転落・墜落のおそれのある作業場所では、安　　全な足場を確保するとともに、保護帽および　　命綱または安全ベルトの使用の励行を図る。　オ．　「火災」、「爆発」による災害を防止するた　　め、各船舶において、各人に火気に対する自　　覚を促すとともに、船内各所における火気取　　締責任者の選任および船内見回りを積極的に　　行うなど、火気管理を徹底し、油漏れ、ガス　　漏れ等の点検整備の励行を図る。　　　特に、引火性液体物質の積載船においては、　　静電気による発火防止のため帯電を防ぎ、帯　　幽した電荷を放散するなどの措置を講ずる。　カ．　「酸素欠乏」および「中毒」による災害を　　防止するため、検知器具・保護具等の適正な　　備置管理を図るとともに、作業前・作業中に　　おける定期的な検知、保護具の使用、換気装　　置の使用の励行等十分な措置を講ずる。�B引き続き推進する対策　ア．　「動作の反動・無理な動作」（ひねり等）に　　よる災害を防止するため、作業における不自　　然な姿勢および動作を極力避けるようにする。　　特に重量物の運搬に当たっては、人力運搬の　　重量を定め、それを超えるものについては、　　用具もしくは機械を使用し、または複数によ　　る協同作業を行うなど無理をしないようにす　　る。　イ．「激突」による災害を防止するため、突起　　物へのトラマークの表示または被覆等必要な　　措置を講ずる。　ウ．「飛来・落下」による災害を防止するため、　　漁網・漁具、索具等の点検整備ならびに漁獲　　物・積荷等の積み付け安全確認および管理の　　励行を図るとともに、保護具の使用の励行を　　図る。　エ．船員災害防止規程の充実整備および周知徹船協月報　平成4年4月号　　底を図る。�B　海中転落防止対策の徹底　ア．船外との通行の安全を図るため、げん梯ま　　たは手すりおよび踏みさんを施した適切な歩　　み板の使用を厳守するとともに、潮位または　　吃水の増減、船体の動揺等で歩み板等が不安　　定な状態にならないよう確実に取り付けるほ　　か、夜間には必要な照明を施す。　　　また、安全ネットの使用の励行を図る。　イ．「海中転落」のおそれのたかい場所（スリ　　ップウエイ、魚とりこみげん門等〉について　　は、使用していないときは、チェーン、安全　　ネット、仕切板等で閉鎖する。　　　また、漁船においては、投網中の網等に巻　　き込まれないような措置を講ずる。　ウ．　「海中転落」のおそれのある作業において　　は、当該作業の内容に応じ、命綱、作業用救　　命婦または安全ベルトを使用させるとともに　　看視員の配置を励行する。　　　特に漁船においては、漁ろう作業等甲板上　　における作業では、必ず命綱または作業用救　　命衣を使用させることとし、．寒冷海域で操業　　する漁船においては可能な限り命綱を使用さ　　せるとともに、イマーションスーツの搭載を　　推進し着用の励行を図る。　エ．上記ウに基づく対策の徹底を期するため、　　ふだんから船員に対する教育・訓練に努める　　とともに、特に毎月の一定の日には、積極的　　に命綱、作業用救命衣または安全ベルトの使　　用についての相互確認を行うこととすること　　などにより、これらの保護具の使用の相互確　　認を促進する。　オ．漁船においては、船体の動揺または風速が　　著しく大きく危険が予想される場合は、甲板　　上での漁ろう作業等は中止する。船協月報　平成4年4月号　カ．漁船等における船内便所の整備改善と使用　　の徹底を図る。　キ．海中転落者の発見を容易にするための方策　　の実用化を積極的に推進する。（4）労働環境の変化に対応した安全衛生対策の強　化�@健康管理対策の充実　　船員の心身両面にわたる健康の維持増進を図　るため、次の対策を推進する。　ア．健康診断、健康相談、保健指導等の実施の　　促進を図るとともに、健康検査結果を活用し、　　船員個人、企業等各レ・ベルにおける健康管理　　対策の推進を図る。　　　また、訪船診療、巡回検診車等の積極的な　　利用を図る。　イ．船員め高齢化の進展にかんがみ、循環系疾　　患、消化系疾患等については、船員保険成人　　病予防健診の受診のより一層の促進を図り、　　これらの疾患の予防および早期発見に努める　　とともに、筋骨格系疾患については、ストレ　　ッチ体操等健康運動の励行により、腰痛等慢　　性的な疾患の予防に努める。　ウ．常時、船員の勤務状況の適正な把握に努め　　るとともに、船員災害防止協会が実施する「船　　員の体と心の健康確保による災害防止事業」　　を積極的に活用し、船員各自の健康管理を促　　進ずる。　エ．体育活動およびレクリエーション活動の実　　施、船内コミュニケーションの円滑化等快適　　な船内生活環境の形成のために必要な措置の　　推進を図る。　オ．船内食生活の改善を図るとともに、食料の　　調理および貯蔵の衛生状態を良好に保つため　　の措置を図る。　カ．船内飲用水の定期的な水質検査および遊離31　　残留塩素の検査、タンクの洗浄等を励行し、　　適正な水質管理の徹底を図る。　　　また、滅菌装置等の利用の促進に努める。　キ．船内備付け医薬品の適正な管理を図る。　ク．衛生上有害なものの範囲の見直しについて　　検討するとともに、特殊健康検査の適正な実　　施、予防措置の徹底等健康管理対策の推進を　　図る。　ケ．外洋を航行する船舶に乗り組む船員のため　　の外地における診療体制の整備を図る。　コ．洋上における傷病船員に対する救急体制の　　充実のために必要な措置の推進を図る。　サ．騒音または振動の著しい作業に従事する者　　に対する騙せん、防振手袋等保護具の使用の　　励行を図ることなどにより難聴および振動障　　害の防止対策の推進に努める。�A船内作業環境、居住環境の安全衛生化　ア．川船指導、船内安全衛生委員会の開催等を　　通じて船内の作業環境および居住環境の安全　　衛生化を推進するとともに、安全衛生デーの　　設定による定期点検の励行を行う。　イ．内航タンカーの荷役中における船内生活環　　境については、内航タンカー業界が荷主に呼　　びかけて懇談会を開催すること等により、そ　　の協力を得つつ、引き続きその改善に努める。�B　安全衛生教育訓練の徹底　ア．新規採用時、転十時および作業内容変更時　　においては、その業務に関する安全衛生教育　　を実施する。その際、外国人船員の災害防止　　についても、遺漏のないよう十分に留意する。　イ．タンカー等危険物積載船の船員に対しては、　　貨物の性状等に関する教育を実施するととも　　に、貨物の取扱方法、保護具の使用方法、緊　　急時対策等に関する訓練の励行を図る。　ウ．遭難時における生存方法および救命設備の32　使用方法についての船上教育を励行し知識の　　向上を図るとともに、船員災害防止協会等が　　実施するサバイバルトレーニング講習会への　　積極的な参加を図るなど、ライフラフトの投　　下展張その他の生存教育を強力に実施する。　　　また、漁船については、非常配置表の作成　　および操練の実施の徹底を図る。　エ．中小型船の船員に対し、日常生活に用いる　　液化石油ガスの取り扱いに関する教育を実施　　する。　オ．船員災害防止協会等が実施する講習会への　　積極的な参加を図る等、安全担当者および衛　　生管理を担当する者に対し、業務の適正な実　　施を図るため教育を実施し、これらの者の一　　層の能力向上を図ることにより、船内の安全　　衛生水準の向上を図る。　カ．酸素欠乏および中毒の危険性、保護具・検　　知器具の使用方法等に関する教育訓練を実施　　する。　キ．疾病の予防、けが・病気等の応急処置に対　　する衛生教育を実施する。�C労働時間短縮の推進　　休日、休息時間等の時間的ゆとりを確保する　ことにより、心身両面の疲労の回復を図り、船　員の安全と健康を維持増進するため、陸上支援　体制のあり凹目作業体制の改善方策につき検討　するとともに関係方面の理解を求めつつ、労働　時間短縮の着実な推進を図る。�D　災害多発業種等に対する安全対策の充実強化　　船員災害の多く発生している業種・地域に、　関係者の協力連携の下に安全対策を検討する場　を設け、地域別・業種別・作業別の災害要因に　ついて、災害の記録・実態調査等を基に徹底し　た分析・検討を行い、その地域・業種の実態に　即したきめ細かな防止対策の実施を図る。船協月報　平成4年4月号4．20条問題小委員会の審議模様海上安全船員教育審議会船舶職員部会は、3月27日、20条問題小委員会を開催し、別表のとおり外航船12隻（新造船2隻、既存船10隻）および近海船1隻（既存船）のマルシップ混乗船について、配乗基【別表】　外航船（12隻）準の特例措置を承認した。　これ，により、同小委員会が承認した新たなマルシップ混乗船の合計は、外航船62隻（新造船17隻、既存船45隻）、近海船27隻となった。（資料参照）船　　　　名会　社　名船種、％配　乗　船　員その他瀬　　　田　　　丸八　　馬　　汽　船撒　積　船@7万7．400トン日　本　人　9名tィリピン人　13名6月@竣工予定矢　　　作　　　丸大阪商船三井船舶石炭専用船T万6，000トン日　本　人　9名tィリピン人　13名4月ﾚ竣工予定ぱしふいっ　く丸〃貨　物　船P万7，140トン日　本　人　9名tィリピン人　13名既存船i近代化B船〉大　　　阪　　　丸〃コンテナ船R万1，400トン日　本　人　9名tィリピン人　13名既存船i近代化B船）大　　　春　　　丸ナビックスライン自動車運搬船P万1．IDOトン日　本　人　9名tィリピン人　13名既存船i近代化B船）日　　　珠　　　丸〃原油タンカーT万7，500トン日　本　人　9名tィリピン人　15名既存船i近代化A船）は　り　え　っ　と　丸大　　阪　船　　舶撒　積　船@7万2．300トン日　本　人　9名tィリピン人　13名既存船i近代化B船）黒　　滝　　山　　丸国際マリントランスポート撒　積　船S万2．200トン日　本　人　9名tィリピン人　13名既存船i近代化B船）くろ一ば一え一すノノ自動車運搬船P万7，400トン日　本　人　9名tィリピン人　13名既存船i近代化B船）新　　　黎　　　丸新　　和　　海　　運撒　積　船V万6，300トン日　本　人　9名uイリピン人　13名既存船鳳　　　　　　　丸〃撒　積　船@1万900トン日　本　人　9名tィリピン人　13名既存船鳥　　　取　　　丸太　平　洋　海　運原油タンカー撃喧怩U，100トン日　本　人　9名tィリピン人　16名既存船近海船（1隻）船　　　　名会　社　名船種、％配　乗　船　員その他萱　　　嶋　　　丸志　満　屋　海　運貨　物　船@4、30Dトン日　本　人　6名uイリピン人　12名既存船船協月報　平成4年4月号33【資料】20条特例による新たなマルシップ混乗船一覧表（外航）平成4年3月27日現在承認口1船舶所有者1　船　　　　名　i忙種　　　：　　　　　：〔＊印既存船）：H2．2．191日本郵船1神　〃　　　　1　　　　　　〃　　　　　　　1　1ヒH2．5．9：大阪商船三井船舶：筑　〃　　：太　洋　海　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H2．8．27：大阪商船三井船舶：えH2，11．20：川崎汽船：み翠購積ル…積�i物積物”。デ”怨石鯛積〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　撒自コタ自コ撒タ　　　撤．目タ　貨撒貨　撒チコ　　自タコ鉱自コ　　　＊　　　　　　＊　＊　　＊　＊　＊　　＊1献−啄−1献一憶−−−1噛−1陣−啄−一二−−−−悼−−呼−I−−一」−諸−−渉罧離難戦購撫灘　〃ス運船船運ピザ海汽郵海ン　　　　　　　　　り洋本本晴マ縮太目日新　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ承認口：船舶所有者1　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1種船名船　存　既　印船＊積　車積　一積　一石ナ車積車　物　積　　車一車積ナ炭物置　一〃動姦〃励万動第〃〃〃動富万　”励撒自撒タ撒タ鉱コ配電自タ貨撒　自タ自撒コ石貨撒タU綴織郷贈轍〜蹴業繋＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊　　＊＊＊　　＊＊幽味−−−−潭−嘘−匪犀−摩−匪−幽−悼−謬−啄−陣外航船　　小計62隻近海船　　小計27隻合計89隻5．第43回海上安全船員教育審議会水先部会の審議模様　平成4年3月26日、第43回海上船員教育審議会水先部会（部会長：高橋全吉海上災害防止センター理事長）が開催され、平成4年度水先人適正員数について審議し、原案を承認するとともに、同日付で運輸大臣より水先料金の改定について諮問された。1．平成4年度水先人適正員数について　水先人適正員数については、昭和38年3月開催の海上安全審議会（現、海上安全船員教育審議会）において水先制度について審議した際、「本審議会において、原則として年1回、各水先区の適正員数を検34討することとし、これによって水先人が不足していると認められた水先区については、運輸省は当該水先区の水先人会に対し、必要な数の水先人を増員させるよう指導・監督する」ことを運輸大臣に答申した経緯から、以来毎年審議されるものである。　運輸省当局では、適正員数の算定について、昭和51年以来、水先人1人当たりの月間就業時間を6，000分（5時間／日x5日間／週×4週間／月）として各水先区ごとの月間1人当たりの取り扱い隻数を算出し、これを各水先区の過去5年間の取り扱い隻数船協月報平成4年4月号の実績より予測したそれぞれの次年度の取り扱い予想隻数で除して算出する方法を採用している。　これにより、平成4年度適正員数は、取り扱い隻数の微増予測より前年度比27名川の560名、また、年度末員数は廃業予定者7名の補充等を含む42名の新規採用者を加え、合計746名になるとしている（資料参照）。　水先部会では、取り扱い隻数が少なく十分な収益の確保が困難な留萌水先区を除き、各水先区が適正員数以上の態勢となっていることから、平成4年度水先人適正員数および新規増員数については、当局原案どおり承認された。　本件に関連し、船主側委員より最低員数／適正員数／実員数の関連において、算定方法を含めて適正員数のあり方を再検討する必要がある旨の指摘を行った。　これに対し、当局より社会的な時短化の動向、水先人の付帯的業務等も勘案して現行の算定方式について検討したいとの回答があった。　なお、平成4年度新規採用予定員数42名にかかわる水先人試験第一次試験の施行に関しては、4月中旬の官報に告示され、6月初旬に実施されることとなっている。2．諮問＝水先料金の改定について　日本パイロット協会は、去る平成元年12月14日付で運輸大臣あてに「水先料金の改定等に関する陳情書」を提出するとともに、当協会に対し、その趣旨を説明、協力方要請してきた。　同陳情書によると、昭和63年7月に水先料金が改定されて以来、厳しい海運業界も自らの合理化効果に加え、為替レートの安定、市場の回復等の外的要因にも支えられ、各社の企業収益が大幅に改善されつつある情勢の下、さらに水先業務の安定化を図り、かつ円滑な運営を推進するために現行水先料を10．3％引き上げるとともに水先法施行規則第23条別表第船協月報平成4年4月号3にかかわる距離の見直し等懸案5項目の解決を図りたい旨の内容となっていた。　当協会では、港湾委員会水先問題対策委員会において上記陳情書の内容について検討を行い、運輸省海上技術安全局船員部長に対し、�@水先料金については、現行水先料金下においても大多数の水先人が高い水準の所得を得ており、さらに引き上げなければならない必要性があるとは考えられない。�A水先料金改定算式の見直しを行うとともに水先料金体系の見直し（夜間割増、大型船糟導料金、特殊料金、懸案5項目の解決等）については、水先部会の下に別途小委員会を設置して総合的に検討すべきである旨の陳情書を2年3月12日付で提出した。　その後、当協会では運輸省当局の示唆に従い、従前どおり、日本パイロット協会との問に「水先料金改定問題小委員会」を設置し、国際的に批判を受けない水先制度を確立することを前提条件に協議を開始することとした。　小委員会においては、世界主要港に例を見ないわが国の夜間割増制度の是正を中心に論議を行い、その第一段階として夜間割増適用対象時間に算入する水先人にかかわる「乗船前の一定時間」を全廃することとし、引き続き、当局を含む三者構成の委員会を設置して、懸案となっている諸事項に関して合意に向けて協議を行うことで一応の合意に達した。　運輸省当局は、日本船主協会／日本パイロット協会両者における協議の進展状況を慎重に分析・検討した結果、最近における水先業務を取り巻く諸情勢の変化に対応し、当該水先業務の円滑な運営を確保するため、水先部会に対し、「水先料金の改定について」を諮問した。　なお、本件にかかわる具体的審議は、基礎資料の整備のため、次回に持ち越されたが、当局としては5月中に答申を得、所要の政省令を改正の上、7月1日より実施したいとの意向を示している。35【資料】平成4年度水先人適正員数平成3年度の水先員数平　　成　　4　　年　　度取り扱い隻数水先区名当初増滅嶽適正員数廃業予定者数新規採用数年度末員数平成3年の実績平成4年度の予測釧　　　　路3323879隻878隻苫　小　牧415251，3401，451室　　　　蘭33225935960函　　　　館2222248273小　　　　樽2222388382留　　　　萌11216981八　　　　戸33214847873釜　　　　石22224652仙　台　湾4153161，4631，513秋田船川3323717765酒　　　　田2222260285小　名　浜3333932983鹿　　　　島88482，5372，690東　　　　京161611167，2387，255東　京　湾64644846841，24742，169横　須　賀985210187610723，77824，455新　　　　潟66361，2481，328伏　　　　木33231，0091，050七　　　　尾2222155165田子の浦2222617650清　　　　水66362β482，930伊良湖三河湾7381807468616，69817，421偶　勢　湾363393613816，49316，793尾　　　　鷲2222142141舞　　　　鶴2222237249和歌山下津66261，5051，435大　阪　湾8852916469718，67719，109阪　　　神51455039355228，75129，290内　　　海13365134lo73613718β2519，102境2222389441関　　　　門3723528439工9，46318，696小　松　島3122231D290博　　　　多552161，8061，764佐　世　保31424921958長　　　　崎33234314D7島原海湾415251，3231，333細　　　　島2222274274鹿　児　島3323443402那　　　　覇4424801831計695351871156G742746216，290220，12436船協月報　平成4年4月号6．1991年の世界海上荷動き量と92年初の世界船腹量　　　　　（ファンレイズ社「Review　1991」ならびに「World　　　　　　Bulk　Fleet　January　1992」より一部抜粋））　オスロに本社を置く不定期船とタンカーのブローカーであるファンレイズ（Fearnley＄）社は、毎年2回、世界バルク・フリートの船腹量を、また年初には前年の世界海上荷動き量をとりまとめているが、このほど1991年の状況をまとめた“Review　l991“と1992年1月1日現在の世界バルク・フリートの現状を内容とする、“W。rld　Bulk　Fleet　January　1992”を発表した。以下にその一部を抜粋して掲載する。（なお、各表については％を千単位で四捨五入した【表1】世界の主要品目別海上荷動き量（Review　1991）�@　トン数ため、末尾の合わないことがある。）1．「Review　1991」〔1）1991年の世界情勢　1991年の世界情勢は、1990年以上に激動の年であった。米国を中心とする多国籍軍が、サダム・フセインに勝利をおさめ湾岸紛争の幕は閉じた。　旧ソ連邦が崩壊し、新たな独立国には地域紛争や地域間の緊張など多くの問題が残されたσまた、環単位：IO砺トン　　品目N原油合　計対前年Lび率岡1975P980　　　　　　　　　．．．P：lll認：ll惚　l　i蔀3，047R，606＝1985P98687・i288i・2・．｝272：：・8・：…・．36・958i3。5：311　i　276　i・65…1，37・3，293R，385O．0Q．81987P988P9891：｝liil｝iii｝i凱iii羅i3，46ユR，675R，8602．1U．2T．0　1990P991（推計値）蹴1綿1；謁lll　i翻3，977S，0253．QP．2（2＞　トン・マイル単位：10億トン・マイル　　　　品目N　　　　　　　l　　　　　　　　l　　　　　　　　l　　　　　　　　：　　　　　　　　：ｴ油舳製品i鉄蜥i石炭榊物その他合　計対前年Lび率鮒1975P980　　　　　　　：　　　　　　　　’　　　　　　　　l　　　　　　　　l　　　　　　　　：P：號i、鱈il：1！li鋸1…、，1二二15，366P6，611『一1985P986P987翻｛1………i瞭｛1………i聯叢……113，065P3，856P4，298△2．7@　6．1@　3．G19885，065　　　…　　1，445　　　…　　1，919　　　…　　1，719　　　…　　1，117　　　i　　4，04015β057．019895，736　　　…　　1，540　　　…　　1，983　　　…　　1，798　　　…　　1，095　　　1　　4，25016，4027．2　　　1ggoP991（推計値）U，261　　　：　　1，560　　　2　　1，978　　　：　　1，849　　　2　　1，073　　　’　　4，400E，・・。…1，……1，965…1，・・5…1，…i・，51・　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．17，121P7，3904．4P．6船協月報平成4年4月号37境問題が世界の海運産業に大きな問題となって新たに立ちふさがった。　世界経済が停滞し、株式市場も低迷するもとで、いくつかの国家プロジェクトが縮小を余儀なくされた。日本においてさえ景気後退にみまわれるさなか、極東、東南アジア地域は力強い経済成長を遂げた。　米国においては財政収支、貿易収支のいわゆる双子の赤字にもかかわらず、年末にかけて原油安とインフレの縮小に基づいた楽観論が展開され、ダウ平均株価は12月に過去最高を記録し、Morgan　StanleyのWorld　Indexは年末に対前年比15％増となった。（2）1991年の世界海上荷動き量　91年の世界海上荷動き量は、40億2，500万トンで90年の3％増に引き続き、対前年比1．2％増となった。品目別にみると、石油類（原油と石油製晶）が15億2．300万トンで同0．2％減となった。この内訳は、原油が12億トン（同0．8％増）、石油製品は3億2，3DO万トン（同3．9％減）で2年連続の減少となっている。乾貨物は25億200万トンで同2．1％増となっており、その中で石炭が3億6，000万トンで同5．3％増加している一方、穀物が1億8，000万トンで同6．3％減少しているのが目立っている。　また、91年の世界海上荷動き量をトン・マイルベースでみると、17兆3．900億トン・マイルで対前年比1．6％増となり、トンベースを若干ながら上回る伸び率となっている。（表1参照）【表2】92年年初のバルク。フリート2．「World　Bulk　Fleet　January　1992」（1｝1992年1月1日現在のバルク・フリート　1992年1月1日現在における1万％以上のタンカー、鉱／油兼用船およびバルクキャリアは、合計で7，798隻、5億200万％で、83年から6年間続いていた減少傾向が89年から微増に転じ、92年は78隻（対前年比1，0％）、1，300万％（同2．7％）の船腹量増加となった。　この内訳は、タンカーが2，689隻、2億5，550万％　（対前年比3．7％増）、鉱／油兼用船が263隻、3，070万％（同2．5％減）、バルクキャリアが4，846隻、2億1，590万賭となっている。　なお、タンカーのバルク・フリートに占めるシェア（％ペース〉は、50，9％で昨年よりG．5ポイントアップした。（表2参照）�A　国別船腹構成　国別バルク・フリートの上位10力国は表3のとおりで、このうち船腹量を減少させた国はりベリア、ノルウェー、日本、英国、米国の5力国である。このうち英国と米国の減少が目立っている。また、滅少傾向が続いている日本も対前年比11隻、102万％　（3．5％〉の減少となっているが、減少が小幅におさまったため、順位は昨年に引き続き6位となった。　一方、残り5力国が増加しているが、その中でも便宜置籍国であるパナマ、バハマ、マルタが大幅に（WQrld　Bulk　Fleet　January　1992）タ　ン　カ　一兼　　用　　船バルクキャリア合　　　　計年　次蜘万・纏鰍百魂灘　　．層隻数晦i購・細万・灘1991．1．1P992．1．1　　：　　　　　　1Q，633…　　246．4i　　　2．9　　：　　　　　　1Q，689…　　255．5i．　　3，7　　．．　：　　　　　　：Q70…　31．5i△2，5　1　　　　　　1Q63：　30．7i△2．5　：　　　　　　　．　　：　　　　　　：Sβ171211・1i　4・1S，846i　　215．91　　　2．3　　，　　　　　　　：　　：　　　　　　；V，720…　　489，0i　　　3．1　　1　　　　　　1V，798i　　502．0…　　　2．7　　■．1992構成比34．5…・・．gi一　　1　　　　　　：R．41　6ユ　：　一@　　　　2　　：62．・i43．・…一　　1　　　　　　：P00・Oi　100・0…一（注）�@1992．1，1現在の船腹量は暫定値。〔以下表3〜7についても同様）　　�A1万％以上の船舶を集計。38船協月報平成4年4月号【表3】国別船腹量の対前年比較（World　Bulk　Fleet　January　1992）1991．1．11992．1．1国　　別　　　．．ﾇ　　数　…千　％　i国別保有割合　　　．唱　　　層引．ﾇ　　数i千　％　i対前年同期比1国別保有割合　　　．引．リ　ベ　リ　ア　　．層P，014　　i　　　84，491　　i　　　　　17．3X79　　i　　　83，88G　　i　　　△　0．7　　i　　　　　16．7パ　　ナ　　マ876i48．392　i　9．9889i55，524…　14．7…　11．1　　　　　　：　　　　　　　　　　「ギ　リ　シャmルウェーiうちNIS）　　．．T63　　i　　　35．701　　i　　　　　　7．3S30i35，517…　7，3　　：　　　　　　：（416）　i　　（34．236＞　i　　　　　（7．0）608　　i　　　40．048　　i　　　　　12．2　　i　　　　　　8．0S14　　i　　　34，571　　i　　　△　2．7　　…　　　　　　6，9i403＞i（33．380＞i（△2．5）…　（6．6＞キ　プ　ロ　ス�　　　　本mf　　ノ、　　マ540i28，756…　5，9Q27堰E8・49・i・・8262　　：　　　20．G72　　i　　　　　　4．1563…29・58・i　2・9…：　5・・216　　i　　　27，473　　i　　　△　3，6　　…　　　　　　5．5330　　i　　　26，039　　i　　　　　29．7　　…　　　　　　5．2英　　　　国ﾄ　　　　国　1　　　　　　　　　．Q46　　i　　23，141　　i　　　　　窪．7P8・i・4，198i　・・9222i19，561；△15・5：…　3・9174　　i　　　13，157　　1　　　△　7，3　　…　　　　　　2．6　　F　　　　　　　　　i　　　　　　　　　　：マ　　ル　　タ175　　i　　　　6．727　　i　　　　　　1．4　’　　　　　　　　　く301i12・0641　79・3…　2＝生．．．10力国計　　．S，515　　i　　325，487　　i　　　　　66．6　　4　　　　　　　　　’4．696i341，9021　5・0…　68・1「T■「．．．そ　の　他　　　　　　．R，205　　i　　163．481　　i　　　　　33．43，102　　i　　160，123　　…　　　△　2．1　　i　　　　　31．9．合　　計　　層．V，720　　i　　488，968　　i　　　　IOO．07，798i502，0251　2・7　i　1。0・0増加を示した。このほか第二船籍登録制度の成功により増加を続けてきたノルウェーが、減少に転じたのが注目される。3．船齢・船型別構成　バルク・フリートの船齢・船型別構成は表4のとおりであるが、船齢構成をみると、15年以上の船が全体の隻数で42．9％と昨年の37．7％より5．2ポイントもアップしており、これを％ベースでみても昨年の43．6％から46．2％へと2．6ポイントアップしている。　なお、全体の平均船齢は、昨年の12．4年から12．8年となっており、好調な新造活動とスクラップ市場の低迷により船舶の老齢化傾向が依然として進行していくと思われる。（表5参照）　一方、全体の平均船型は6万4，400％（対前年比1．7％増）となっており、その内訳はタンカーが9万5，QOQ％（同1．5％増）、鉱／油兼用船が11万6，600％（同0．1％増）、バルクキャリアが4万4．6QO％（同L8％増）となっている。4．佃92年1月1日現在の発注済み　　バルク・フリート　1992年1月1日現在の発注済みバルク・フリートは、479隻、5，307万3，000％（同6．9％増）となっている。この内訳は、タンカーが3G3隻、3，79G万7，000％（構成比71．4％）、鉱／油川用船が20隻、199万4，0GG％（同3．8％）、バルクキャリアが156隻、1，317万2，000％（同24．8％）となっている。（表5参照）　一方、今後の竣工予定をみると、92年にタンカーが136隻（同72．1％）、1．528万3，000％（同40．3％）、鉱／油兼用船が14隻（同6．9％）、147万3，GOO％（同73．9％）、バルクキャリアが65隻（同21．0％）、445万％（同33，8％）、93年にタンカーが117隻〈同71．6％）、1，585万1，000％（同41．8％）、鉱／油兼用船が5隻（同2．0％）、44万％（同22．1％）、バルクキャリアが60隻（同26．4％〉、585万4，000％（同44．4％）となっている。（表7参照）船協月報　平成4年4月号39【表4】舩齢・船型別構成（World　Bulk　Fleet　January　l992）船齢20年以上15年〜19年1Q年〜14年5年〜9年5年未満合　　　計船種船型〔日野　　　　．ﾇ数…百万％　　　　．　　　　．ﾇ数i百万％　　　　．　　　　．ﾇ数i百万％　　　　．　　　　Fﾇ数i百万％　　　　圏　　　　．ﾇ数…百万％　　　　．　　　　■．ﾇ数i百万％i構成比　　　　．圏10−25Q5−50T0−80W0−1QOP00−150P50−200Q00−3QOR00以上446…8・2394…12．65　　　．142…9．0　　　：471　4．2　　　し57：　6．6　　　：14：　2．2　　　：16i　3，8　　．i　一　　　」452i　8・2785…25．2　　　．249…15．7　　　：11911Q．5　　　：258：32．3　　　：61口0，0　　　脚262i　67，5　　　：45：16．2　　　L464i　8・83617i　20．5　　　．280…17．7　　　：10L　8．7　　　：l16：14．6　　　：38：　6．4　　　：24…6．3　　　：33：13．O　　　」294i　5・71・017i　37・0　　351i　22．6　　　　　：　　701　6，2　　　　　：　　　64：　8．5　　　　　：　　　46：　8．1　　　　　：　　　26…6．3　　　4…1．3　　　　　L74…L3330：12．7　　　：170iIL2　　　：85；　7，8　　　：103：13．5　　　：571　9．3　　　：82i　20．5　　5i　1．5、　　　」　　　　　．．P，730…　32．33i　　6．4R．143…108．1　i　21，5P暴ii繕1　　410…104．4：　　　　　　　　　　　　　20．8　　　　　；　　　　　：　　　87：32．0：　6．4　　　　　＝　　　　　」．．|．■■．幽幽�　計「「「．．■．幽　　　　　．P・116…47・0　　　　　脚Q，231i185．5　　　　　＝　　　　．P，673…96．1　　　　．　　　　　．P，872…95．8@　　　　｝　　　．X06…77．9　　　セ・・798堰E・2・l11・・，q．構成比　　　　：P4，3：9．3　　　　．28．6i　36，9　　　　」　　　　：Q1．5：19．1　　　　．24．0…19．1　　　　．11．6…15．6　　　　11。0．oi100．oiタンカ110−25Q5−50T0−80W0−100P00−150P50−200Q00−3GOR00以上　　　．P72：　3．2　　　：P03…3．4　　　：64：　4．2　　　；29：　2．7　　　：23i　2，74iO，6　　　：15：　3．6−i　−　　　」　　　．P11：　2．0　　　：Q46…8．0　　　：30：　2．0　　　：107：　9．5　　　：134：17．4　　　：21…3．4　　　：240：62．1　　　し45；16．2　　　L　　　．V2：　1，2　　　：I18i　4，0　　　：／01：　6．2　　　：89：　7．7　　　：37：　4．6　　　：31…5．1　　　：22：　5．8　　　：33：13．0．『．．」　　　FV0：　1，2　　　：P73i　6．3　　　：891　5．5　　　：57：　5．0　　　：161　1．9　　　：　　2…G．3　　　：14：　3．52…0．6　　　し　　　．Q6：　0．4　　　：P35…5．1　　　レ331　2．1　　　：77：　7．0　　　：691　8，6　　　：15i　2．3　　　：62116．エ2iO．6　　　」Eiiil盤li計　　　．S10…20．5　　　4　　　．X34i120．6　　　レ　　　ξT03147．6　　く　　　．S23…24．5　　　レ　　　．S19…42．3　　　4　　　　　．　　　　　弓Q・6891255・5t100・0構成比　　　　．P5．3：　8．0　　　　．　　　　．R4．7：47．2　　　　．18，7i　18．6　　　　．P5，7：9，6　　　　．　　　　．P5．6：16．6　　　　．100．01100．oi兼用船10−25Q5−50T0−80W0−100P0G−150P50−200Q00−300R00以上一…　一撃撃n．05　：5：　0，3　：61　0．5　：8i　Q．82iO．31…0．2一…　一　：一…　一S…0．2　　：11：　0．9　　：7…0．6　　L49i　5，7　　：24：　4，0　　：16：　3．9．i　一　　：　　．Qi　O．03Qio．1　　：18：　1．3　　：5…0．4　　．3Q：．　3．71102　　：21　0，5−i　．　　：　　：@一：　　　一@　：U1　0，3　　：31：　2．1R…0．3　　：7：．　1．0P…0．2P…0．3　　：1iO，3　　3一…　一　：410．2　：2：　0．1　：41　0，4−i　．　：6…1．0一…　．3…o．9　：奄撃撃於ﾘi　　3　　　　　1計　　：Q3：　2．3　　」　　　：P11：15．2　　　L　　：U01　6．3　　」50i　4．4　　：P9：　2，6　　」263［30・7i100・0構成比　　　印W．8i　7．5　　　　．S2．2：49．3　　　　：　　　　．Q2．8：．20．5@　　　3　　　　．P9、OU4．3　　　　3　　　．V2i　8．4・・Y・�IノfmレNキヤリア10−25Q5−50T0−80W0−100P00−150P50−200Q00−300R00以上　　　…Q74i　5，0　　　：2901　9．2　　　：73：　4．5　　　：12…　1．0　　　：261　3．18i　1．3　　−i　一一i　一　　　く　　　しR41：　6．2　　　：T35：17．0　　　：Q08i　12．8T｛0．4　　　：752　92　　　．．16：　2．6　　　：　　61　1，5　　−i　一　　　：390…7．6　　　：497116．4　　　：161110．2　　　：　　7i　O．6　　　：491　6．36口．1一…　一　　　：　　一1　　　『　　　く224…4．5　　　：W38：30．4　　　：Q31…15．0　　　：101　0．9　　　：41：　5．6　　　乙431　7．6　　　：11…2．5　　1…0，4　　　」　　　：S8：　0．9　　　1191：7．4　　　：135…9．0S…0．4　　　し34：4．9　　　＝361　6，0　　　：20i　4．4一1　一　　　く計683…24．2　　　　　「P，186149．7　　　　　t1，110i　42．2　　　　　．P，399166．9468…33．0　　　　　．　　　　　＝S．846i215．9　i100．0構成比　　　弓P4．1…11．2　　　　．　　　　．Q4．5i　23．0　　　　．　　　｛Q2．9i19．5　　　　．　　　　「28．9：31．0　　　　．　　　19，6115．3　　　脚…．・［1・・．・i40船協月報　平成4年4月号84，1．188．1．189．1．190．1．191，1．192．1．1合　　　　　計9，7年10．8年11．4年1L9年12．4年12．8年　．．．「．幽タ　ン　カ　一刀@　用　　船oルクキャリア9．8X．9X．41L8P1．6X．412．3P2．4PG．112．7P3．2P0．713．2P4．1P1．113．4P4．3P1．7【表51平均船齢（World　Bulk　Fleet　January　1992）【表6】発注済み船腹量の船型別内訳（WQrld　Bulk　Fleet　January　1992）船種タ　ン　カ　一兼　　用　　船バルクキャリア合　　　　　計船型（千％）　　．ﾇ　数　…千　％　　．ﾇ　数i千　％隻数…千％隻数i千％　　圏10−18　…P2　i　　162一1　．．6i　84181　24618−25l　i　　18．一　…　　　一：12i　25813　…　　276　：25−4052il・829一　…　　　一2gi　96381…　2，7924Q−50T0−60U0−80W0−100P00−15027i1，112Q　：　　110@…16：　1，045　374i6・861R2i4，362一i　　一黷堰@−S　…　　300　：11　：　　989Qi　204　圏Q1　i　　g18黶c　一　：32　：　2252　　，．i　　一　：23：　3，229　：S81　2，030Qi　110　：52i3，597　「85：　7，850　…57　：　7，795．：：：150−20012i　1，8293　i　　5G129…　4，52744：　6，857L．＝200−250Q50−3005　…　1，200　：65…17β79一　：　　　　　一｡　　一3　…　　621Di　　一8i1・821U5…17，879300以上5i1，500一　　　．@…1　i　　32G脚36　1　1β2G　．合　　　計　．R03137，907　．Q01　1，994　．P56：13，17247gi53，073LしL．L．．．．．．．一』．．．．構成　比　：U3．2　1　71．4　：S2　1　　3．8　：R2．6　1　24．8　　：P0G，O　l．．．rタ　ン　カ　一兼　　用　　船バルクキャリア合　　　　　計　船型N隻数千％構成比隻数千日構成比隻数千％構成比隻数千％構成比199213615，28340．3　　72．1141，47373，9　　　6．9654，45033、8　　21．．O21521，20640．D　　lOO．O199311715，85141．8　　71，6544022、1　　　2．0605，85444．4　　26．418222，14541．7　　1DO．01994以降506，77317，9　　69．71814，G　　　O．83工2，86821．8　　29．5829，72218．3　　100．0合　計30337，907100．0　　7L4201，994100．0　　　3．815613，172lDD．0　　24．847953，07310D，0　　100、0【表7】発注済み船腹量の今後の竣工予定（World　Bulk　Fleet　January　1992＞船協月報平成4年4月号41■一D、ナビックスライン相談役加地　孝　義　脳出血で倒れてから早いもので、もう4年が過ぎようとしている。　2年前からスコアはともかく、何とか18ホールまわれるようになり、ありがたいことだと思っている。　大病以来いささかしょぼくれた私の姿からは、これでも旧制中学時代（山口県立徳山中学校）野球部の正二塁手として鳴らした（のといっても素直に信用して下さる方は少ないのではないだろうか。　しかしながら、自慢にはならないが、私は3打席3球3三振という大変珍しい不名誉な記録を持っている。　野球好きの私は毎年プロ野球キャンプ便りが聞かれるころになると何となくウキウキしてくるが、それと同時に春の甲子園選抜大会が近づくと、どうしてもこの不名誉な記録を思い出すのである。　それは中学3年の春、上級生から恐喝といってもいい形でむりやり入部させられ、正二塁手として試合に出場したときのことだった。私の母校は県下では有数の進学校で野球に限らずスポーツはすべて弱く、部員もギリギリの人数しかいなかったために、上手下手の関係なく、だれでも入部と同時にレギュラーとして試合に出る羽目となった。　したがって私と一緒に入部したT君はチームの正三塁手、私は正二塁手となったのである。　ところが弱いはずのわれわれのチームにも異変が生じ、春の選抜大会の予選に勝ち進み、山口大会の準決勝で当時全盛を誇った下関商業と対戦することになった。私のこの不名誉な記録はこの時に生まれた。試合は下商の一方的リードとなり、7回コールドゲームで敗退することとなったが、そのために私が打席に入ったのは3回。そしてその全打席が3球三振で終わったのだった。その時の下商の投手は名だたる名ピッチャーの高野君で、彼はそのあと巨人・大洋で活躍した。今のスピードガンで計れば恐らく145キロ以上は出ていたと思うが、私はこのスピー．hに手も足も出ず、せめて1球ぐらい内野ゴロを打ちたいと願ったが空しかった。　この試合のあと間もなく第二次大戦となり、野球は敵性国のスポーツとして試合らしい試合42船協月報　平成4年4月号もできず、やがて甲子園大会も中止され、またわれわれの野球部も解散した。したがってこの私の不名誉な記録は、挽回のチャンスもないまま、部史に残ることとなったのである。　一緒に入部したT君は、終戦後タイガースに入団したが、選手としては大成することなく審判に転じた。しかしT君の縁で“トラキチ”となり、数年前優勝の時には狂喜乱舞し、その後の長い低迷の時にも、夢よもう1度とひたすらトラキチに徹している。　このようにあまり人に語るほどの歴史を持たないわが母校野球部も、1度だけ華々しい記録を残している。すなわち学校創立107年目、海部87年にして初めて昭和62年夏に甲子園出場の夢のような快挙をやってくれたのである。この試合も珍しい経過となったので、ついでに一言触れさせていただく。初戦で対した相手は東海大学山形高校で、試合は1対0でわが母校優勢のまま9回裏2アウト打者2ストライク3ボールとなった。とどめとなるはずの最後の1球はピッチャーゴロ。ピッチャーがこれを捕った瞬間、だれもがこれで試合終了と信じた。ところがあろうことか、ピッチャーの一塁送球が一塁手の頭上遙か大暴投となり、打者は塁を1閉し同点。さらにこのあと連打されて2対1の逆転敗北となったのである。　しかし、残念ではあったが、甲子園出場という夢を果たし、短い時間ながらわれわれを大いに楽しませてくれた後輩に心からありがとうといいたい。　終わりに、心ゆくまで野球を楽しめる平和な時代に感謝し、はたまた取り戻した健康に同時に感謝し、これからもわが母校とタイガースに応援を続けていきたいと思っている。船協月報　平成4年4月号43圏半半團回国団十四第25回海運の歴史にみる船とネズミとネコの関係。　岸壁に停泊した貨物船の係留索（もやい綱〉の船側の部分をよくみると、金属でできた漏斗状の円盤のようなものが取り付けられているのがわかる。これはラットガード（ネズミよけ）と呼ばれるもので、ロープを伝って船内にネズミが侵入するのを防ぐためのものだ。　船内の食料ばかりか積荷までも食い荒すネズミは、船にとっては大敵で、ラットガードを取り付けても、なお侵入してくるネズミを退治するために、かつては世界のほとんどの国の船がネコを乗船させていたといわれる。　例えば、英国の古い海上保険法では、ネコを乗せていなかった貨物船は、ネズミによる被害を故意に防ごうとしなかったという理由で、貨物の損害への保険金支払いを認められなかった。また遭難船が発見されたとき、船内にネコが一匹でも残っていたら、その船は難破したのではなく遺棄船として扱われることさえあったという。船内でのネズミ退治に活躍するネコの役割は、それほど重要なものと見なされていたわけである。　こうした習慣は、世界中にネコが広まる上でも大きな役割を果たしたようで、遣唐使船などに乗って日本に渡ってきた中国産のネコも多かったらしい。ソファーの上で退屈そうにアクビしているあなたの家のネコも、かつて世界の海を股にかけて活躍した勇敢な船乗リネコたちの子孫かもしれないのである。女子学生のシンボルとなったむくつけき水兵たちの制服　背の部分を覆う四角い襟が特徴の「セーラー服」。どうしても女子学生の制服を思い浮べがちだが、元来はセーラー（Sailor；水兵）のための服だった。英国海軍が、このセーラー服を制服と定めたのは19世紀半ばのことで、以来、世界の海軍に広まった。　現在では、各国とも襟の線やスカーフなどのディテールに工夫を凝らし、英国は襟の3本の臼い無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎44船協月報　平成4年4月号律ム．　o　，専　こ僻　　く　／一ぐ　　線、米国は星のマークなど、さまざまなデザイン　　でそれぞれの国をシンボライズしている。　　　　この水兵の服が、一般の服装として世界的に流　　行ずるようになったのは19世紀末。1864年に、英　　　国の王子が着て評判になったのが発端で、最初は　　　子供服として、やがて少女や女性のファッション　　　として広まった。　　　　日本では明治時代から女子学生の通学服として．一．@着用されはじめたが、本格的に普及しだしたのは　　　昭和の初期に入ってから。動きにくい和服にかえ　　　てセーラー服を制服に指定する学校が急速に増え、　　　ついにセーラー服は女子学生のシンボルともいえ　　　るポピュラーな服装となった。　　　　ところで背に垂らす大きな四角い襟は、むくつ　　　けき水兵たちが、長い航海の問に伸びた髪の毛を　　　縛って後ろに垂らしたとき、上着が汚れるのを防　　　ぐためのもの。このあたりは、朝シャンに余念の　　　ない清潔好きな現代の女子学生のイメージには、　　　ちょっとそぐわないところだろう。船協月報　平成4年4月号1時間に120台を積み込む自動車専用船の驚異の荷役速度。　自動車専用船は、特定の貨物をより効率的に輸送することを目的に開発されたさまざまな専用船の中でも、多くの点で個性的な特徴を持つ船種だが、そのいちばんユニークな点は、「走る貨物」である自動車の特徴を生かした独特の荷役方式だろう。　専門のドライバーが、貨物である車を船内の積み付け位置まで直接運転して積み込むため、クレーンなどの荷役装置を必要とせず、しかもスピーディ。かつて一般貨物船にクレーン積みしていた時代の荷役では、1基のクレーンで1時間に15〜6台というペースだったが、これが現在の荷役方式では、20名前後の荷役チームで1時間に約120台という驚異的な荷役速度を実現。まさに革命的ともいえる効率化とスピードアップをもたらした。　わが国の自動車工業の生産額は、全製造業中の1割、機械工業中の3割を占．め、日本経済を支える基幹産業として重要な役割を果たしている。自動車専用船は、その海外への輸出活動を支え、日本国内の生産基地と海外の市場を直結する、いわば海のベルトコンベア。　完成車輸送のみならず、近年増加の一途をたどるノックダウン生産用の部品輸送まで柔軟に対応しながら、自動車専用船は、今日も日本の優れた技術の粋を、世界の国々に運び続けている。45海運日誌（3月）6日　国際海事機関（IMO）・海洋環境保護委員会　　（MEPC）が2日〜6日の間ロンドンで開催さ　れ、タンカーの構造規制に関する国際条約　　（MARPOL条約）の改正を採択した。　　（P．4海運界の動き1参照）9日　海運造船合理化審議会は、今後の内航海運対　策のあり方を奥田運輸大臣に答申した。それに　　よると、焦点となっていた船腹調整制度は当面　維持存続することとなった。（P．9寄稿参照〉　◎　運輸省海上技術安全局が2月分の新造船建造　　許可実績を発表。それによると、19隻、77万　　7，000％（前月比77．7％減）、契約船価は1，066億　　6，400万円となった。11日　運輸省海上交通局は、平成3年における日本　　人の外航客船旅行者数を発表した。それによる　　と、旅客定期航路とクルーズ客船を合わせた旅　　行者数は19万工，8GO人で前年比2L3％増となつ　　た。　◎　大蔵省発表による2月分の貿易統計（通関速　　報ベース）は、輸出が280億8，200万ドル（前年　　同月比12．4％増）、輸入が178億5，500万ドル（同　　10．3％減）で、貿易黒字は前年同月比の約2倍　　にあたる102億2．600万ドルと月間の黒字額とし　　ては過去最高となった。　◎　日本船舶輸出組合はユ991年の世界新造船受注　　量をまとめた。それによると、総トンベースで　　前年比17％減の1，423隻、1，999万総トンとなり、　　日本のシェアは前年の46．3％から40．6％に下が　　つた。12日　船員中央労働委員会は平成4年度船員災害防　　止実施計画について奥田運輸大臣に答申した。　　（P．27内外情報3参照）23日　日本船舶保険連盟はペルシャ湾就航船舶への　　戦争保険（船体保険）料率を一部改定した。そ46　　れによると、同湾のうちイラク、クウェートな　　ど三区域を除き割増保険（AP）料率がゼロとな　　る一方、4月1日から年間ベースの戦争保険基　　本料率を従来と比べ40％引き上げた。25日　当協会と日本船舶保険連盟は、1992年の船舶　　保険料を総額で28億円強、約8％引き上げるこ　　とで合意した。（P．6海運界の動き2参照〉　◎　日本開発銀行の平成3年度海運融資は、合計　　10隻、94万1，000総トンで確定し、10年ぶりに予　　算枠を上回った。26日　第43回海上安全船員教育審議会水先部会が開　　催され、平成4年度水先人適正員数が討議され、　　水先料金の改定について諮問された。　　（P．34内外情報5参照）27日　海上安全船員教育審議会船舶職員部会の20条　　問題小委員会が開催され、近海船1隻を含む合　　計13隻の外航新マルシップの配乗特例措置を承　　麗した。（P．33内外情報4参照）31日　港湾運営基金（HMF）が協定期限満了となり　　廃止された。本基金は3年度にわたり徴収され、　　合計約140億円強の実績となった。　　　不公正な海運慣行に当るとして調査していた　　連邦海事委員会（FMC＞の調査中断に引き続　　き、3月中旬にはECも違法な商慣行がなくなつ　　たとして調査中断を決定し、本件は全面的に終　　息した。3月の対米ドル円相場の推移　　高　値　　　　129．60円（2日）　　安値　　134．40円（13日）　　平均（月間＞132．70円　　　　（注〉銀行間取り引きによる船協月報　平成4年4月号3月定例理事会の模様（3月25日、日本船主協会役員会議室において開催）総務委員会・港湾委員会関係報告事項1．船主港湾協議会の受け入れについて　船主港湾協議会（以下1開港協〉は、昭和38年、難航オペレーター12社により当協会の外部組織として設立され、以来現在まで港湾関連諸問題および港湾の整備・運営に関する全般的な調査研究を行うとともに、必要に応じてメンバーを代表して関係団体と交渉を行ってきた。　しかしながら、その後メンバー数は集約合併等によりわずか4社となり、さらに近年、港湾労働問題および港湾運送事業は複雑化し、その取り組みについては、これら4社のみを構成メンバーとする船港協としてはおのずと限界があり、十分に対応し得ない状況になってきた。　このため、先般、船子協より当協会に対し、同協議会の従来果たしてきた役割・機能をさらに充実・発展させるため、できるだけ早い時期に当協会組織への移行につき、平成4年1月21日付文書で要請があった。　当協会では、本要請につき港湾委員会で審議した結果、�@港湾委員会の下部組織とし、新機構を設置して　上記現船内協事項を取り扱う。．�A新機機「港湾協議会（仮称）」は、新たに自動車　関係船社を加えた港湾委員会メンバーをもって構船協月報　平成4年4月号戸戸だより　成し、その任に当たる。�B新機構の構成メンバーは、現川黙黙メンバー4　社に外航不定期船関係2〜3社、近海関係2社、　内航関係2〜3社、自動車関係1社の合計11〜12　社とする。�C事務局スタッフは、現船港協事務局員全員を当　協会に移籍し、引き続き現職務をとり行い、暫時　可能な限り船協プロパーに交替していく。�D運営費については、初年度は年間経費3，000万円　強のうち、借室費（約30％）を除いた費用を現船　港協4社が負担し、以後段階的に当協会の負担と　していくこととする。�E実施日については、理事会の承認が得られれば、　4月1日からとする。�F受け入れにかかわる諸事項については、早急に　両事務局間で調整するとの結論に至った。　総務委員会としては、以上のような状況から、今後港湾関係の諸問題については、海運界全体の問題として当協会が取り組んで行く必要があると考えるので、前記港湾委員会の結論について了解．する。　従って、現在の船港協を当協会組織の中に吸収していくこととなるが、予算、機構上の問題については、次のような方針の基に進めて行くこととしたい。（D　事務局機構について　　当協会業務部に業務3課を新設し、同割へ船港　協事務局職員を受け入れる。　　職員は6名のうち女子1名は当協会職員として　雇用するが、男子5名は各社からの出向となる。�A　委員会組織47船協だより　　従来、船港協で取り扱ってきた問題を処理する　ために、港湾委員会の下部機構として、既存の水　先問題対策委員会（4月1日名称変更「水先問題　検討委員会」）および港湾問題対策委員会（4月1　日名称変更「入港料問題検討委員会」）と並列的な　委員会を新設し、その名称を「港湾問題検討委員　会」とする。　　ただし、対外的な名称は前記のとおり「港湾協　議会（仮称）」とする。（3）運営費　　人件費をはじめその他の経費については、平成　4年度は早船港門4社が負担し、以後は段階的に　当協会が負担し、平成7年度以降は全額当協会が　負担することとする。　　これに備えて、平成5年度においてこのための　予算を確保しておく必要がある。広報委員会関係報告事項1．国民の祝日「海の日」制定推進会議の要望活動　について　（本誌1992年3月号P．34参照）2．平成4年度海運講習会について　（P．54参照＞3．PR映画「日本の海運」改訂版等の完成について（D　PR映画「日本の海運」改訂版　　　当委員会では、現在使用中のPR映画「日本の　　海運」（昭和61年度制作）の改訂版を平成2〜3　　年度事業として制作することとし、作業を進め　　てきたが、今般完成した。この改訂版（16mm、48　カラー、30分）は、日本海運の役割と重要性な　らびに現状と新たな取り組みを一般の人々に理　解してもらうことを目的として制作した。　　この映画は、毎日産業映画教室に参加し、一　般向けに全国を巡回上映する他、都道府県視聴　覚センター・ライブラリー（全国約800カ所）に　ビデオで寄贈し、幅広く利用されるようにして　いる。なお、英語版は4月中に完成する予定で　　〔．．　ある。（2＞中学社会科教材用ビデオ　　当委員会では、長期的視点に立って学校・学　生向け広報を重視しており、その一環として中　学校社会科教材用ビデオをシリーズで制作して　いるが、今般平成2〜3年度事業として第4作　「日本とアジアを結ぶ海運一産業と貿易を通　して一」が完成した。　　このビデオは、文部省の選定を得て学校へ貸　し出せるよう、全国の視聴覚センター・ライブ　ラリーに寄贈することとしている。保険委員会関係報告事項1．平成4年度船舶保険料率・条件の改定について　（P．6海運界の動き2参照〉港湾委員会関係報告事項1．水先料金改定問題について　（P．34内外情報5参照）船協月報　平成4年4月号）．海務委員会・工務委員会関係報告事項1．タンカーの構造規制問題について　（P．4海運界の動き1参照）労務委員会関係報告事項1．無線通信士の資格・配乗に関する無線通信規則の改正について　（P．25内外情報1参照）国際委員会関係報告事項1．1984年米国海運法の見直しに関する大統領諮問　委員会の報告書について　1984年米国海運法の見直しのため昨年4月に発足した大統領諮問委員会（正式呼称は「外航海運における同盟に関する大統領諮問委員会」PresidentialAdvisory　Commission　on　Conferences　in　OceanSh｝pping）は今月10日に最終会議を開き、来月10日大統領および議会に提出すべく報告書最終案の検討を行い約1年間にわたる作業を終了した。　諮問委員会の目的は、1984年海運法制定以降の米国の外航海運における定期船同盟に関する総合的な調査を行うとともに、米国にとって最も有益なのは閉鎖型同盟であるのか、または開放型同盟であるのか、あるいは同盟そのものを禁止してしまうことなのかについての検討を行い、さらに（1汐リブ届出。執行は継続すべきか�Aサービス・コントラクトについてインディペンデント・アクションを要求すべき船協月報　平成4年4月号船協だよりか、についても検討を行い大統領および議会に勧告を行うこととされていた。　しかしながら、諮問委員会の結論は、現状維持を主張する日・米・欧の船社とindividual　service　con−tractおよびその条件のconfidentialityの導入等を要求する法改正派の米国大手荷主との間で意見の対立が際立っているため、また諮問委員会の中でも外語／荷主いずれの主張を取り上げるかについて意見が一致しなかったため、勧告を出すには至らず、報告書は単に調査結果、船社／荷主双方の見解および諮問委員会全委員（17名）の個別意見を列挙するにとどめたinformational　reportとし、1984年海運法を改正するか否かの判断は議会に委ねる形となった。しかしながら、これを不服とする米国の一部大手荷主は別途議会に同法改正のための法案を提出するべく画策中と報ぜられている。　またFMC（連邦海事委員会〉はこのような一部荷主の動きを牽制するため1984年海運法を改正しないで、現行のFMC規則の改定により諮問委員会に寄せられた問題の一部を解決したいとの意向を表明している。　報告書最終案は3月16日までに諮問委員から寄せられたコメントを勘案しflnalizeされる運びとなっている。なお報告書はLOOOページにのぼる大部のものであり、その約20分の1の要約版も作成されているが、構成は下記のとおり。　�@諮問委員会の背景　（2）同盟および米国の海運立法の歴史　（3）外航定期船産業の歴史　（4＞国際定期船海運業における傾向と問題49船’協だより�D　独禁法適用免除および同盟制度の分析�E　コモン・キャリアーの分析（7｝タリフの届出および執行（8）サービス。コントラクトの分析（各諮問委員の声明）付録A．諮問委員履歴、議会スタッフB．諮問委員会スタッフC．公聴会、証人、インタビューのリストD．FMC報告の要旨E．諮問委員会に対する加州大David　A．Buτz教授　の報告F．定期船海運における同盟運賃構造の経験的分　析　　　近海内航部会関係報告事項1．今後の内航海運対策のあり方について　（P．9寄稿参照）外航船舶解撤促進特別委員会関係報告事項1．船舶解撤問題に関する日本造船工業会との共同　検討委員会の設置について　本年1月24日、当協会と日本造船工業会は、それぞれ当協会根本会長、轄法輪本特別委員会委員長、ならびに造工飯田会長、合田業務委員長の出席の下、両業界協力して船舶解撤の推進策を検討して行くことを確認するとともに、共同検討委員会を設置することを決定した。50　その後、共同検討委員会（含幹事会）の構成メンバーにっき、両会で調整の結果、下記の方々に参画願うこととなった。当協会側委員・幹事については、轄法輪委員長の他、本特別委員会専門委員ならびに幹事を中心に構成している。　今後当面は、本共同検討委員会において船舶解撤推進策を検討していくこととなるが、将来的には、政府、関連業界、国際機関等にも働きかけ、広範な　　（．対応体制を築いていきたい。　　　　　　　　　　記　　船頽解撤問題共同検討委員会（仮称）（当協会側）委員会　大阪商船三井船舶　取締役社長　　　　　　　　　　　　　輕法輪　　　奏　　　　　大阪商船三井船舶　常務取締役　　　　　　　　　　　　　浜　本　敏　孝　　　　　第一中央汽船　常務取締役　　　　　　　　　　　　　吉　川飯　野海　運川　崎　汽　船日　本　郵　船ナビックスライン新　和　海運　　　　　　清専務取締役　大和田　郁　夫専務取締役　田　邉　継　彦専務取締役　河村健太郎常務取締役　山　縣　元　彦専務取締役　荻　谷　耕　一船協月報平成4年4月号類会昭和海運軽営轟義　　　　　　　　　横堀昭典　　　野工勅醸専務取締役　　　　　　　　　山中啓吾　　　東京タンカー　取締役企画部長　　　　　　　　　太田　　彰幹事会　大阪商船三井船舶　企画部副部長　　　　　　　　　佐藤博之　　　第一中央汽船　営業企画部次長　　　　　　　　　桑原信二　　　飯野海運　企画部課長　　　　　　　　　星野憲一　　　川崎汽船企画部審議役　　　　　　　　　日東詔彦　　　ナビックスライン　企画部次長　　　　　　　　　日野乾太郎　　　日本郵船企画部企画一群長　　　　　　　　　杉浦　　哲　　　新和海運　企画部次長　　　　　　　　　一旦　　毅　　　昭和海運経営企画部副部長　　　　　　　　　神馬昌志（日本造船工業会側）委員会　　住友重機械工業　　会　　　　　長　　　　　　　　　合田　　茂　　　住友重機械工業　専務取締役　　　　　　　　　大野伊佐男　　　石川島播磨重工業　常務取締役　　　　　　　　　簗　　　毅船協月報　平成4年4月号船協だより委員会幹事会大島造船常務取締役　　　　　加藤茂俊川崎重工業　取　締　役　　　　　　小野靖彦常石造船常務取締役　　　　　　三須千純名村造船取締役社長　　　　　　薄田元司N　K　K　常務取締役　　　　　　宮崎平一郎日立造船常務取締役　　　　　　三輪善雄三井造船　常務取締役　　　　　　竹内哲夫三菱重工業　常務取締役　　　　　　宮崎　　晃川崎重工業　取　締　役　　　　　　小野靖彦石川島播腫工業甥謄彗難　　　　　　石崎改訳大島造船船舶海洋営業部長　　　　　　羽室英一川樋工業鰭離難　　　　　　河合敏雄住友重機械工業墾難聴羅　　　　　　堀内敬輔常石造船常務取締役　　　　　　三須千純名村造船船舶営業部部長　　　　　　秋山徳昭51船協だより幹事会　N　　K　　K日　立　造　船三　井　造　船三菱重工業洋長海部・部下業船舶徳　　　尚　業付武事長秀・辮・北舶部藤　船本丁丁難弘　　　一　洋長雅海次輝谷　・部橋角細務根　一業船員対策特別委員会関係報告事項1．外航船舶職員の確保・育成のた．めのPRビデオ等の完成について（1）PRビデオの制作　　当委員会は、．外航船舶職員の仕事・生活・休　暇などを描いたPRビデオを制作した。このビデ　オは、近代化船や混乗船などに乗ウ組み、また、　海外で活躍する今日の若い海上社員の姿を描く　　ことにより、一般の人々には知られていない外　航船員という職業の特質と魅力を紹介すること　　を目的としている。　　制作に当たっては、次の3点を基本としてい　　る。　�@ストーリー性を持たせ、観る者を飽きさせ　　　ないこと。　　�Aできるだけ各種の船を紹介できること。　　�B職業的な魅力を描き、若者が興味を持てる　　　こと。　　　このPRビデオは、各船員教育機関において優　　秀な学生を募集することに役立てる他、一般の52　人々にも外航船員の職業を理解してもらえるよ　う、幅広く関係先に配布し、有効に活用するこ　ととしている。�A　パンフレットの作成　　外航船舶職員のPRビデオに加え、ビデオ鑑賞　だけでは理解が困難と思われる外航船員につい　ての知識を補うため、これらを平易に解説した　パンフレットを作成した。　　その概要は次のとおりであるが、パンフレッ　トだけでも今日の外航船員の仕事と生活の魅力　およびわが国外航海運の役割などが理解できる　ものとした。　�@船員の資格制度と船内職務　�A勤務体制および休暇制度の特長　�B船員教育機関の名称と分布　�C陸上分野における海技者の役割　�D外航海運の重要性と新たな取り組み　　このPRパンフレットは、原則としてPRビデオ　と併せて活用されるよう関係先に配布すること　としている。会員異動○　退　会　平成4年2月29日付　　英雄海運株式会社（京浜地区所属）　　正福マリン株式会社（京浜地区所属）　平成4年4月1日現在の会員数165社　（京浜106社、阪神45社、九州14社）船協月報　平成4年4月号へ　　　　陳情書・要望書等（3月）宛先＝公明党委員長、自民党幹事長、自民覚総務会　　　長、農林水産大臣、民社党委員長、社民連代　　　表、社会党委員長、共産党委員長、労働大臣件名：国民の祝日「海の日」制定に関する要望につ　　　いて要旨；本誌1992年3月号P．34参照宛先　神戸市長件名　神戸空港計画に係る船舶航行安全の確保につ　　　いて要旨　神戸港沖の空港島建設位置の決定にあたり、　　　海上交通問題について検討委員会で慎重な検　　　討を行うとともに、関係海運業界の意見・要　　　望について十分配慮するよう海事7団体連盟　　　にて陳情した。（写しを運輸省航空局長、運輸　　　省港湾局長、海上保安庁長官、第五管区海上　　　保安本部長、運輸省第三港湾建設局長へ提出　　　した。）　　　　　海運関係の公布・法令�堰@船舶職員法施行規則の一部を改正する省令　　（運輸省令第9号、平成4年3月26日公布、4　　月1日施行）�堰@海技大学校規則及び海員学校規則の一部を改正　　する省令　　（運輸省令第10号、平成4年3月26日公布、4　　月1日施行）船協月報　平成4年4月号船’協だより�堰@海技大学校組織規則の一部を改正する省令　　（運輸省令第11号、平成4年3月30日公布、4　　月1日施行）　　　　国際会議の開催予定（5月）ジョイント。ラポーターズ・ミーティング　　　5月4日〜8日　バンクーバーICC第9回総会　　　5月ll日〜15日　マラケシICC海運委員会　　　5月10日〜11日　マラケシIMQ第37回防火小委員会　　　5月18日〜22日　ロンドン2日3日4日6日10日12日紹日16日17日　　　　会議日誌（3月）一目会国際幹事会機関管理研究会危険物小委員会啓水会オーナー部会政策幹事会新造船幹事会広報委員会啓水会海務幹事会労務委員会／同専門委員会合同会議保船幹事会53船協だより18日19日23日24日海山委員会／同専門委員会合同会議海洋汚染防止小委員会／タンカー部会幹事会合同会議工務委員会／同専門委員会合同会議総務幹事会保険幹事会保険委員会／同幹事会合同会議　　　海務幹事会　　　船難月報編集会議　　　電波研究会25日　定例理事会　　　総務委員会　　　労務懇話会27日　京浜地区船主会平成4年度海運講習会の開催　当協会は、平成4年3月26日・27日の両日、海運ビル2階大ホールにおいて会員会社の陸上新入社員を対象とする標記講習会を開催した。　本講習会は、新入社員に対し、社会人としての門出を祝すとともに、海運人として必要な心構えを育成する目的で、昭和32年以来行っているものである。　本年は42社から313名と多数の参加があったため、去年に引き続き総合職（男性133名、女性3名合計136名。他に日程の都合で一般職女性3名が受講〉と一般職（女性のみ174名）に分け、26日差27日にそれぞれ1日ずつ実施した。　講師および演題は以下のとおりである。　3月26日�梶i総合職対象）会長挨拶　　　日本船主協会会長　根本　二郎最近の海運行政　　　　運輸省　海上交通局　　　　　　　　　　海事産業課長　和田　敬司日本海運の現状と将来　　　　　　　　日本船主協会副会長輻法輪奏世界経済と日本の役割　　　　　日本経済新聞社　論説委員　栗原　宣彦船長雑感　　　　日本郵船船長豊田耕治海事資料センター利用案内　　　　　　　　　海事産業研究所　　　　　　海事資料センター部長　菊川　秀男映画「日本の海運」　3月27日�戟i一般職対象）挨　　　　拶　　日本船主協会理事長　増田　信雄日本海運の役割と現状　　　　　　日本船主協会　　　　　常務理事・調査広報部長　大西　章敬からだと心の健康管理　　　　　マネジメント・サービス・センター　　　　　取締役部長コンサルタント　三木　尚子世界の中の日本・日本人　　　　　　　ニュースキャスター　小池ユリ子船長雑感　大阪商船三井船舶船長塚脇義明映画「日本の海運」▲根本会長▲小池ユリ子氏54船協月報平成4年4月号海運統計）船造腹船海上荷動き■主要航路の成約運賃運賃指数用船料指数係船船腹スクラップ船腹日本海運の輸送状況内航海運1・世界船腹量の推移…・…・…・……・・……………・…・・………・………・……・・…562・日本商船船腹量の推移・……・……・・…・・………・………・……・・…………・・…563。わが国外航船腹量の推移……・・…・……・……・…・…・・………………・……・一564・世界造船状況（進水・建造中・未着工）……・・…・……・…・・……………・・…・575・わが国造船所の工事状況……・…・…・・…・…………・・……・…………・・……・・576。世界の主要品目別海上荷動き量…一………・………・……………・・…………587・わが国の主要品目別海上荷動き量・・……………・…　……・…………・……・588・不定期船自由市場の成約状況……・・…・…・…・……・…………・・…・…………589・原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）…・…・……………・…………5910・穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）・・…・…・・…・・・・……6011。石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）…6112・タンカー運賃指数…………・……・………・・………・……………・…・・……・…6213・貨物船用船料指数・・…・・…………・…・・…・・……一………’”………・’………6314。係船船腹量の推移・・………・……・・…・・…・・………・…………・…・…・・…・……6415。スクラップ船腹量の推移・・・……一……・…・…………・…’”…”…一……”6516。わが国貿易の主要貨物別輸送状況………一……・・……・…・…………・・…・・6617・日本船の輸出入別・船種別運賃収入・・………・…・…・…・・……………・…・…6618・内航船の船腹量・……・・…・・………・一……’”…”……’…………’’”…’……6719。国内輸送機関別輸送状況・…………・・…・・…・…………・…・・……………・…・・6720。内航海運の主要品目別輸送実績一……………・…・・…・・…’……・……・……67主要国保有船腹量の推移（単位：万GIT）90008DQO70006000500040003DQO2000LOODIlべllア巳本’ゴニー一一一”　＼　’fギリシ｝一C一一一　》く一，　’A　　、ソ連　　　　　　　　、、　　　一鼈黶Q＿溢、一　、　　　　　　一　、　　　　　　　　　　一’一一一f　　　一イギリス、、蚕　ノルヴェー、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’『恩“＼こト　　　　／’、一Q7一くニー＿〜　　　　　　　　　　　　　　、一1981〔年）　　　　「82’83印84’85’85，87’3B’89’go90DO8000’9170006DOO5000400030002000100D船協月報　平成4年4月号55；船腹＝1・世界船腹量の推移世界　合計タン　カ一オァ・バルクキャリアその他年隻数．千G／T対前年Lび率隻数千G／T対前年Lび率隻数千G／T対前年Lび率隻数千G／T対前年Lび率196541β65工60，392』5β0755，046一1，40318，757　35，工5586，589』197052，444227，49G一6，1G3s6，14Q一2，52846，651一43β1394，699『197563，724342，162一7，024150，057一3，71185，548』52，989106，557一198073β32419，9111．77，112／75，0040．54，706109，5961．262，014135，3113．7198576β95416，269▲0．66590王38，448▲4．15，391133，9834．464，414143，8370．7ig8675，266404，910▲2．76，49�J128，426▲7．25，274132，908▲0．863，5D2ユ43，576▲0．2198775，240403，498▲0．36，490127，660▲0．65，099131，028▲1．463，651144，8100．9198875，680403，406▲0．06，565127，8430．14，980129，635▲1．164，135145，9280．8198976，100410，4811．86β831295781．45，0611291482▲0．工64，65615L4213．81ggo78，336423，6273．26，609134，8364．工5，156133，1902．966，571155，6012．819918D，030435，0272．96，768138，8973．05，201135，8852．068，06116L2453．6（注）�@ロイド船腹統計による100G／T以上の鋼船で　　　リアには兼用船を含む。2・日本商船船腹量の推移漁船および川船を含む。�A毎年7月1日現在。�Bオア・バルクキャ他のぞ船物貨計合年05056　7890177888　　8889999999　9999911111　　11111（注》�@1970年まで運輸省発表　1975年以降は日本船主協会発表のそれぞれ1DOG〆T以上の鋼船で官庁船　その他の特　　　　殊船は含まない。　　　�A196D〜1970年は毎年3月末　1975年以降｝ま7月1日現在。　　　�B1970年以降貨客船は3，00DG／T以上のものは貨物船に　3，000G／T未満のものは客船に含む。3・わが国外航船腹量の推移合計日本　　船外　国用　船年隻　数千G／T千DIW対前年Lび率隻　数千G／T千DIW対前年Lび率隻　数千G／T千D／W対前年Lび率19752，46959，489105，100一1β1733，48658，040一1，15226，00347，060一19802，50565，227115，205』1，17634，24059，073一1，32930，98756，132一19842，13557，01597，756▲　L71，05533，24955，35G▲　4．11，08023，76642，4091．719852，43562，1611�J5，6528．11，02833，47055，5120．31，40728，69150，14018．219862，24955，47491，690▲13．295730β0950，377▲　9．3L29224，66541，314▲17．619872，08254，51488，736▲　3．281628，20045，528▲　9，6L26626，31443，2084．619882，12755，36989，0540．464024，58239，768▲12．71，48730，7S749，28614．119892，00255，16887，937▲　1．353221，69135，260▲11．3L47033，47752，6776．919901，99257，31691，2003．744920，40633，163▲　5．91，54336，91058，03610．2（注）　�@運輸省海上交通局による2000GIT以上の外航船。　　　�A対前年伸び率はD／Wによる。56船協月報　平成4年4月号　　、とヒ＝　スEL船＝4・世界造船状況（進水・建造中。未着工）区分期間・時点合　　　計タンカーノミルクキャリア一般貨物船漁船・その他隻数　千G／T伸び率隻数　千G／T隻数　千G／T隻数　千G／T隻数　千G／T進水船舶1987P988P989P990P991P991　1@　　　　11@　　　　111@　　　　w1，438　　　　9，621　　▲　34，7P，535　　　11，802　　　　22，71，450　　　12，721　　　　　7．8P，472　　　14，680　　　　15．4P，52工　　　16，678　　　　13，6@　376　4，038　18．1@　423　4，863　20、4@　350　4，138▲14．9@　372　3，639▲12．1144　3，083H62　4542　　　　　　　野P59　5，362P34　4583P87　7：653R1　　1272T3　2：49444　213959　1：748101　2．546U5　2784X2　3：624114　5，16078　3，152Q9　　1305　　　　　　7P4　　　545P6　　　708P9　　　594／46　2548　　　　　　　ρP78　2，819P89　1986Q82　2：967326　3774　　　　　　　，W3　　　891W6　　1166　　　　　　　，W6　　　922V1　　7951088　　工444　，　　　　　　　　　　　　　　｝P130　1657　，　　　　　　　　　　　　　　，P010　9358　脚　　　　　　　　　　　　　　，@　942　1970X30　2：099@　233　　　570@　270　　　658@　204　　　369@　223　　　502建造中船舶1987P988P989P99GP991P991　1@　　　　11@　　　　m@　　　　w1，210　　　　9，694　　▲　12．3P，288　　　11，622　　　　19，9P，275　　　12，452　　　　　7．1P，291　　　工3，569　　　　　9．O戟C355　　　15，896　　　　17．1P，268　　13、657　　　　0．6P，222　　　14，191　　　　　3．9P，264　　　15，247　　　　　7．41，355　　　15，896　　　　　4．3123　3≦93P49　　5775P62　6：623184　7404206　7：59662　22G4W3　2：88784　355278　3：08167　2341　　　　　　，65　242259　2：09057　205967　2：341147　2469　　　　　　　脚P61　工β65Q07　2026Q31　2：133305　3．196Q52　　2665Q28　2：730274　3124　　　　　　　，305　3，196878　　1528　　　　　　　冒X19　2，409W51　　2536W34　2：738777　2763　　　　　　　，W02　2795V73　2：748749　2，660777　2763　　　　　　　，未着工船舶1987P988P989､990P991P991　1@　　　　11@　　　　［1【@　　　　w　　827　12，848　24．6@　940　12，931　　0．6P，177　　　18，603　　　　43．9P7342　　　26，221　　　　41、0P．175　　　27，267　　　　　4．0P，247　　　24，139　　▲　　7．9P，202　　　25，380　　　　　5，1P，169　　25，301　▲　　0．3P，175　　　27，267　　　　　7．8120　6236Q18　13413Q2714：077214　13，284230　王4，33158　2229W8　4：241工23　484190　3：454129　5862　　　　　　　，77　307977　3：523103　4536129　5：862174　2345Q03　2：234342　4213　　　　　　　，417　5，331260　3，934R78　4β69R67　4574R03　4：043260　3934　　　　　　　，475　　2038T74　2778T31　3：306549　3438556　3：140（注）�@ロイド造船統計による100G／T以上の鋼船（進水船舶の年別は年報　その他は四半期報による）。　　　�A進水船舶は年間　建造中および未着工の年別は12月末　期別は四半期末すなわち3　6　9　12月末。　　　�Bバルクキャリアには兼用船を含む。一般貨物船は2，000G／T以上の船舶。　　　�C四捨五入の関係で末尾の計が合わない場合がある。5・わが国造船所の工事状況進　　水　　量工事中船舶未着工船舶手持ち工事量年　度計うち国内船計うち国内船計うち国内船計うち国内船隻数千GIT隻数千G／T隻数千G／T隻数千GIT隻数千GIT隻数千G／T隻数千GIT隻数千G／T1980P981P982P983P984P985P986P987P988P989196　6，080Q307，548Q36　6，944Q54　6ユ34Q78　7β05Q16　7，558P45　5，869X6　4，047P30　4，186P56　5，75950　2，153U4　2，475T4　2．270T4　1，408T7　2，026T4　2，618T2　2，820R0　1．700Q3　　773Q4　　95576　2，674P324，578P304，775P414，134P785，079P665，307P505，836P124，930T8　2，488V3　2，82920　　905R3　1，323R7　2，082Q7　1，317R8　1，679R2　L679S2　2，487R1　2，171P4　　768P3　　6131193，819P906，102Q105，573P363，606R227，555P695，231X42，836．S0　1，70541　2，13866　2，3853　　160P1　　473P0　　331P2　　321Q6　　554P2　　493P0　　330T　　405Q　　111R　　187195　6，493R2210，680R4010，348Q77　7，740T0012，635R5510，268Q44　8，671P52　6，635�ｇ　4，625P39　5，21423　1，064S4　1，796S7　2，413R9　L638U4　2，233S4　2、171T2　2，817R6　2，577P6　　879P6　　800（注’P輝驕附表の主要工場｝こおける500G／T以上・撒・9・・年度・・は・・…G・・臨　　　�B工事中・未着工船舶は年度末の状況で建造許可船舶を対象とする。　　　�C手持ち工事量は工事中・未着工船舶の合計。船協月報　平成4年4月号57＝海上荷動き量＝6・世界の主要品目別海上荷動き量1984198519861987198819891990　　　　年i目100万対前年gン　伸び率100万対前年gン伸び率100万対前年gン　伸び率lGO万対前年gン伸び率100万対前年gン伸び率100万対前年gン　伸び率100万対前年gン伸び率石　油原　　油ﾎ油製品930　　0．0Q97　　5．3871▲　6．3Q88▲　3．0958　10．GR05　　5，9970　　1．3R13　　2．61，042　　7，4@325　　3，81，120　　7．5@340　　4．61，175　　4．9@350　　2．9計1，227　　1．21，159▲5．51，263　9．01，283　　1．61，367　　6．51，460　　6、81，525　　4．5乾貨物鉄鉱石ﾎ　　炭秩@　物ｻの他　306　19．1@232　17，8@207　　4．0Pβ20　　7．8　321　　4．9@272　17．2@181▲12．6P，360　　3．O　311▲　3．1@276　　1，5@165▲　8．8P，370　Q．7　319　　2．6@283　　2．5@186　12．7P，39Q　　1．5　348　　9．1@304　　7．4@196　　5．4P，46G　　5．Q　362　　4．0@321　　5．6@192▲　2．0P，525　　4．5　350▲　3．3@335　　4，4@195　　1．6k570　3，0計2，065　10，02，134　　3．32，122▲0．62，178　　2，62，308　　6．02，400　　4，02，450　　2．1合　　計3，292　　6．53，293　　0．03，3B5　2．83，461　　2，23，675　　6．23，860　　5，03，975　3．0（注）�@Fearnleys「REVIEW　199D」による。�Aユ990年の値は推計値である。7・わが国の主要晶目別海上荷動き量1986年1987年1988年1989年　　　年i目10D万　対前年世界にgン　伸び率　占める％100万　対前年世界にgン　伸び率占める％100万　対前年世界にgン　伸び率占める％100万　対前年　世界にgン　伸び率　占める％石　油原　　油ﾎ油製品164．0　▲　3．6　　17．1R2，6　　20．6　　10．7160，5　▲　2．1　　16，7S1．8　　28．2　　13．4166．9　　4．0　　16．GS5．8　　9．6　　14．1178．0　　6．6　　15．7S9．2　　7，2　　14．7計196，6　▲　0．3　　15．6202，3　　2．9　　15，8212．8　　5．1　　15，6227．2　　6．8　　15，5乾貨物鉄鉱石ﾎ　　炭秩@　物ｻの他1152　▲　7．5　　37．0X1．3　▲　L8　　33．1R1．9　　1．0　　19．3Q24．8　▲　0．6　　16．4112．0　▲　2，8　　36．2X2，6　　ユ．4　　34，0R2．6　　2．2　　17，9Q35．7　　4，8　　17．0123．4　　10．2　　35．5P04．2　　12．5　　34，3R2．7　　0．3　　16．7Q58．3　　9．6　　17．7127．6　　3．4　　35．7P04．9　　0，7　　33，3R1，7　▲　3，G　　16．3Q62，4　　1．6　　17．0計463．2　▲　2．5　　21，8472．9　　2．1　　21，7518．6　　9．7　　22．5526，7　　1．6　　21．9合　　計659，8　▲　L9　　19．5675，1　　2．3　　19．5731．4　　8．3　　19，9753．8　　3．1　　19．4（注）�@運輸省海上交通局調べによる。�A各品目とも輸出入の合計である。�BLPG　LNGはその他に含まれる。8・不定期船自由市場の成約状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千M／T）区分航海用船用船シングル品　目別内　訳定期年次航　海連続航海合　計穀物石炭鉱石屑鉄砂糖肥料その他TripPeriod1987148954　　　，10515　　，159，46960398　　，34011　　，43，8441091　レ4463　，5040　710799710　　，23321　　71988133652　　　，4559　，138，21153027　　926794　　，43，9095293694　、5，369330933Q7　　，25258　　，1989116335　　　，3373　，119，70844629　　P21936　　P38，4481，0183326　，6，814164103815　　　，24161　　，199D129177　　　，3091　，132，26843，61332043　　，43626　　P8054716　，4，17319890980　　，14，3261991125502　　　，2462　，123，04035022　　，34538　　P44，5547613，5195，0431196　，102775　　　，25131　　，1991　58745　，448789　，2080　，3179　，2，8700277319208，5532958　，612528　　P5�Jユ2，578346垂　，2810　，4，6881243737273429345　，3542　，710590　　，010，5903364　P2，7902785　，2945476012096639　，2073　，810381　　，4010，4212913　レ2795　P3，56003206192147，1492041　，912103　　，1304　，13407　　73571　，4270　P4，38941958701087213　，1863　，1011387　　P5ll，3923435　，2757　，3，9996943154515611088　　，2258　71112G43　　，G12，04336G8　，3339　，4386　7104385203188，1261，615129658　，2449，9022694　，3070　，3，70924240144215794　P1002　，1992　112888　　，42013308　　74108　，4842　73β507436532377274　■1089　，214075　　P1502　，15，5773，3485518　，4668　P484961387　，1126514　，1373　7（注）�@マリタイム・リサーチ社資料による。�A品目別はシングルものの合計。�B年別は暦年。58船協月報　平成4年4月号＝主要航路の成約運賃＝ワールドスケール25020D150100500原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペルシャ湾／日本ペルシャ湾／欧米@　1@　’@’@1ノ　〔　1　、　F＾コ　　　！@　　r@　’mへ！vノ　　鑑All、1への　ノレ・@’f’、、ノ　　ノc、1987（年）　　　1998　　　　「989　　　　1990　　　　1991　　　　1992250200150IDO5009・原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペノレシャ湾／日本ペノレシや湾／欧米月次199019911992199019911992最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低12345678910111280．00　46．50U0．50　55．00W5．00　75．00W5．00　57．50T2．50　48．50T5．00　51．ODW2．50　52．50V0．50　47．50V9．00　54．5DV8．00　51．00W8．00　65．00P00．00　87．50140．00　80．00P29．00　85．00X5．00　62．50S7．50　37．75W7．50　35．00X0．00　82．50WD．00　52．50V1．00　62．75U6．00　46．50U8．00　57．50U7．50　52．50S9．50　39．0062．50　37．50T6．50　35．00R7．50　31，0065．00　47．25U0．00　46．00W5．00　70．00W2．50　49．50T6，00　45．00T2．50　47．50T5，00　5D．00U7，50　5G．00U7．50　52．50U0，00　46．50V7，50　48．00W7．50　70．0090．00　59．50W7．50　61．00U1．00　52．50T2．50　35．00V3．75　45．00X0．00　69．50U2．50　49．00U2．50　52．00T5．00　45．00U6．25　49．00U4．00　49．50T0．00　38．0054．00　33，00T5．00　32，50R6．00　32．00　　（注）　�@日本郵船調査部資料による。�A単位はワールドスケールレート。1989年1月以降　新ワールドスケールレート。　　　　�Bいずれも20万DIW以上の船舶によるもの。�Cグラフの値はいずれも最高値。船協月報　平成4年4月号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5935（ドル）30252015［050．35穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本●ガルフ／西欧）？と30ガルフ／日本2520北米西岸／日本A「、差，　　　　！tへ声＼，　、15、＼　　　1一、@　1〆、、し尤、　　　　’_　　へ！@、　ノ　、、＼［o＼」ガルフ／西欧51987（年）19881言891990199119920田・穀物（ガルフ／日本。北米西岸／日本・ガルフ／西欧）（単位：ドル）ガルフ／日本北米西岸／日本ガルフ／西欧月次1991王9921991199219911992最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低125．50　25．0026．00　23．0013．65　12，9014，25　13．7514，20　13，0013．00　11．89227．25　25，0023，50　20．5014，80　14．4D13．25　12．2518．25　14．00U，75　　9．00329．00　23．2521．50　19，0014．601225　11，7516．32　15，929．50　　8．00425，50　22．0014，00　12．7515．76　13．0052825　23．00｝16．00　13，53628，00　24．0014．2515，79　13，99726．00　23．00一13．82　11．15824．75　23，50工4，50　12．0011．51　10．25926，25　25．00一12．00　10，001027，50　25．7514．0015．61　11，741127．25　24，0014．35　142514．76　13．501225．75　24，2513．7513，50　11，34　（注）�@日本郵船調査部資料による。�Aいずれも5万D／W以上8万D／W未満の船舶によるもの。　　　　�Bグラフの値はいずれも最高値。60　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　船協月報平成4年4月号35（ドル）302520［5FO50石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）石炭（ハンプトンローズ／日本）ノ、鉄鉱石iツバロン／目本）　　　　　　’　　　　一’句Iへ　　r！　　　　’�`「@1　　　／@！v　　、、’　　一、馬磨@　へ　　　　、　　1ノ@／d！　〆@！Y／、l鉄鉱石（ツバロン／西欧）」987（年〉［9881989「990「99111・石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）199235（ドル）30252015「o50（単位：ドル）ハンプトンローズ／日本（石炭〉ツバロン／日本（鉄鉱石）ツバロン／西欧（鉄鉱石）月次19911992199119921991工992最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低115，00　14、2514．0013．00　12，50一7．75　　7．506，35　　5．60216．25一一』7．90　　7，605．75　　4．453一一一一10、25　　7．505，00　　4．854一12．9D　12，307．65　　7．505一12．507．55615．5013．25　12，008，20　　7．257一13，25　12．007．25　　7．108』一7．25　　6．259一13．15一10一13．106．851115．95　13．5012．008．15　　6，7512　一7．00　（注）�@日本郵船調査部資料による。�Aいずれも10万DIW以上15万D／W未満の船舶によるもの。　　　　�Bグラフの値はいずれも最高値。船協月報　平成4年4月号6［40030025D20015010050o＝運　賃指数＝A’1’、へ，しhA’1l　　lh　　、u　　覧n　l‘「1旨馳「巳’3旨、■「ノ1旨1ハンディ’1クリーンρノ［ハンディ、1　’監ダーティーhl1ノ’’’亀、　’、　　　　’1八1A，、▽＼竜、’覧　　，1　　／小型へ　　！ﾖ／層　　　　1_凶　　ノ1亀Ψ、／＾》〈〉・中型　1wノV〉k　＼，、VLCC1987〔年）19881989199D199！19924003002502001501005G0〔タンカ一　　運賃指数月次199019911992VLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH。C160．5132．0190．3279．6292．398．2137．2182．6290．8271．048．99L2133．9184．7194．7263．2108．3153．0206．5209．393．3151．0205．8250．2337．3379．3113．4152．0203．6182．36L4110．1工65．5194．6254．0462．1106．5143．0213．4183．045．9王02．2104．4176．3玉83．9557．3108．5王59．4214．1204．575．31王2．2156．2212．5177．8653．195．2139．4205．6203．585．9108．9149．1178．616L5764．298．6139．9188．8202．060．S103．813L3184．5134．8857．．295．5144．2204．3220．560．393．6124．2164．5140．0966．399．2150．8240，．3296．553．D91．7114．7152．0141．71053．8105．6158．0251．6358．258．685．4129．6162．6172．11169．2工10．7170．2268．5302．753．087．2119．1173．1165．11272．3125．2176．5337．5298．737．986．6120．6玉52．1183．7平均63．2108．2156．4234．5246．165．3105．8141．9191．0193．6（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シツビング・ニューズ・インターナショナル　　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年11月に合併）�Aタンカー運賃はワールドスケールレート。�Bタンカー運賃　　　指数の発表様式が87年10月より次の5区分に変更された。カッコ内は旧区分　�CVLCC：15万100Dトン（15万トン）以　　　上◎中型：7万100D〜15万トン（6万〜15万トン）�S小型：3万6000〜7万トン（3万〜6万トン）��H・D己ハ　　　ンディ・ダーティ＝3万5000トン（3万トン）未満　�羽・C＝ハンディ・クリーン：5万トン（3万トン）未満。62船協月報　平成4年4月号＝用船料指数＝400350300200100　013・貨物船用船料指数貨物船定期用船料指数i1965．7一一1966，6＝1001972年以隆は1971＝100）’＼　　　　　　　　　’　A`　’、ﾖ〔、，1・！，、　　へノ、一一＿r＿−一　　　　　’@　　　’へ》’@　　，＿！ノ[ノハ、、一　’�dN．ノ醜ﾝ物船航海用船料指数i1965．7一一1966．6＝100）vγい＼ノ�d〆一「987（年）　　　　　1988　　　　　　1999　　　　　　　」9901991　　　　　　19924DO3503DO200100o貨物船航海用船料指数貨物船定期用船料指数月次19871988198919901991199219871988198919901991199212164．3P66．3193．4Q03．5204．9Q02．4208．3Q03．3198．0P99．0202．0162．5P91．4292．8R12．0334．0R63．7356．5R57．6318．0R25．0326．031672207．1212．1176．4207．0195．4328．0329．8288．7335．045174．9P72．工203．0P89．3202．7Q21．5202．9P97．9205．0Q05．0219．8Q24．5338．6R44．3336．9R46．2343．3R53．5344．0R42．06166．4193．6201．8191．4205．0219．7333．8318．7343．7342．07169．2184．1189．3190．0206．D2ユ3．7320．6336．8325．0342．08177．4186．6204．1197．0206．0223．5318．2324．3328．3318．091011工2177．7H82．1P89．2PS4．2185．1P96．3P99．DP97．8193．0P97．8Q08．4Q04．3195．0P97．0P99．0Q15．0205．0Q06．0Q08．GQ08．0223．DQ32．4Q42．9Q77．D314．DR172R33．0R12．0327．5R27．6R38．0R49．1329．5R22．8R11．4R06．4325．0R35．0R49．0R43．0平均174．3194．9203．5王97．8204．8218．S322．0336．1330．6334．8　　（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル　　　　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年11月に合併）�A航海用船料指数は1965．7〜1966．6＝100定期用船料指数は　　　　　1971＝10Do船協月報　平成4年4月号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　636000万D／W500040003000200010008006004002000＝係船船腹＝　　　　　1W船舶腹量の推移6000怩cIWT000S000R000，　A@　、へ　　　、@　　　Lハ＼　　タンカーC∠｝［しi、、、2000P000W00U00S00Q00O貨物船、、�j　＼＼　＼　　　　ノへし@　、、＼ノ　　　　v、》／、@　　、　βノ　　　」’、　　　　　！’、A　！、｝！111987（年）14・係船舶腹量の推移1988「989199019911992工99019911992月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻数千GIT千D／W隻数千G〆T千DIW隻数千GIT千DIW隻数千GIT千D〆W隻数千G／T千D〆W隻数千G／T千D／W12381，0931，453571，7983，1272501，2911，708501．6543，0782921，8522，423461，5312，8072226　973　1，264571β003，1302581，4712，038511，5572，8672841，7502，332461，4902，72932251，0231，325551，7683，0582881．7052，290501，1782，1／02881，8232，427481．536228D4228　1．G62　1β61561，7402，9942881，6652，155471，1932，1355212　9941β68561，7763，0722831，6032，04146L19！2，13062241，0141，335601，8963，2632641，4851，946471、4452，68572311，0641，433561，4612，4982581．4511，970461，4052，61382321，0701，475531，4662，5052621，477　2，021451，3402，4789239　1，112　1，532581，4852，5392651，467　2，025471，3582，517102431，2021，627571，5602，7182831．733　2，395521，7173，079112621，3411，771561，5842，8032761，618　2，215521，6312，889122571，3221，7工0531，5632，7642881，706　2，264471，5222，8D7（注）　ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベジセルズによる。64船協月報　平成4年4月号（．＝スクラップ船腹＝．）　5DO万D／W400300200FOOD日口目貨物船タンカーバv映　　た・・ハA　　　　し　　　　　v　｝　　　ノC！＼　　　　、　　　A　　’\1，’ハ　レ」987（年＞　　　　　1988　　　　　　198g　　　　　　I990　　　　　　1991　　　　　　1992500万D／Ψ40030D20D100D15・スクラップ船腹量の推移）．199019911992月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻数千GIT千D／W隻数千G〆T千DIW隻数千GIT千DIW隻数千GIT千DIW隻数千GIT千D／W隻数千GIT千DIW123456　78910111235　132　192Q0　　167　125U9　362　　568R9　205　284R7　255　391Q3　　105　149Q3　198　34730　　12D　15228　　192　34263　504　85024　179　　27124　243　3936　　23　　34Q　　　4　　　2X　　65　　1171D　　36　　553　　　9　　144　　61　　97V　　122　　232V　　186　　395Q　　　4　　　74　　27　　51U　　29　　43S　　74　　15123　270　446Q0　183　27838　291　479T3　6141，00639　187　27630　257　404Q2　216　341Q1　　72　　9953　259　610R5　342　55126　213　321Q0　　101　　1502　　63　　118K　1弱　2蕊6　　228　　44711　　52　　1035　　171　　348T　　275　　536S　　113　　209W　　336　　4D1S　　149　　3D1W　　138　　23610　294　　56044　289　4069　　14D　　258計4152，6624，06464　6401，1983803，0054，961711，9583，492（注）�@ブレーメン海運経済研究所発表による。�A300G／T@　　�CタンカーにはLNG〆LPG船および化学薬品船を含む。綿鑑礪才器鱗織鱗1艶船協月報　平成4年4月号65＝日本海運の輸送状況＝16・わが国貿易の主要貨物別輸送状況（単位：千K／T　％）1990区　　　分工985198619871988198919901〜34〜67〜910〜12輸貿　易　量81，80375，74671，19170，71170，67570，40416，79817，05817，56018，988日本船輸送量14，97311，9489，8567，4075，9584，8481，1801，1241，2171，328外国用船輸送量25，47725，09624β7727，00627，14028，工146，5946，5937，1247，803出日本船積取比率18．315．813．810．58．46．97．06．66．97．0輸貿　易　量592，999590，606617，144660，656683，167699，099175，475167，654170，904185，066日本船輸送量242，944250，679232β4759，977223，481199，94454，23548，86947，40649，433外国用船輸送量157，687152，671162，11355，433236，388269，66865，21064，05268，66171，745入日本船積取比率41．042．437．635．632．728．630．929．127．726．7貨貿　易　量356，351354，092374，149404β71411，468409，485100，6381G1，306101，396106，144物日本船輸送量140，928142，221129，144122，407／16，891108，18426，58627，46027，41226，727船外国用船輸送量97，36793，455106，326142，284工56，423165，33739，41641，59841，37242，951積巳本船積取比率39．540．234．53D．328．426．426．427．127．025．2う鉄貿　易　量124，513115，231112，035123，377127，607124，8窪030，50129，78131，76832，791ち鉱日本船輸送量O国用船輸送量62，502Q3，44664，632P8，41458，679P9，76857，136R1，98156β59R4，94952，258R7，36812，775X，00913，566W，70414，364W，97411，553PG，681石日本船積取比率50．256．152．446．344．241．941．945．645．235．2う石貿　易　量92，99091，34692，554104，181104，939107，49227，18326，12026，57127，618ち日本船輸送量50，06752，92249β1346，48744，26243，83910，56410，68510，17D12，420外国用船輸送量26，28322，95826，55842，66444，46145，9881ユ，22511，13111，54312，089炭日本船積取比率53．857．953．344．642．240．838．940．938．345．0う木貿　易　量31，75032，36036，95142，04041，29539，5159，79510β109，7469，663ち日本船輸送量10，3728，9888，0406，8936，0265，0331，1791，3861，2841，183外国用船輸送量14，40215，84220，4092LO1725，37827，8076，3937，0837，l177，215材日本船積取比率32．727．821．816．414．612．712．013．413．2122油貿　易　量236，647236，514242，995256，285271，699289，61474β3766，34869，50878，921送日本船輸送量102，015108，457王03，203U1，723106，59091，75927，64921，40919，99422，707船外国用船輸送量60，32D59，21655，78764，84479，965104，33225，79422，45427，28928，794積日本船積取比率43．145．942．543．639．231．736．932．328．828βう原貿　易　量17D，217164，044160，460166，936178，009195，51750，27343β9145，21756，136ち日本船輸送量86，22093，68586β3094，37090，57675，54723，52117，76615，42818，831外国用船輸送量52，80351，94447β8452，99864β6789，24021，65018β7823，46125，750油日本船積取比率39．557．154．156．550．938．646．840．534．133．5（注）�@運輸省資料による。�A年別は暦年。�B石油製品にはLPG　LNGを含む。17・日本船の輸出入別・船種別運賃収入（単位＝百万円）1990区　　分1985198619871988198919901〜34〜67〜910〜12輸定期船195，500103，63369299　　｝51456　　，45326　　、38998　　冒9836　」10219　　，10205　　，8738　亀「不定期船219224　　　，158，080126594　　　，89277　　■76576　　，69318　　，16，05516730　　，16981　　，19552　　，油送船6848　レ4002　，3374　，2599　，2520　，2433　，606564586678出計421573　　　P265，714199267　　　，143332　　　P124421　　　，110749　　　，26497　　P27513　　，27771　　，28968　　，輸定期船90852　　，58，72050942　　，50299　　，49，35346598　　，11865　　，13685　　，10745　　，10，303不定期船342784　　　，258，497219301　　　レ198690　　　7200600　　　，183899　　　，47914　　，45，55246225　　，44208　　，油送船235966　　　，201，577177088　　　，171758　　　，164807　　　，162382　　　レ46459　　，36930　　，38234　　，40758　　，入計669603　　　，518794　　　，447331　　　P420748　　　，414760　　　，392879　　　，106238　　　，96168　　P95205　　，95268　　塞三定期船46683　　，43601　　，61480　　，53139　　，49008　　，49830　　，11798　　，13044　　，12761　　，12227　　，不定期船7444王　　冒53，04043982　　，31879　　，29304　　，23801　　，5198　レ7782　P5717　，5，105国油送船37482　　P29842　　P19，41313035　　，8747　，8504　，1837　，2425　72104　，2139　P間計158607　　　P126485　　　，124875　　　，98053　　，87059　　P82135　　，18832　　，23251　　，20581　　■19470　　，ムロ定期船333036　　　，205，954181721　　　，154894　　　レ143，687135426　　　，33499　　，36948　　，33711　　，31268　　，不定期船636450　　　，469，617389，878319848　　　P306480　　　，277018　　　，69166　　，70，06468923　　P68865　　，油送船280297　　　，235，420199875　　　，187392　　　，176074　　　，173319　　　，48902　　739919　　，40924　　，43574　　，計計1249783　，　　　　　9910993　　　，7711473662132　　　，626240　　　，585763　　　P151568　　　，146931　　　，143557　　　7143707　　　，（注）　�@運輸省資料による。�A年別は暦年。�B外国船は含まない。66船協月報　平成4年4月号＝内航海運＝18・内航船の船腹一年船　種　別鋼　　　　　船木　　　　船合　　　　　　計隻数轡纏雛隻数轡纏瀦隻数上鞍総噸蕗1980貨　　物　　船�　　送　　船@計6，013　　　　2，40G　　　　　　2．0Q，787　　　　1，338　　　　　　2．4W，800　　　　3，738　　　　　　2．22，241　　　　　　157　　　▲　　8．7P20　　　11　　　−Q，361　　　　　　168　　　▲　　8．28，254　　　　2，557　　　　　　1．3　　　　　93．9Q，907　　　　1，349　　　　　　2．4　　　　　99．2H1，161　　　　3，906　　　　　　1．7　　　　　95．71985貨　　物　　船�　　送　　船@計6，074　　　2，485　　　　　1．3Q，447　　　　1，225　　　▲　　0．3W．521　　　　3，710　　　　　　0．71，476　　　　　　　88　　　▲　　6．4U5　　　6　　20．0P，541　　　　　　　94　　　▲　　5．17，550　　　　2，573　　　　　　1，0　　　　　96．6Q，512　　　　1，231　　　▲　　0．2　　　　　99．510，062　　　　3，804　　　　　　0．6　　　　　97．51989貨　　物　　船�　　送　　船　計5，891　　　　2，469　　　　　　1，0Q，359　　　　1，141　　　▲　　1，98，250　　　　3，610　　　　　　0．11，176　　　　　　　57　　　▲　12．3S2　　　3　▲25．0P，2工8　　　　　　　60　　　▲　13．07，067　　　2，526　　　　　0．6　　　　97．7Q，401　　　　1，144　　　▲　　1．9　　　　　99．79，468　　　3，670　　▲　　0．2　　　　98．41990貨　　物　　船�　　送．船@計5，881　　　2，507　　　　　1，5Q，298　　　　1，135　　　▲　　0．5W，179　　　　3、642　　　　　　0．91，627　　　　　　　50　　　▲　12，3R6　　　3　　　−P，663　　　　　　　53　　　▲　11．77，5D8　　　2，558　　　　　1．3　　　　98．02，334　　　　1，138　　　▲　　G．5　　　　　99．7X，842　　　　3，696　　　　　　0．7　　　　　98，51991貨　　物　　船�　　送　　船@計4，515　　　1，554　　▲38，02，308　　　1，ユ46　　　　　工，0U，823　　　　2，700　　　▲　25．91，060　　　　　　　45　　　▲　10．0R1　　　2　▲33．3P，091　　　　　　　47　　　▲　11，35，575　　　　1，599　　　▲　37．5　　　　　97．22，339　　　　1，148　　　　　　0．9　　　　　99，8V，914　　　　2，747　　　▲　25．7　　　　　98．3（注）　�@各年とも3月末現在。�A貨物船には外航および港運併用分を含む。なお1975年3月末より台船を含む。�B油送船には沖縄　　　復帰にかかわる石油製品用許認可船を含まない。�C塩および原油の二次輸送船は含まない。�D比率は総トン数による。19・国内輸送機関別輸送状況輸　送量（百万トン）輸送トンキロ（億万トンキロ）年　月内航海運鉄　　道自動車国内航空計内航海運鉄　　道自動車国内航空計1983年度4381215，1230．445，6832，0072761，93544，2231984年度4391095，14GD．495，6902，0692341，99844，3061985年度452995，0480．545，6DO2，0582212，05954，3441986年度441904，9690．605，5001，9802062，16164，3521987年度463835，0460．705，5932，0142062，24164，4661988年度493825，5790．806，1552，1262352，46174，8291989年度538835，8880．806，5102，2472512，62985，1351990年度575876，1140．876，7772，4462722，74285，468（注）　運輸省「運輸白書」による。20・内航海運の主要品目別輸送実績輸　　　送　　　量輸送トンキロ品　目　別1989年度1990年度1989年度1990年度千トン構成比千トン構成比百万トンL　　　ロ構成比百万トンL　　　ロ構成比石　　　　日焉@　　　　属�金属鉱物ｻ利・砂・石材セ　メ　ン　トﾎ　油　製　品@　　　　械15，127U5，912W2，074W5，333T2，923P36，870P2，5753．4P4．6P8．2P8．9P1．7R0．4Q．812，414U4，284X0，560X0，965T3，916P43，773P3，7612．6P3．7P9．3P9．4P1．5R0．6Q．97，978R6，188R9，533P0，921Q7，351S9，631V，7064．4Q0．2Q2．0U．1P5．3Q7．7S．37，149R5，205S7，121P1，205Q8，078T4，284W，8593．7P8．3Q4．6T．8P4．7Q8．3S．6合　　　　　計450，814100．0469，673100．0179，308100．0191，901100．0（注）　運輸省運輸政策局情報管理部「内航船舶輸送統計年報」による。船協月報　平成4年4月号67編　集　後　記　やや旧聞に属するが、瀬島龍三氏の講演を聞く機会があった。席上、同氏はあたかも遠い彼方に目を遊ばせているような感じで、軽く宙を見ながら、とつとつと「来るべき21世紀においても、海運・陸運・航空の輸送機能は日本にとって従来にも増して致命的に重要な役割を果たすでしょう」と言われたので、私は軽薄にもいささかうれしくなってしまった。　いわゆる「海運の重要性」については私たちは海運人として日常的に自覚（自賛？）しているが、同氏の場合はそうした物流の観点と同時に国家防衛といった戦略的な観点も含まれているようである。このあたりの感覚は地理学と政治学・軍事力を結びつけた地政学（ゲオポリティクス）に通ずるものがあるのかもしれない。　地政学はナチスドイツが他国侵略の口実に使ったため、いわゆる「悪の政治学」といわれ、悪名が高い。ときおり週刊誌等の格好のネタになってセンセーショナルに扱われることがある。かつてレーガン前大統領がソ連邦を「悪の帝国」と．呼んだのは、ソ連邦の絶え間ない膨張主義がナチスドイツを思い起こさせるような地政学の権化に見えたからであろう。　ところがソ連邦崩壊による冷戦体制終了のため（イラクの野望といったハプニングは除き）、世界の軍事的な緊張が緩和しはじめている。このため最近は地政学に加えて地経学（ゲオエコノミックス）がいわれはじめているという。これは地理学＋政治学・軍事力にかえて地理学＋政治学・経済力をいうもののようで、米国あたりでは地経学上の仮想敵国として日本を想定しているようである。　．このままでは日本が世界経済上の悪役にされ、世界の孤児になりそうで心配である。当たり前のことだが輸送手段は物理的時間・心理的隔たりを短縮する。地球の心理的な大きさ・隔たりは輸送手段の大量化・高速化によって年々縮小している。　わが日本海運も地理学＋輸送力の地輸学（筆者の勝手な造語）で世界の融和に貢献したいものである。飯野海運総務部副部長貞苅　　紳i1船協月報4月号No．381（VoL　33　No．4）発　　　　行：平成4年4月20日創　　　　刊：昭和35年8月10日発　行　所＝社団法人日本船主協会　　　　　　　〒ID2東京都千代田区平河町2−6−4（海運ビル）　　　　　　　TEL，（03）3264−7181（調査広報部）編集・発行人：大　西　章　敬製　　　　作＝大洋印刷産業株式会社定価；400円（消費税を含む。会員については会費に含めて購読料を徴収している）68船協月報　平成4年4月号

